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エ ネ ル ギ ー ・セ キ ュ リテ ィ

関西電力株式会社

取締役副社長 鷲 見 禎 彦

「エネル ギー」という言葉 は
,ギ リシャ語のenergeiaに 由来 し,「 物体 内部に蓄

えられた,仕 事 をす る能力」を意味す る。「仕事 の概念」は,す でに紀元1世 紀か

らあるが,運 動のエネルギーは17世 紀 は じめのガ リレイの考察 であ り,そ こか ら,

位置のエネル ギー を含む力学的エネルギーへ発展 した。産業革命 を経て,熱 エネ

ルギー をも包含 した,総 合 的な概念 としての 「エネルギー」が確立 したのは19世

紀後半であ り,意 外 と歴史は浅い。

「エネルギー」 とい う抽象的な概念が確立 されたのは
,神 との間でも契約する

という,ロ ジックを重視 す るキ リス ト教 の思想 を背景 に,西 洋の近代科学が誕生

してきた系譜上 にあ る。19世 紀後半 と言えば,日 本では明治の開国前後 であ り,

ペ リーの乗 ってきた黒船だけでな く,そ の手土産 であった小型蒸気機 関車や有線

電信機 によ り,西 洋文明の力をまざまざと見せつけ られ,開 国を余儀 な くされた

時代 である。

その後 日本 は,エ ネル ギー ・セキュ リティをは じめ とす る国家安全保障のため

に,西 洋 の科学技術 を積極 的に取 り入れ,近 代化に適進 した。少な くとも,第2

次大戦 まではそ うであった。 しか し戦後の経済偏重 と 「平和 ボケ」のなかで,2

度 にわたる石油危機が あったにもかかわ らず,エ ネルギー ・セキュ リティに対す

る日本人の認識 は後退 していった。 その結果,資 源小 国 日本 のほ うが,資 源大国

米国 と比べて認識が低 いのが現状 である。

エネルギー ・セキュ リティは,政 治,経 済,外 交,技 術等 を総合 した国家安全

保障の一環 であ り,国 民各層の理解 なしには推進 しがたい。 そのためには,フ ラ

ンスの ように学校教育等 を通 じて,国 民が子供 のころか らエネルギー問題につ い

て考 えるこ とが,も っとも望 ま しい。 とくに原子力の ような,技 術 によって生み

出され る 「技術エネルギー」が社会に受容 されるためには,教 育,情 報公開など,

地味で息、の長い努力が何 よ りも重要 である。
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これからの廃棄物発電を考える
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は じ め に

新エネルギーの中心柱一 廃棄物発電

石炭火力3/4の 開発ポテ ンシャル

司会 廃棄物発電は,平 成6年 度に取 りまと

められた 「新エネルギー導入大綱」の中心的
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な新 エ ネ ル ギー と して,2000年 度 に200万

kW,2010年 に400万kWの 導入 目標が掲げら

れてお り,ま た,平 成9年6月 施行の 「新エ

ネルギー法」においてもその基本線が受け継

がれ,国 を挙げての取 り組みが法的に定めら

れました。

そこできょうは,廃 棄物発電が,な ぜ新エ

ネルギーの中心柱の一つに取 り上げられるに
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至ったかの背景か らお話 し願います。

細川 まず,わ が国のエネルギー政策 を簡単

に紹介 いたします。ご案内の とお り,昨 年12

月にCOP3(地 球温暖化防止京都会議i)が

開催 されました。わが国は,2008年 か ら2012

年を目標期限とし,二 酸化炭素(CO2)な どの

温暖化ガス排出量を1990年 比で6%削 減する

ことを基本合意 しましたが,こ の地球温暖化

問題にいかに対応 してい くかがエネルギー政

策上の一つの大 きな課題になってお ります。

もう一つは,現 在,石 油価格が低位安定 し

ていたこともあり,ま たCOP3の 蔭に隠れ

がちでしたが,実 はエネルギー ・セキュ リティ

の確保が もう一つの重要なエネルギー政策で

あ ります。

この二つの課題に対処す るエネルギー供給

面での政策は,一 つが原子力開発の推進,も

う一つが新エネルギーの加速的な開発 と導入

でして,廃 棄物発電は,こ の新エネルギーの

なかで最 も実現性の高いものの一つに位置づ

けられてお ります。

廃棄物発電がなにゆえ新エネルギーか と申

します と,一 つはいま焼却施設か ら利用 され

ずに捨てられている熱エネルギーの有効利用

ですか ら,そ の分,化 石燃料の消費節減,つ

まりCO2の 排出削減 につなが り,地 球温暖化

問題への対応に寄与するか らです。 また,ご

みは国内か ら生ず る資源であ り,無 駄な く活

用すれば,エ ネルギー ・セキュ リティにプラ

スすることからも新エネルギー といえます。

新エネルギーには,ほ かにも太陽光発電,

風力発電などがありますが,い ままでの実績,

今後の普及 ・拡大の確実性 を考 えます と,私

自身は,新 エネルギーのなかで,廃 棄物発電

が最 も有望 とみています。

第21巻 第4号(1998)

細 川 政 弘 氏

(資源エネルギー庁 公益事業部電力技術課 開発振興室長 〉

わが国の廃棄物発電量は,現 在,一 般廃棄

物,産 業廃棄物を合わせて約80万kWあ りま

す。 しか し,そ の開発ポテンシャルは,資 源

エネルギー庁の試算によります と,一 般廃棄

物で300万kW,産 業廃棄物で1,200万kW,合

計1,500万kWと 出されています。

この数字は,現 在,合 計約2,000万kWで あ

るわが国の石炭火力の実に4分 の3に 相当す

る量 であ り,そ こに廃棄物発電が新エネル

ギーの一つ として大 きな期待が寄せ られ,政

策的に も重視 されるゆえんがあ ります。

廃棄物処理 ・発電の歴史

3

伝染病予防のごみ焼却から

公害防止の産業廃棄物処理を経て

循環型社会構築の時代へ

司会 続いて,廃 棄物処理に関する今 日まで

の経緯や狙いについてお話を伺いたいと思い

ます。

平岡 日本の廃棄物処理の歴史的背景を簡単



にお話 します と,戦後の廃棄物処理の行政は,

3つ の段階に分け られます。

第1期 には,昭 和29年 に 「清掃法」の制定

があ り,都 市ごみは市町村の責任 による処

理 ・処分が決め られ,近 代的なシステムづ く

りが発足しました。厚生省による 「廃棄物処

理施設整備計画」の第1次5ヵ 年計画が始

まったのが昭和38年 で,い まは第8次 の3年

目にな ります。

その第1次5ヵ 年計画の とき,公 衆衛生の

見地から,都 市 ごみは原則として焼却,残 渣

の埋め立て処分が決ま りました。

といいますのは,病 原細菌は70℃ 以上に加

熱 します とみな死滅 しますので,公 衆衛生的

に伝染病予防の見地か ら焼却 したのです。当

時は,都 市ごみ ・し尿 とい うのは,放 置 しま

す と腐敗 して伝染病の原因になりました。

その頃の焼却炉 は,大 都市では24時 間連続

運転の全連続炉で したが,中 小都市では準連

続炉 という16時間稼働の焼却炉,小 さな市町

村 ではバッチ炉 とい う8時 間運転の炉 で し

て,各 自治体の実情に合 った焼却炉が建設さ

れました。

第2期 の昭和45年 には,「 公害国会」といわ

れた当時の国会 で公害に関す る14法案が一気

に可決されてお ります。その とき,清 掃法が

改正 され,現 在の 「廃棄物の処理及び清掃に

関する法律」,略 称 「廃棄物処理法」に変わ り

ました。 また,「廃棄物」という言葉が初めて

法律に入って,廃 棄物処理は,一 般廃棄物は

従来の清掃法の流れを汲んで市町村の責任,

産業廃棄物は事業者の責任 とな りました。

この法律は,平 成9年6月,産 業廃棄物の

不法投棄防止を織 り込んだ改正がなされてい

ます。

また,こ れに先立ち,平 成3年 に 「リサイ

クル法」がつ くられ,事 業者,消 費者,国 ・

自治体がそれぞれの立場で資源の再生利用 を

促進するように定め られました。 さらに,平

成9年4月 には,「容器包装 リサイクル法」が

施行になり,消 費者に分別排出,市 町村に容

器類の分別収集,メ ーカーに再商品化を義務

付けました。平成3年 頃か ら現在 までを廃棄

物処理の第3期,循 環型社会構築の時代 とみ

ています。

廃棄物発電の草分け

昭和40年竣工の大阪市西淀工場

平岡 続いて廃棄物発電の歴史に移 ります

と,紙 は繊維状物質で発熱量は4,600kcal/

kg,プ ラスチックは6,000か ら1万kcal/kg

ぐらいあ ります。また,ご みが 自燃するのは,

1,200か ら1,300kca1/kgで して,外 部か ら熱

量の供給な しに燃焼 します。

焼却面から見てごみ質が急上昇 したのは,

日本経済の成長著 しかった昭和42年 頃か ら

で,国 民生活の向上に伴い紙やプラスチ ック

の使用量が増え,都 市ごみはヨーロッパ並み

のごみ質 となりました。

日本での廃棄物発電所建設の草分けは,昭

和37年 に着工,40年6月 に竣工 した大阪市の

西淀工場で,国 産の焼却炉が8億 円程度だっ

た当時,一 気に22億 円かけてスイスのデロル

社のス トーカ炉 を導入 しました。

1日200ト ンの焼 却炉が2基,発 電 出力

2,700kWの ター ビン2基 の設備 で,ヨ ーロッ

パにはすでにあったのですが,こ れが 日本の

廃棄物発電の歴史の始まりなのです。
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焼却炉におけるダイオキシン問題 な ど

廃 プラスチックなどの

焼却過程で発生 するダイオキシン

司会 最近特に話題になっていますダイオキ

シン問題についてお話願 います。

平岡 日本では,先 ほどお話 しましたような

経緯があって,廃 棄物処理施設の建設は急速

に進み,現 在,施 設数で約1,900,ご みの焼却

率は約75%に 達 しています。

ところがごみのなかには,廃 プラスチック

な どの量が昭和42年 頃の2%か ら現在の7

～8%ま で増え,発 熱量が上った反面,焼 却

に伴 う有害物質が発生 して きました。その最

初が塩化水素,つ いで乾電池からの水銀 さ

らにNOxな どがあ りますが,そ の最たるもの

がダイオキシンなのです。

ダイオキシンが最初に問題にな りましたの

はヨーロッパで,1977年,都 市ごみ焼却炉の

飛灰か らダイオキシンが出たとい う報告があ

りました。 日本では,6年 後れて1983年 の11

月,愛 媛大学の立川涼教授 らのグループが,

松山市の焼却炉の飛灰残渣からダイオキシン

類が発見 されたと発表してお ります。

ダイオキシンは,非 意図的汚染物質 といわ

れるように,ご みの中にあるわけではな く,

塩素を含む物質の焼却過程で生成されるもの

なのです。

ダイオキシンの生成は,酸 素不足で燃焼温

度が300℃ か ら500℃ の低 い状 態 になった と

き,飛 灰中にある重金属が触媒になって,炭

酸ガス中の炭化水素 と塩化水素が反応 して リ

ング状のダイオキシンがで きるとい うのが現

在の定説で,わ れわれは 「デノボ合成(De

Novo)」 と呼んでお ります。

問題化 した当時,厚 生省は緊急実態調査を

行い,発 生メカニズムと対策について5ヵ 年

にわたる研究 をや りました。その とき,私 は,

委員長 を依頼 されたのが切 っ掛けで,以 後今

日まで,ダ イオキシンに関っている次第です。

ダイオキシン対策とは矛盾せず

両立可能な廃棄物発電

平岡 ダイオキシン生成の抑制には,2つ の

策があ ります。 まずはごみを完全燃焼させ る

ことで,燃 焼過程で局部的未燃分が多量に発

生する300℃ から500℃ という温度域での滞留

時間をできるだけ短か くし,高 温にして完全

燃焼させ ます。炉 を冷さないための連続運転

も必要です。第2が,集 塵機などによる排ガ

ス処理の強化にな ります。

特に燃焼室の燃焼管理で重要なのは,3T

といわれている温度(Temperature),滞 留時

間(Time)お よび混合(Turbulence)の 制御

です。 これは,1990年 に作成 した第1次 ガイ

ドラインに反映されています。

この ダイオキシン対策 と燃焼制御 の技術

は,両 方 ともごみ発電の燃焼技術の改善 と一

体関係にあるわけです。

そこの ところに,マ スコミに も誤解がある

ようです。確かに焼却がなければ出ませんが,

ごみの焼却が イコールでダイオキシンの発生

ではないのです。ごみの焼却処理は,も とも

と衛生 ・公害対策か ら導入したのであって,

何 もエネルギー対策のために始めたわけでは

ないのです。

日本が これだけ豊かになりますと,都 市 ご

みの発熱 量 は3,000kcal/kgに 近づ い てお
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ほ しい と思 っ て い ます 。

「

調
、

、

平 岡 正 勝 氏

懸 華響 鰍 讐 薩 ンター長)
り,先 ほど細川室長か らお話があ りましたよ

うに,膨 大な潜在的エネルギー資源になって

います。ですから,こ れを有効利用する廃棄

物発電が,ご みの焼却時に発生す るダイオキ

シンの低減 と矛盾せず可能であることを理解

いただ くのが大切,と 考 えています。

推奨され る

ごみ収集の広域化,焼 却炉の連続運転

司会 ダイオキシン対策 として平成9年12月

1日 から廃棄物処理法施行令,大 気汚染防止

法施行令改正による法規制が始 まりました。

その背景について補足 をお願いします。

平岡 その点では,第1次 の旧ガイ ドライン

が1990年 の施行,第2次 の新ガイ ドラインが

平成9年1月 成立,そ れから今回の法令が平

成9年12月 からの施行ですね。 これらのベー

スにある厚生省の考え方は,ご み収集の広域

化 を進め,焼 却炉の間欠運転をやめて,ダ イ

オキシン対策の一つである全連続運転へ可能

な限 り移行す るよう推奨 したことです。

全連続運転は発電面からも非常によく,ご

みの収集 ・焼却 ・発電 をうまくマッチさせて

新基準値のク リアに取 り組む全国自治体

司会 つ ぎに,廃 棄物発電施設 を運営されて

の,現 場でのダイオキシン問題の悩み といい

ますか,取 り組みについて紹介願います。

永島 平岡先生か ら西淀工場の紹介がありま

したが,私 どももその4年 後の昭和44年 に石

神井工場(現 在:練 馬)と 世田谷工場で本格

的な発電に入 りました。今年,新 江東工場で

5万kWの 国内最大機ができます と,東 京都

23区 内の清掃工場の発電出力は合計20万kW

を超えることになります。

ダイオキシンについては,い ま平岡先生が

話され ました とお り,ご み焼却工場周辺地域

の住民から不安 を訴えられ,社 会問題化 して

お ります。

ごみ処理の団体に「余熱利用連絡協」,正 式

には 「ごみ焼却余熱有効利用促進市町村等連

絡協議会」というのがあ り,構 成は約100団 体

で,全 国北か ら南 までの都市が加入 していま

す。そこでのダイオキシン対処状況,特 に緊

急対処についての調査結果 を紹介 します。

全国の焼却施設総数は1,854施 設,そ のうち

1,150施 設について報告があり,新聞紙上には

昨年4月 に載 りました。そのなかで,排 煙中

のダイオキシン濃度が基準値の80ナ ノ(10億

分の1)を 超えた施設が72カ 所,0.1ナ ノ以下

の施設が32カ 所 と報道されてお ります。

その後5月 に開催 された定期協議会のパネ

ルディスカッションの中では,80ナ ノをクリ

ア して安堵 している自治体や,環 境に関心の

高い地域では0.1ナ ノにまで下げ るべ きであ

ると要求 されて るところがあ り,実 態は地域

により様々です。
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東京都は,廃 棄物処理法施行令および大気

汚染防止法施行令の発効に対する恒久対策 と

して,平 成9年9月 に,建 て替えも含めて,

施設整備計画の素案 を作成 しました。各自治

体 も,現 在,計 画の作成あるいは検討に鋭意

努力されてお ります。

そこでの共通の課題 は,財 政上の問題 と,

5年 以内に建て替えあるいは新設等 を実施 し

なければならないとい う期限の問題です。ま

た,そ の実施工期が長年月かか ります と,ご

み量が逼迫 しているところはごみ処理に支障

を来たしますので,計 画立案に頭を痛めてい

るとい う報告がありました。

最終処分場の延命化,残 渣の適正処理 も

ごみ焼却 における今後の課題

永島 ごみを焼却 します と,灰 や残渣が発生

します。

灰には,焼 却炉の底部か ら排 出される焼却

灰 と後端の集塵機か ら排出される飛灰の2種

類があります。それぞれ適正に処理がなされ,

最終的には埋め立て処分場に処分されます。

特に飛灰は溶融 とかセメン ト固化 など,法 に

定め られた処理をしています。

最終処分場のスペースの不足が,現 在,大

きな問題になっています。平成5年 度の調査

に よります と,最 終処分場 は全 国で2,321カ

所,総 面積が5,100ヘ クタール,総 容量は4億

3,700万m3,残 余容量が1億4,900万m・ です。

残余スペースも年々減少 してお り,特に山間,

平地等における処分場が非常 に制約 を受けて

逼迫 した状態になってお ります。

最終処分場の延命化 とともに,残 渣の適正

処理が今後の課題になります。その処理方法

は,地 下汚染,土 壌汚染,環 境汚染を引 き起

第21巻 第4号(1998)
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こさないことであ り,さ らに焼却残渣にはダ

イオキシンを含みますので,溶 融等によりダ

イオキシンを確実に分解す ることが必要 で

す。

そのほか,残 渣の有効利用には,建 設資材

や金属 回収等の リサイクル推進 も求められて

います。

後ほど話題になると思いますが,最 終処分

場の延命化,ダ イオキシン対策,焼 却残渣の

有効利用の推進など,今 後の解決すべ き課題

に大 きく寄与すると思われるガス化溶融技術

に,強 い期待 を寄せてお ります。

廃棄物発電技術の現状 と問題点

7

廃棄物発電が低効率の理由

小ロットのごみ処理 と売電発想の薄 さ

司会 わが国の廃棄物処理は,焼 却率が73%

と世界の中でも高 く,焼 却に回されるごみ量

も世界で1,2位 ですが,廃 棄物発電の総発

電量は米国の2割,ド イツの半分 ぐらいしか



あ りません。発生 したごみの量に比べ て発電

量が少ない,す なわち発電効率が低 いことが

指摘 されています。この点については,い か

がでしょうか。

細川 いまお話がありましたとお り,発 電効

率の問題に関しては,日 本は残念なが ら発展

途上国の段階と見ています。

廃棄物発電の平均効率は,ア メリカは22%,

ドイツは18%と いう報告 もありますが,わ が

国では,10%未 満のものが8割 ぐらい。最高

効率の ものでも20%を 少々超える程度で,欧

米諸国に比べて大 きな開 きがあるわけです。

その理由について,か つてよく言われたの

がアメリカ,ド イツと日本 とのごみ質の差で

す。 しか し,現 在では もうごみ質の差はかな

り小さくなってお ります。むしろ歴史的,社

会的な背景によるかと思います。

一般廃棄物の処理は
,わ が国の社会制度 と

して,市 町村単位で行 うのが原則でした。そ

うい う体制の下でごみ焼却場が造 られ,さ ら

にその中に少 しずつ発電施設が設け られて き

たわけですが,基 本的には小規模 なロッ トに

よる処理がいままでの流れのべ一スにあ り,

廃棄物発電のマイン ドが必ずしも昔からあっ

たわけではありません。

仮に発電して も,自 家消費を賄えば十分 と

い う考え方が支配的で して,高 い効率で発電

して売電事業を展開してい くという発想が希

薄な環境にあったのが,い ちばん大 きな理由

と考えてお ります。

したがって,通 産省では,発 電効率の向上

が技術開発のなかの最大のターゲ ットと考 え

ています。現状10%そ こそこの効率を,何 と

か30%ま で高めようということで,新 しい燃

焼炉やスーパー ヒー タ(後 掲の図4参 照)の

開発を含めた実証試験用施設を平成9年10月

に完成 し,試 験運転 を開始 してお ります。

廃棄物発電の伸展は

高温蒸気使用による高効率化から

平岡 少々補足いた します と,発 電効率が低

いのは,歴 史的に見て,焼 却炉はもともと発

電 目的に設けられたのではないことです。

また,ご みに含 まれ るプラスチック量が急

増 し,燃 焼時にスーパー ヒータを腐食させる

塩化水素濃度は500か ら800ppmに な りま し

た。焼却炉は,も ともとごみの適正処理が 目

的 ですの で,効 率 向上 を追求 してスーパー

ヒー タが腐蝕 しやすい蒸気温度 まで上げるま

でもないわけです。

私 も委貝でした厚生省の熱利用の委員会で

10年 も前か ら議論 してきましたが,当 時は,

安全面か ら蒸気温度は270℃ が上限でした。

ところが,先 きほどの西淀工場は,最 初か

ら一気 にヨーロッパ並みの350℃ に上げ まし

た。効率 は14%ぐ らい出 ま したが,ス ーパー

ヒー タが しばしば破損 し,取 り替えを要 しま

した。

ですか ら,塩化水素が800ppmぐ らいあって

も270℃ です と一応問題なく,それ以上は問題

あ りということで,廃 棄物発電のスーパー

ヒー タの温度 をそこに決めたのです。そうし

ます と,効率は10%程 度に とどまるわけです。

しかし,近 年は,技 術革新 もあり材質も改

良 されて,300℃ を超える工場が現れました。

埼玉の東部清掃組合 と帯広市清掃工場の施設

です。現在,ス ーパー ヒー タの温度がいちば

ん高いのは400℃ ぐらいまできてお り,いま細

川室長がおっしゃった,国 が方針 とする効率

30%の 目標は,い い数字 と思います。
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このようなわけで,日 本の場合,ご みの適

正処理 と発電効率向上の両方 を満足させなけ

ればなりません。 ヨーロッパのごみは,生 活

のあ り方の違 いがあ り,日 本に比べます と塩

ビの割合が低 いのです。したがって,ス ーパー

ヒータは最初から400℃ から450℃ ぐらいある

のです。

ですか ら,廃 棄物発電の技術開発では,都

市エネルギー として,ダ イオキシン抑制 とあ

わせ高効率 を目指すのが,い ちばんのポイン

トになります。

永 島 ごみ焼却か ら発電になかなか進 まな

かったもう一つの理由は,電 気事業法の規制

により,以 前は発電 した電力が自家消費に限

られていたこともあ りますね。

司会 結果的には,発 電をより伸ばす,高 効

率化するという意欲 といいますか,イ ンセン

ティブが働かなかったのでしょうか。

効率30%を 目指す

ス トーカ方式のパイロッ トプラン ト

司 会 と こ ろ で,先 ほ ど細 川 室 長 もち ょ っ と

触れ られましたが,新 エネルギー ・産業技術

総合開発機構(NEDO)で は,通 産省の補

助 を受け 「高効率廃棄物発電技術開発」とい

うプロジェクトをやってみえますが,そ の模

様 を紹介いただけますか。

新井 廃棄物発電の効率に最 も関係ある蒸気

温度からお話 します。図1が その推移 を示す

もので,平成2年 頃までは最高でも300℃ であ

りました。図中の蒸気温度が低 い範囲では,

発電効率 は高いところで15%,大 半はそれを

下回っていたと思います。それを一気に30%

まで上げるのを開発 目標 としてお ります。発

電効率30%と いうことは,投 入 したごみ,エ

ネルギーの3割 が電力化す ることで,同 じご

み量で比べると従来の2～3倍 の電力が出て

くることにな り,資 源の回収面で非常に大き

な意味があります。

開発 中の燃焼炉には2方 式があります。一

つが移動する火格子(ス トーカ)の 上にごみ

を供給 し,火 格子に下か ら空気を吹込みなが

ら燃焼 させるス トーカ方式です(図2)。

もう一つが流動する600℃ ～800℃ の流動材

500

450

400

蒸

薯350震

§3・ ・

250

200

150

500℃

◎
NEDO

400℃ 一一

帯広市ほか13町
複合事務組合
●

●

380℃

Y 埼玉県東部清掃組合
40

ア w「x
X X

xx兼 x)く
x妓

智

××xx× 欝 騨 壕鴨撚 一腿 ・
X×

X
x 翠 曽 一熟 奏

XX

×

4験 …す ㍍ ぬ 層 涛

x

43× ×
X

1 111 1 1 1 IlIl【

46 485052 54 56 58 6062元23 478 910年 度

図1発 電設備の蒸気温度の推移
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とごみをむ らな く接触させ ることにより燃焼

させ る流動床方式です(図3)。

神奈川県の津久井郡で建設中のパ イロット

プラン トは,図4に 示すス トーカ方式の燃焼

炉です。 このプ ラン トでス トーカ炉 を選んだ

理由は,ご みを何 らの処理 もせずに燃やせる

ことで,い ままで地方 自治体での採用実績が

最 も多い炉だか らです。ボイラで発生 させた

蒸気 をさらに高温の過熱蒸気にす るための

スーパー ヒータを取 り替えれば,高 い効率が

容易に得 られることで,波 及効果が大 きいと

見込まれたことによります。

一方,流動床炉は,ス トーカほ ど実績はあり

ませんが,ご みの種類によっては非常に有効

な燃焼方式 であ り,ごみ固形化燃料(RDF)

にも今後使用され る見込みですので,新 型式

のものの基礎的な試験を実施 してお ります。

流動床炉による発電システムは,図5の と

お りです。燃焼室で800℃ ぐらいにした流動材

を循環させて,そ の中にごみを入れるともう

瞬間的に燃えます。燃焼室 を上昇す る時間を

4秒 ぐらい とっているので,ダ イオキシンは

この過程で分解されて しまいます。

燃焼の際,塩 素分はガス中に存在 し,一 方

加熱 された流動材で熱交換 され るスーパー

ヒータの材料は塩素ガスによる腐食 を受けな

いメリットがあるのが流動床炉です。

話を戻 しまして,津 久井郡に建設中のパイ

ロッ トプラン トは,ご み処理量が50ト ン/日 ,

24時 間の全連続炉になっています。

蒸気条件は,ス ーパーヒータに技術開発の

成果 を入れた耐腐食性材料 を採用 し,こ の種

のプラン トの条件 としては500℃,100気 圧 と

いう最高水準のものになっています。

50ト ン/日 程度の小規模プラン トです と,

放散す る熱量 も多 く,目 標効率の30%は 出ま

せんが,1,000ト ン/日 程度の規模になります

と,30%以 上の発電効率が見込めます。

開発スケジュールは,プ ラン トの火入れ式

を平成9年10月22日 に終 え,調 整運転のあと

実証試験に入る予定でして,期 間は平成11年

度 までを考 えてお ります。

効率35%を 狙 うRDF発 電の実証試験

司 会 も う一 つ の 高 効 率 化 プ ロ ジェ ク トに,

ごみ

図2焼 却 炉 の基本構 造(そ の1ス トー カ炉)

↑

フリーボー ド

燃焼室

瞬嚇 流動媒体

循環装置

./

図3焼 却 炉 の基本 構造(そ の2流 動 床炉)
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電源開発が通産省の補助 を受け,九 州の若松

総合事務所で行 っているRDF研 究開発があ

ります。その模様 も簡単に紹介いただ きたい

と思います。

細川RDFは,比 較的小規模なごみ収集 を

広域化 し,集 めたごみ を固形化 して輸送 ・貯

蔵 に容易 な形状にすることにより,遠 隔地で

あっても,規 模の大きい発電設備 を備 えた焼

却プラントでの処理 を目指 して始まったもの

です(図6)。

RDF利 用のニーズは社会的に高 まってお

り,環 境が整えられつつあ りますが,残 念な

がら,RDF発 電は事業 とまでは行っておら

ず,そ の直前の段階というところです。

一
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図屡週

蒸気式ガス

再加熱器

脱硝

反応塔

鑛 煙.
ごみピット 灰ピット

図4高 効 率 廃 棄 物 発 電 プ ロ ジ ェ ク トの パ イ ロ ッ ト ・プ ラ ン ト ・シ ス テ ム(ス トー カ炉)
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図5高 効 率廃 棄物 発 電 シス テム(外 部循 環 型流 動床 炉)
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RDF利 用の研究開発は,高 効率達成が重

要な目標でして,若 松にRDF燃 焼炉のパイ

ロット・プラン トを建設し終え,い ま試験運

転に入ったところです(図7)。

目標効率 は5ポ イン トほど高 く35%で す。

いろいろな形のごみや,RDFに 応 じた特徴

ある技術開発が必要になってきています。

司会 効率 向上には蒸気条件 を上げる従来型

の高効率化,今 日は話が出ていませんが,ガ

スター ビンとの組み合わせによるスーパーご

み発電,あ るいは,小 規模廃棄物処理施設の

集約化 を狙 うRDF発 電 と,そ れぞれの技術

開発が並行 して進められていますが,実 用機

がまだ動いてないRDF発 電実証プラン トの

成果が待たれますね。

平岡 私は若松の実証試験の評価委員会で委

員長をや ってお り,特 に期待 しています。

RDF発 電は,ダ イオキシン対象のガイ ド

ラインにおいてごみ集収の広域化手段 として

推奨されてお り,最 初の実用化の検討は,N
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出所:21世 紀に向けた発電技術懇談会 ・廃棄物発電部会報告 書

図6RDF利 用 発電広 域事 業 の構 造 図
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EDOの 委託 を受け,三 重県企業庁が行 って

いるRDF発 電プロジェク トです。私はこれ

も委員長 として2年 間フィー ジビリティスタ

ディをや りました。

RDFの 製造は,予 め金属分 を分離 し,ご

みの腐敗 を防 ぐため石灰を練 り込み,可 燃分

だけ を固形化 します。発熱量 は5,000kcal/

kgぐ らいで,非 常に安定 した燃焼をします。

金属分が除去されていますので,焼 却灰 中の

重金属が通常燃焼よ りは少な く,三 重県のプ

ロジェクトで驚いたのはダイオキシンが非常

に少なかったことです。

RDF発 電は,小 さな自治体のごみを集め

てやるだけでなく,東京都のような大都市で,

900ト ン,1,000ト ンのごみ をRDF化 し流動

床高効率発電に結び付けます と,若 松のプロ

ジェク トが35%の 効率 ですから,よ り高効率

の プ ロセ ス が で き る と思 い ます が。

廃棄物発電の普及 ・促進策

望まれる補助政策の拡大

司会 廃棄物発電の普及 ・促進について政策

制度,体 制面等で現在抱 える問題,そ の対応

策についてお話願いたいのですが。

平岡 先ず第一の問題は,発 電設備 を設けて

発電 して も,こ れまで厚生省の補助金は自家

消費分 しか対象にならず,余 剰電力の売電部

分は補助が出なかったことです。

売電するため,発 電効率 を30～35%へ 上げ

て出力を増そうとしますと,相 応の発電設備

の追設が必要ですか ら,自 家発以上の発電に

燃焼排 ガス
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対する何 らかの補助制度がないと進 まないこ

とにな り,通 産省の対応が期待 されてたわけ

です。現状です と,資 金 を要す る大容量の発

電設備の設置は,東 京都などの大都市の場合

はできるでしょうが,小 都市ではなかなか困

難 と思います。

第2点 は,補 助金制度の拡大が困難であっ

ても,電 力会社 による電力買入れ価格の値上

げを考慮 してもらいたいですね。

司会 売電に関 しては,い まは通産省から補

助が出ることになったわけですね。つ ぎに,

自治体の実情を説明いただけますか。

永島 自家消費分に対 しては厚生省の補助金

だけで,今 までは通産省の補助金は受けてい

ません。今後受けてい く必要がありますが,

設備の出力が5,000kW未 満で10%,5,000kW

以上で5%と 金額が少ないのが現状です。た

だ,額 が少 なくても,自 治体はその制度を積

極的に活用すべ きだと思います。その他 自治

省には,広 い意味で起債関係の優遇策の検討

をお願いする動 きが進んでいるようです。

いま平岡先生が言われ ましたように,今 後,

通産省からのなお一層のバ ックアップがほし

い ところです。

司会NEDOの 補助について紹介いただけ

ますか。

新井NEDOは,廃 棄物発電の普及 ・促進

関係に 「新エネルギー導入促進部」 とい う部

があり,新 エネルギー関係でできた技術開発

を地方 自治体 の方々に採用 して もらうため,

普及 ・導入の支援策をやっています。そのな

かに,現 在,「環境調和型エネルギー コミュニ

ティ形成促進事業」略称 「エネ コミ」という

事業 の一環 として,高 効率廃棄物発電 の導

入・促進のための補助事業 を行ってお ります。

これは,事 業化の調査 と発電施設設置の補

助でして,こ れまで平成8年 度に,先 ほど話

のありました,三 重県企業庁のRDF発 電設

備の設置補助を行 ってお ります。

また,群 馬県高浜発電所のスーパー ごみ発

電 も共同研究 として支援 してお り,事 業化調

査では,平 成5年 から8年 度の間に24件 の補

助 を行 っております。

このような支援策によ り,廃 棄物発電施設

の導入 ・促進が一層なされるよう願 ってお り

ます。

売電事業の収支向上を目指 して

司会 廃棄物発電は,広 域化が必要 であり,

大都市が適 しているとのお話 もあ りました。

東京都 で実際に廃棄物発電施設 を建設,運 転

されていく上で,資 金面などいろいろ苦労 さ

れていると思いますが,そ の辺についてお聞

かせ願 えませんか。

永島 財政上の問題は,大 きな問題の一つで

す。発電設備 を備えた清掃工場の建設には数

百億円かか り,ま た建設後の維持管理にも多

額の経費がかか ります。財政事情が逼迫 して

いる今 日,発 電による売電収入 を少 しでも増

や し,経 費節減に努力してお ります。

高効率化には,当 然なが ら技術開発が必要

です。現在,東 京都は,蒸 気温度450℃ で効率

25%を 目指 し,足 立清掃工場で実験をしてお

ります。ボイラ材料 も経済性があ りかつ長寿

命 なものの開発を行っています。

一方では,売 電電力を増加させ るため,所

内使用電力を平準化 し抑制するとともに,電

力会社 の要求に沿った安定 した電力供給がで

きるよう努力してお ります。

これらの結果,売 電収入 も,平 成7年 度の
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18億5,000万 円 が,平 成8年 度 に は23億3,000

万 円 に伸 び て お ります 。

名答 を見出したい電気料金値下げと

新エネ売電優遇のジレンマ

司会 廃棄物発電の推進には,政 策上の助成,

優遇策が重要 と思います。先ほ ども話に出ま

したが,通 産省 としての今後の方向について

ご紹介願いたいのですが。

細川 先ほど出ました技術開発や,建 設費の

補助金5%,10%の 話のほかに も,幾 つかソ

フ ト的な施策 もあ ります。

今後の方向については,新 エネ開発は,C

OP3で 決 った温室効果ガス排出削減 目標の

達成のためにも国 としての大 きな役 割 を持

ち,国 際的な義務 として推進 してい く必要が

あ ります。そのような環境対策面か らも,あ

るいはエネルギー ・セキュ リティの観点か ら

も,廃 棄物発電に対する国の支援は,こ れま

で以上に一層拡充 していきたい と,私 自身は

思 ってお ります。 しか し,国 の財政 も,東 京

都同様 に大変厳 しい事情にあ りますが,そ う

いったなかで も,支 援拡充の方向でできうる

限 り頑張っていきたい と考えています。

先ほ ど,電 力会社の買い取 り価格が廃棄物

発電の普及 ・拡大に非常に重要だ というお話

がありました。 しかし,い ま電力料金 を巡 る

環境は,国 際水準に近づけるべ く値下げが発

表された折で もあ り,廃 棄物発電 を含め,コ

ス ト高 といわれ る新エネ発電の取 り扱いが議

論されているところです。

新エネ推進の観点からは電力会社の積極的

な対応も望 まれますが,同 時に,電 気料金の国

際水準化 という命題があ り,廃棄物発電に対す

るこのジレンマのなかで,な んとか名答を出し

た い もの と,知 恵 を絞 って い る とこ ろで す。

体力を備えるまでは

助成が望まれる廃棄物発電

司会 新エネルギーからの発電電力について

は,電 力会社 に買い取 り義務 を課すことを検

討中 との新聞記事 を見たことがあります。電

力会社 の立場か らは非常に難 しい課題 です

が,国 家的に考えます と,新 エネルギー展開

の観点か らは強い追い風 と思いますが。

細川 そうですね。いろいろの方策が議論 さ

れているのは事実でして,そ のなかか らベス

トを選 出しなければな りません。

もう一つの視点は,廃 棄物処分は,基 本的

には公共公益の問題ですが,発 電して売電す

るのは,い わば一つの事業であ ります。採算

性ある事業 として普及 させてい くには,中 長

期的に見れば,マ ーケッ ト・メカニズムのな

かでビジネスとして成立つまでの体力に育て

上げてい くという,将 来方向を見据 えた大 き

な議論が必要です。 どこかの支援だ とか,下

駄 を履いて買 って くれとか,こ れは過渡期に

はもちろん必要か もしれませんが。

ごみ処分 とい う公益的問題 と発電事業 とい

うビジネスの問題,こ の二つを整理 して考え

てい くことが将来的には重要 と,個 人的には

思います。

司会 以前私が調査に行 きましたアメリカ,

イギリスの政策制度では,特 にイギリスです

が,細 川室長のお考 えに近いと思います。廃

棄物発電の助成に売電単価の補助 を行ってい

ますが,2000年 には補助をやめ,事 業 として

自立できるよう誘導 しています。

それ までの期間は,電 力会社が一般の卸売

り電力 より高 く買い取る仕組みですが,そ の
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動床は入っていましたが,新 日鉄の溶融炉は

構造 指針に含まれず,適 用外でした。構造指

針に該当しないものが補助金 を受けるために

は,20ト ン/日 のプラン トを建てて実用可能

とい うデー タの提 出が求め られていたので

す。

新 日鉄の溶融炉以外にもいろいろのものが

考案 され,構 造指針外の認定を目指 した試験

が行 なわれましたが,そ のなかでい ま生 き

残っているのは新 日鉄の溶融炉だけです。 こ

れは,茨城市のガス化溶融型焼却炉150ト ン/

日の3基 で,新 日鉄は15年 に及ぶ委託運転に

よ りノウハウの蓄積があ り,ダ イオキシン対

策 を十分に取 り入れた新 しい型を,今 回再び

茨城につ くったわけです。

新 日鉄の溶融炉は,た だ溶か して しまいま

すから,シ ーメンス社のように,ガ スを熱分

解 したあとマテ リアル ・リサイクルはしてい

ません。溶融の ところで鉄分 とアル ミが分離

できますか ら,限 界はあるが一種のマテリア

ル ・リサイクルはなされています。

ガス化溶融 といいましても,シ ー メンス社

の ように外熱 ロータリキルンで熱分解する方

法,流 動床でガス化溶融する方法,新 日鉄方

式のように一気にガス化溶融 してスラグのと

ころで金属 を分離す る方法など,い ろいろな

方法があります。それぞれが競争する結果,

いい技術開発が生 まれるものと期待 していま

す。

ですけど,や は り新 しい技術,ダ イオキシ

ン対策,エ ネルギー回収,マ テ リアル ・リサ

イクルもできるこのガス化溶融技術には,通

産省,NEDOの 支i援がほしいですね。地方

自治体ではなかなか独 自の リスクを負った技

術開発はできませんか ら。

先ほどのイギ リスの例にもありましたが,

日本 も第2次 大戦後の経済復興期には,最 初

は国の支援があり,民 間べ一スに乗ったら手

を退 きました。例 えば,四 日市の日本合成 ゴ

ムのケー スも,日本航空のケースもそうです。

ですから,環 境産業 も立ち上がって,あ る

程度体力がつ くところまでは国の支援があっ

分 解 炉 溶 融 炉

ごみ

分解 ガス(含 タール)

廃熱ボイラ

(含SH)
排ガス

処理装置

一
間接加熱

煙突へ

系外へ

図8廃 棄物ガス化溶融方式の一例
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て もい い の で は な い で し ょ うか 。 私 は,イ ギ

リス の や り方 は 賢 明 だ と思 い ます ね 。

ま と め

次世代技術,ガ ス化溶融技術の

これからの進め方,広 め方

司会 今後の次世代,あ るいはガス化溶融技

術の進め方に関して,最 後にな りましたがご

意見があ りましたらお願いします。

細川 次世代技術 について,い ま平岡先生

から,ガ ス化溶融とともにRDFも 大変期待

で きるという話 を伺い,実 は大変 うれ し く

思っているところです。(笑 い)

先ほど来の売電ビジネスの話に関連 して一

点だけ申します と,実 は電気事業法が改正さ

れて新電気事業法になり,特 定供給,自 己託

送 という新 しい道が開かれました。 これを簡

単にいいます と,自 己発電した者が,売 電で

はなく電力会社の送電線 を借用 して,特 定の

需要家に電気を販売 した り,自 己の他工場な

どに送電できるように した法改正です。

これは,廃 棄物発電事業へのこれからの参

入者に開かれた,新 しい大 きな道でして,ぜ

ひご利用いただければ と思ってお ります。

本題に戻 って,こ のガス化溶融の技術開発

は,こ れか ら調査研究 を進めてい くものであ

り,こ れに携わる方々には,成 果が適切に一

般社会に受容されるような方向で検討願いた

いと思います。

また,通 産省 としまして も,こ の研究が大

きな成果を挙げて,今 後,社 会に役立つ よう

努力 していきたい と思っています。

司会 住民説明にご苦労の多い自治体に とっ

て,ガ ス化溶融技術は,廃 棄物発電の普及を

加速する新兵器になりますで しょうか。

永島 従来型の廃棄物発電かちガス化溶融

発電へのス トレー トな話は,住 民の方はす ぐ

には理解ができないように思います。従来の

発電か らガス化溶融発電に移行する過程 を理

解 してもらうのも,今 後の私 どもの務めか と

思います。

一方
,自 治体の責任 としてのごみ処理 と,

廃棄物発電の位置づけを明確に理解 してもら

うことが重要です。熱の有効利用 としての廃

棄物発電が不明瞭ななかでは,な かなか進展

できません。清掃工場は,単 に,ご みを焼却

するだけでなく,そ こでの発電などによる熱

の有効利用が,工 場運転経費の節減をはじめ

として,エ ネルギー確保の問題や地球環境に

貢献 していることが理解されれば,廃 棄物発

電はます ます発展 してい くと思います。

司会 いまの話を聞かれて,通 産省の立場で

更に何かあ りましたらお願いします。

細川 特に補足す ることはあ りませんが,廃

棄物発電 を普及 ・拡大させたい私 どもの立場

からは,も うあの手この手 を使 って発展 させ

たい と思 っています。

司会 きょうは,そ れぞれのお立場か ら,本

当にすばらしいご意見をお聞かせ いただきま

した。「あの手 この手で,い まは普及す ること

が第一の 目標」 とい う細川室長 のお言葉 を

もって,本 日の座談会を締め くくらせていた

だ きたいと思います。

どうもありがとうございました。
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〔特別講演〕

平 成10年 度 予算要求 にお ける

資源 エ ネルギー政策*

高 倉 秀 和(通 商産業省 資源エネルギー庁長官官房総務課 計画需給班長)`
』

予算要求における基本的考え方と背景

本 日は,平 成10年 度の資源エネルギー関係

予算要求の概要について話 させ ていただ きま

す。予算 といいます と,こ れは政府の行政ツ

ールのなかで最 も重要なものの1つ であ り,

かつそれだけの作業 と重みを伴 うものである

ことか ら,予 算 を語 ることが,す なわち,私

ども資源エネルギー庁の政策 その ものの紹介

にほかならない,と 考えてお ります。

まず,今 回の予算要求にあたっての,私 ど

も通産省資源エネルギー庁の基本的な考え方

や背景からお話 します。

行政改革の結論一

産業政策 と切 り離せない

資源エネルギー政策

一昨年10月
,第2次 橋本内閣の発足時から,

総理は 「6大改革」を標榜 され,そ の柱の一

つ として 「行政改革」を挙げられ ました。

昨年9月 に行政効率化の観点か ら現在の中

央省庁 を1府12省 庁に再編するという 「中間

報告」が出され,そ の基本 ラインを踏襲 した

「最終報告」が昨年11月 に取 りまとめられま

した。

「行政改革」の理念 と目標 を一言でいいま

す と,「肥大化 し,硬 直化 した国家行政組織 を

改革 し,重 要な国家機能 を有効に遂行す るに

ふさわしい,簡 素にして効率的で透明な政府

を実現すること」であ り,さ らに,「 自由かつ

公正 な国際社会の形成 と展開 を目指 して,国

際社会 の一貝 としての主体的役割 を積極的に

果た しうる組織にす るということ」であ りま

す。

「最終報告」では,私 どもの通商産業省は,

「経済産業省」 として生まれ変わることとな

ってお り,そ の任務は 「民間経済の活性化,

対外経済関係の円滑 な発 展を中核 とした経

済 ・産業の発展,原 子力を含むエネルギーの

安定的 ・効率的供給の確保など」 となってお

ります。これは,21世 紀 という新 たな時代 を

見据えた中央省庁の役割を踏 まえ,従 来から

通商産業省が持つ任務 を発展的に見直 したも

のであると考 えられますが,い ずれにして も,

*本 稿は,昨 年9月26日,当 所 の第150回 月例研究会においてなされたご講演 をテープ起 こししたものに,そ の後

のCOP3,行 政改革最終報告,平 成10年 度政府予算案決定 に伴 う修正 を加筆いただいたものです。
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資源エネルギー政策は,産 業政策 と切 り離せ

ない密接な関係があるという考 えが反映され

たもの と理解 してお ります。

予算のべ一スと背景をなす

「財政構造改革」

「6大 改革」の2つ 目の柱が 「財政構造改

革」です。予算に直接関係するのですが,皆

様か らは少 し距離がある話かもしれません。

わが国の財政状況は,現 在,赤 字国債が累積

し,主 要先進国の中で最悪の危機的状況に陥

っていると言われています。例 えば,毎 年,

国債の利子だけで何兆円も予算に計上 しなく

てはならない状況にあり,明 らかに不健全で

あると考 えられてお ります。

そのため,21世 紀に向けてさらに効率的で

信頼できる行政 を確立 し,安 心で豊かな福祉

社会,健 全で活力ある経済の実現 とい う明る

い展望 を切 り開 くためには,経 済構造の改革

を進めつつ財政構造を改革 し,財 政の再建 を

図 ることが喫緊の課題であることから,「財政

構造 改革会議」が発足 しました。 この財政改

革法案が,昨 年9月26日,閣 議決定され,国

会審議 を経て成立 してお ります。

その内容 を一言で申し上げます と,国 の借

金 を早 く返せ る体質 に改め るとい うこ とで

す。具体的には,2003年 までを財政健全化の

集 中改革期間 とし,財 政赤字の対GNP比3

%,赤 字国債発行ゼロとす る改革を実現 しよ

うということです。

この財政構造改革 では,エ ネルギー関係予

算について もいろいろなことが決められまし

た。 これは,エ ネルギー政策を遂行する上で

大変に厳 しく,か つ真剣に受け止め,取 り組

まなければならない内容であります。

まず,第 一に,エ ネルギー対策費を前年度

枠以下に抑える,つ まり,減 額 してい くとい

うことです。これは,私 どもに常 日頃か ら与

えられた 「予算の効率的使用」という命題 を,

今一度,明 確にかつ鋭 く突きつけられたもの

と受け止めてお ります。

次に,石 油税 を主な財源 とする特別会計に

ついては,徴 集 した税金 を一旦一般会計に入

れた後,あ らためて特別会計に繰 り入れてい

ますが,こ れについては,歳 出全般の見直 し

を行 い,繰 入額の圧縮 を行 うことになりまし

た。表現を変 えます と,石 特会計の予算額の

圧縮 を意味しているわけです。

さらに,電 源開発促進税 を財源 とする電源

開発促進対策特別会計は,電 力需要量により

その総額が決まるものであり,歳 出全般の厳

しい見直しとともに,電 源立地対策,電 源多

様化対策の一層の効率化 を行 うとの方針が示

されました。

このように,資 源エネルギー関係の予算は,

基本的に,財 政構造改革の考え方を背景 とし

て,今 後 より一層効率的な使用が求め られて

います。

活性化を目指す

経済構造改革の3テ ーマ

3つ 目の改革は,「経済構造改革」であ りま

す。 これは,産 業界を含む 日本経済全体の活

性化 を主たるテーマ としてお り,そ れは,例

えば,国 際競争力が低下 している日本産業の

空洞化,ま た,国 際金融面では,ニ ュー ヨー

ク,ロ ン ドンと並んで3大 市場 をなしていた

東京金融市場の凋落,と いった昨今の 日本経

済を取 り巻 く状況から判断 して,是 非 とも必

要な改革の1つ です。
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このような状況の中で,各 省一体 となった

議論がなされ,一 昨年12月 には 「経済構造の

変革 と創造のためのプログラム」が,ま た昨

年5月 にはその具体化のための 「行動計画」

が閣議決定されてお ります。

その中には,大 きく分けて3つ のテーマが

あり,そ の1つ が 「新規産業の創出」です。

これは,要 す るに既存産業への依存で国家経

済が今後 とも成 り立っ ことは難 しいのではな

いか との危機感か ら,新 しい産業により日本

経済を活性化 させていこうという発想です。

第2が,「 国際的に魅力ある事業環境の整

備」でして,こ れは,企 業が 自然に 日本 を事

業活動の拠点の1つ として選択するような,

世界的にも遜色ない事業環境の整備 を進める

ことであります。

第3が,「 公的分野の効率化による公的負担

の抑制」です。これは,先 ほどの財政構造改

革の議論 とも関連があ りますが,よ り経済活

力への負担の少ない形での税制改正を目指 し

て検討がなされ,昨 年12月 に一定の結論が出

されています。その結論 とは,わ が国の法人

課税の水準 を国際水準に近づけることを目標

に,平 成10年 度は法人税率を3%引 き下げ,

課税べ一スの適正化 を図ってい くこと等 を中

心 とするものです。

このほか,橋 本内閣の 「6大 改革」には金

融制度,社 会保障制度,教 育の改革があ りま

すが,今 申しました3改 革がエネルギー政策

と深 く関係するものと考 えてお ります。

最重要政策になった地球温暖化問題

エネルギー政策を立案する上で最近非常に

大 きなウェイ トを占めてきていることの1つ

に,地 球温暖化問題への対応があ ります。

温暖化現象は,1980年 代後半から世界の学

者間でこの現象が科学的に認知 されてきて,

地球規模で対応の枠組みが整備 されてきてい

る情況にあ ります。1992年,ブ ラジルの リオ

デジャネイロで開催 された 「地球サ ミット」

において,地 球環境問題全般について国際的

な枠組みが議論され,「気候変動枠組条約」が

採択されました。

この条約は,温 暖化対策の重要性について

は謳われましたが,具 体 的対策や 目標につい

ては,実 は何 ら拘束力のない ものでした。そ

の後,95年4月 の第1回 締約国会議(COP

1)に おいて,第3回 会議 までに温暖化ガス

の排出抑制に何 らかの数量目的を決定するこ

とが各国で合意 されました。

その第3回 締約国会議(COP3)が,昨

年12月,京 都で開催 され,わ が国はホス ト国

として,議 長の役割を務めました。

途上国を含め世界各国,各 地域間の主張に

激 しい対立があ り,連 日連夜の徹夜の交渉 と

なりましたが,最 終的には,目 標期限を2008

年か ら2010年 とした,先 進国における個別の

具体的な温室効果ガスの排出抑制 目標 を定め

る議定書が採択 されました。その中でEU,

米国,日 本は,そ れぞれ90年 比で8%,7%,

6%の 削減率 となってお ります。

このような交渉の終結 を迎えるに至 った1

つの背景 として,わ が国は,昨 年の8月 から

11月 にかけ橋本首相の もとで各省庁一斉にな

り,温 暖化の原因となる二酸化炭素(CO,)

の排出量削減策にっいて議論を重ねた結果,

エネルギー関連 ではCO2排 出が1990年 レベ

ルに安定化 できるという一つの結論 を得てお

りました。これがべ一スとなって,今 後の技

術革新等に期待す る部分や,森 林による吸収,
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CO2以 外の温室効果ガスの寄与,排 出権取引

など,新 たに今 回の議定書に盛 り込 まれた国

際枠組みなどを総合 して6%削 減になってい

るわけです。

CO2排 出量は,エ ネルギーの うち特に化石

燃料の使用量に大 きく左右 されますが,今 回

のわが国の削限 目標のべ一スとなっている対

策は,わ が国に とって最大限とりうるギリギ

リのラインです。 このように,温 暖化防止策

は,資 源エネルギー政策 として極めて重要で

あ り,か つ大きな影響 を与えるものと考 えて

お ります。

伸び続けるエネルギー消費

それではここで,わ が国のエネルギー消費

の実態について簡単にお話 します。

わが国の最終エネルギー消費の実績 と見通

しは図1の とお りです。第1次,第2次 の石

油危機の後,消 費量は一時的に落 ちる時期 も

あ りましたが,そ の後の経済成長に伴い上昇

を続けて きました。最近では,94年 の冷夏で

若干 トレン ドの落ちる年 もありましたが,基

本的には増大傾向にあり,こ のままです と,

将来は大変な消費量になることが予想されま

す。

民生 ・運輸部門とともに

産業部門も可能な限 りの省エネを

次に,こ の伸 びの要因について簡単に分析

いたします。

わが国におけるエネルギー消費原単位の推

移が図2で す。単純にいいます と,一 つのサ

ー ビスなり物 をつ くるに使用す るエネルギー

量で して,大 まかには,省 エネの度合 いの推

移 と考えて差 し支えあ りません。1973年を100

にとります と,製 造業は急速に低下 していま

す。民生の業務部門も,例 えば電気機器の省

エネが進み,最 近はやや上昇傾向が見 られま
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出 所:「 地 球 温 暖化 問題 へ の 国 内対 策 に 関 す る関 係 審議 会 合 同 会議 」 資料 等

図1わ が国の最終エネルギー消費及び二酸化炭素排出量の実績と見通し
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す ものの,長 期的に見ます と低下 してお りま

す。

上昇 したのが民生の家庭部 門と運輸部門で

す。 この図は原単位の伸びを示す ものですか

ら,機 器 などの使用量が増 えるなどすれば,

エネルギーの総量ではさらに伸びていること

にな ります。

その要因は,民 生部門では,ゆ とりと豊 さ

を求める国民生活の質の向上を背景 として,

例えば電気製品の大型化等によ り,運 輸部門

では,自 家用車は,一 人が1台,2台 持つ時

代になってきてお り,さ らには,高 齢化社会

を迎 えてよ り便利な生活が求め られ,ま た大

型車,高 級車などの使用が増えたことなどが

原因 となって消費量が増大 したもの と考えら

れます。国民のライフスタイルを規制す るの

は大変難 しいこともあ りますが,民 生部門,

運輸部 門への対策が,よ り一層求め られる状

況にあります。

産業界の省エネは,す でに絞 りつ くされて

いるという議論 もあ りますが,私 どもは,限

界に近いこ とはあっても,こ れで十分 という

限界はないと考えてお り,引 き続き省エネを

推進す る所存であ ります。

その理由は,産 業部門からのCO2排 出量が

日本全体の約4割 を占めてお り,消 費原単位

は,最 近では図2の とお り,少 々上昇傾向に

あ り,こ れが続 きます と,わ が国全体 として

CO2排 出の大 きな伸びが予想されるわけで

す。対策 としては,産 業界の自主的な取組み

を最大限生か しつつ,そ の効果的なフォロー

ア ップを図ることが重要です。

いずれに しましても,地 球環境問題の対応

には,民 生 ・運輸部 門とともに,産 業部門 も

可能な限 りの対策が必要 と考 えてお ります。
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出 所:エ ネ ル ギ ー 計 量 分 析 セ ン タ ー 推 計

図2わ が国のエネルギー消費原単位の推移
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エネルギー政策の視点

温暖化防止,安 全保障および

高コス ト構造の是正が3本 柱

次に,以 上に述べました背景のもと,い か

なるプライオ リティにより予算が組 まれてい

るか をお話 します。

第1に,わ が国の新 たなCO、 排出抑制 目標

である,2010年 頃の1990年 度比6%削 減の達

成に向けて,そ のべ一スとなるエネルギー関

連のCO2排 出抑制に,エ ネルギー需給両面に

わたる最大限の対策を予算面でも支援するこ

とにあ ります。

第2に,温 暖化問題 とともに,エ ネルギー

における最大の問題は安全保障,す なわち,

国民あるいは産業界が安心 して持続的な活動

を可能にするエネルギーの確保であ ります。

もともと,省 エネの推進,新 エネの導入が

政策の柱に掲げられているのは,地 球環境問

題が顕在化す る以前の,か つての石油危機や

90年 の湾岸戦争時に発生 した石油確保への不

安にあ りました。また,今 後に,ア ジア等の

経済成長に伴 うエネルギー需要の急増や,わ

が国の石油供給における中東依存の高まりが

予想 される現在,石 油になおエネルギーの5

割以上 を依存 しているわが国には,石 油 をは

じめとするエネルギーの安定供給な くして生

活 ・産業の維持はありえず,当 然のことなが

ら,エ ネルギー安全保障が一つの柱 をなして

いるわけであ ります。

第3は,「 経済構造改革」の推進に向け,産

業活動の基盤であるエネルギー を国際的に遜

色ない水準のサー ビスにす るこ とであ りま

す。電気事業審議会でも,昨 今,外 国に比べ

て高いといわれている電気料金・ガス料金や,

エネルギー産業独特の高 コス ト構造などが取

り上げられ,エ ネルギー安定供給の仕組みの

もと,こ れらの見直しを進めることにしてい

ます。

第4は,先 ほど申しました「財政構造改革」

と関連 し,エ ネルギー予算の節減が求められ

てお ります。既存予算の見直しにより,従 来

に も増 して効率 的な予算の執行に努 めなが

ら,い ま申しました地球環境問題 資源 ・エ

ネルギーの安全保障,エ ネルギー分野の高コ

ス ト構造是正の3本 柱 を中心に,平 成10年 度

は,総 合的エネルギー政策の展開を図 る所存

であります。

地球温暖化 問題 に向けた

イニシアテ ィブの発揮

抜本的強化を進めたい省エネルギー対策

次に個別の主要施策の概要についてお話 し

ます。

地球温暖化問題は,一 朝一夕に解決 しうる

ものではな く,継続 した努力が求め られます。

その一つの重要な柱が省エネルギーであ りま

す。平成10年 度は,産 業,民 生,運 輸のすべ

ての分野において省エネルギー を加速的に推

進するため,「地球温暖化への国内対策に関す

る関係審議会合同会議」の報告書の基本線に

沿った,法 制面の整備 も含めた抜本的な省エ

ネルギー対策を講 じることが必要です。その

中でも,予 算措置としては,高 性能工業炉等

の省エネルギー技術の開発 ・導入の促進,省
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エネルギー型の新 しいライフスタイルの構築

に向けた情報提供等の各種施策 を抜本的に強

化 し,省 エネルギーへの国民的な取 り組みを

支援することが柱 となってお ります。

平成10年 度の予算要求は,表1の とお りで

す。

以下に,産 業,民 生,運 輸の分野別にお話

します。

「産業分野」にある 「高性能工業炉の導入

実証事業の創設」は,こ れまで従来に比べて

3割 以上の省エネ可能な工業炉の技術開発 を

進めてきましたが,今 後,実 規模のものの普

及を促進するためのフィール ド・テス トに,

新規に39億 円の補助を行 うものです。

「高性能工業炉」は,技 術開発は概ね終期

にあり,今 後は導入 ・促進に,件 数で80件 ぐ

らい,設 置費の3分 の1の 定額補助 を考えて

お ります。

次の,「 先導的省エネモデル事業制度の創

設」は,こ れ まで省エネ努力を行 って きたこ

とを前提 に,さ らに先進的,か つ波及効果の

高い事業を対象 とし,モ デル的に行 うもので

あり,事 業費の3分 の1の 助成を考えてお り

ます。

「中小企業の省エネ対策の強化」は,中 小

企業にもそれな りの省エネ対策をきめ細か く

実践 して もらうため,助 成に6億 ほど増額 し

たものです。

「民生分野」では,主 なもの としては 「省エ

ネ型超先端液晶技術の開発」があ ります。 こ

れは,現 在の液晶のおよそ10分 の1の 消費電

力で済む先端技術 を開発 し,コンピューター,

その他色々な操作制御盤への導入に向け,技

術開発の加速的推進 を図るものであ ります。

次に,「高効率照明の技術開発」では,新 規

に5億 円ほど要求 しています。 これは,新 型

の発光ダイオー ドを使 い,電 力消費が従来の

螢光灯の約半分で済むような高効率照明の開

発 を目指すものであ ります。図3,図4に あ

る家庭 ・業務の民生部 門におけるエネルギー

消費を見 ます と,各 家庭における冷暖房需要

もさることなが ら,家 庭 ・業務における照明・

電気製品のエネルギー消費量がかなり多 くな

表1省 エネルギー関係主要予算の概要

単位:億 円

項 目 9年 度予算額 10年 度予定額

〈産業分野〉
○高性能工業炉の導入実証事業の創設 (新 規) 39.2

○高性能工業炉等の開発 の促進 24.0 27.8

○先導的省 エネモデル事業制度の創設 (新 規) 20.0

○中小企業 の省エネ対策 の強化 32.1 38.4

〈民生分野〉
○省エネ型超先端液晶技術の開発 14.2 24.0

○高効率照 明の技術 開発 (新 規) 5.5

○住宅等建築物における省エネ導入促進事 0.5 3.3

業の強化

〈運輸分野〉
○ク リーンエネルギー 自動車の開発及び普 (後 掲)
及促 進の強化

〈横断的対策〉
○省エネルギー情報公開対策等の強化 18.0 33.0
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ってお り,高 効率照明の技術開発による省エ

ネが重要 であることを物語ってお ります。

民生分野では,そ の他に 「省エネルギー型

機器関連製造設備の導入支援」があ ります。

これは,こ れまでの ものと少々毛色が違い,

直接の予算ではな く,い わゆる財政投融資,

すなわち低利の政府関係金融機関か らの融資

ですが,い わゆる 「省エネ法」に定めます特

定機器,例 えば自動車,コ ンピューターのよ

うなものの製造設備に,さ らに進んだ省エネ
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図3民 生家庭部門における用途別エネルギー消費
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型設備 を導入しようとする事業者に対す る低

利融資制度 を,開 銀融資3,290億 円(エ ネルギ

ー ・セキュ リティ対策枠)の 内数 として創設

しました。

次に 「横断的対策」についてですが,ま ず

「省エネルギーの情報公開対策等の強化」が

あ ります。情報公開という表現は必ずしも適

切ではないか もしれませ んが,適 切な情報提

供 と申しましょうか,要 す るに,民 生分野で

の省エネルギーをさらに進めるため,国 民の

皆さんに対する一層の意識啓発の推進 を図る

ということです。

今 でも省エネ月間 というのを設け,通 産省

の壁に垂れ幕を下げて国民意識の喚起のため

に努力は重ねて きたつ もりですが,残 念なが

ら現在はエネルギー価格が安定 してお り,か

つ資源枯渇の切迫感が一時期ほ どない現状で

は,国 民意識に訴 えかける省エネが浸透 して

いるとはいい難iいのが本当の ところです。 し

たがって,今 後はなお一層この分野で取組む

必要があるといえます。

一例 を申します と,例 えば皆さんの家庭で,

その 日使 った電気代はい くらとか,今 月の電

気料金はい くらかを表示する仕組みをつ くり

ます と,エ ネルギーの節約意識を生む端緒 と

なり,省 エネ情報 として大 きな効果があると

考 えてお ります。

最後に,税 制ですが,省 エネ設備 ・新エネ

設備の導入支援策 として,一 定の税額控除や

特別償却により,事 業者の省エネ ・新エネ投

資を呼び戻そうとい うのが 「エネルギー需給

構造改革投資促進税制」です。先ほど申し上

げましたように,公 的負担の抑制 という税制

全般の見直 しや財政構造改革の流れの中で,

このような税制優遇措置 も厳 しく見直しが図

られました。 しかしなが ら,本 税制は,民 間

の省エネ投資等の促進による温暖化対策の観

点か ら,ま た,冷 え込む景気への刺激策 との

観点か らも極めて重要であることか ら,制 度

としてはほ とんどそのままの形で2年 間の延

長が決定いたしました。

新エネルギーの開発 と利用の促進

太陽光発電などの新エネルギーの導入は,

地球温暖化問題への対応,資 源制約の緩和面

か らも重要であ り,ま たクリーンエネルギー

導入施策 として大きなPA効 果が期待 できま

す。例えば,学 校や公的機関に設置 します と,

子供たちのエネルギー ・環境教育に好ましい

効果が期待できるわけです。一方,現 時点で

は,大 規模電源 として使用するには,技 術的

問題等多くの克服すべ き課題があ り,す ぐに

わが国のエネルギー源の中で大 きな地位 を占

めるまでには至らない状況にあ ります。

しか しながら,政 府 としては,現 行の 「石

油代替エネルギーの供給目標」に基づ き,2010

年で19百 万キロリットル(原 油換算)分 の新

エネルギー導入を目指 し,平 成10年 度は表2

のとお り予算を要求 してお ります。

まず,「クリーンエネルギー 自動車の開発及

び普及促進の強化」があ ります。図5に あり

ますように,運 輸部門,な かでも自家用車部

門でのエネルギー消費には大巾な増加が見 ら

れ,こ れに伴 いCO、 の排出量 も増大 していま

す。 このような傾 向を緩和すべ く,ク リーン

エネルギー 自動車の導入促進策の強化 を考え

てお ります。

2番 目に,「太陽光発電システムの普及促進

事業の拡充」があります。太陽光発電は,コ
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ス トの低下が進みましたが,な お1キ ロワッ

ト当た り90万円～100万 円ほどで,家 庭で使 う

3キ ロワッ トの太陽電池の設置にはお よそ

300万 円かか り,躊 躇 されがちな価格です。し

か し,今 後の普及には,商 業べ一スに乗るま

での初期需要の創出が必要です。平成10年 度

か ら設置費の3分 の1程 度 を補助する制度 と

しましたが,平 成9年 度の要求上9,400件 に対

して,平 成10年 度は,1.5倍 程度の拡充 とな り

ました。

そのほか特に強調 したいのが,「新エネルギ

ー事業者支援の拡充」です。 これは,主 に事

業者を対象にしてお り,大 規模又は高効率に

新エネルギーを導入するなど,先 進的かつ先

表2新 エネルギー関係主要予算の概要

単位:億 円

項 目 9年 度予算額 10年度予定額

○ク リーンエネルギー 自動車の開発及 び普及

促進の強化

・ク リー ンエ ネ ル ギー 自動 車 の導 入 促 進 28.1 83.9

・ク リー ンエ ネ ル ギー 自動 車 の技 術 開 発 3.2 6.3

○太陽光発電 システムの普及促 進事業 の拡充 124.6 172.7

○太陽光発電用 シ リコン製造プロセスの開発 5.8 8.3

○系統連系円滑化のための環境整備 に関す る (新 規) 2.9

技術的検討の強化

○新エネルギー事業者支援の拡充 11.2 53.9

○地域における新エネルギー等導入促進事業 28.5 51.8

の拡充

○風力開発 フィール ドテス ト事 業の拡充 4.6 15.3

○廃棄物発電開発費補助制度の対象拡充 11.0 12.6
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導的な新エネルギー事業者に対 して,必 要 な

新エネルギーの導入経費の3分 の1を 補助す

ることによ り,一 般家庭 の太陽光発電普及 と

併せて,事 業者での新エネルギー導入促進を

図るものであ ります。

さらに 「地域における新エネルギー等導入

促進事業の拡充」があ ります。太陽光発電,

あるいは偏在性はあるにせ よ風力発電は,例

えば沖縄のような離島です と,新 たな送電施

設を設置するよりも,新 エネなどの分散電源

を導入 したほ うが コス ト的に有利になる可能

性があります。さらには,地 方自治体が行 う

新 エネ導入の積極 的支援 とい う意味 もあっ

て,お よそ20億 円を増額 し,一 層の拡充を図

りたいと考 えてお ります。

そのほか,従 来から技術開発を進めてきま

した 「風力発電」は,フ ィール ドテス ト事業

の拡充などを図ってい く予定です。

原子力の開発と利用の促進

原子力につきましては,近 年,残 念なが ら

国民の皆様の不信,不 安 を高めるい くつかの

事態が発生 しました。

その点,行 政の側 も大いに反省 し,改 める

べ きは改めるとの姿勢が重要 と考えてお りま

す。 しか しなが ら,今 日すでに発電電力の3

分の1を 賄 ってお り,さ らに発電段階でCO2

の排出がな く,ト ー タルで見 ます と地球環境

問題対応上欠かせぬエネルギー源でもあ り,

エネルギー政策上の位置付けは少 しも減 じら

れるものではあ りません。

このような状況 を踏 まえ表3の 予算要求に

なってお ります。

まず,「 原子力立地の推進」です。政府が目

標 として掲げている原子力発電設備容量の達

表3原 子力関係主要予算の概要
単位:億 円

項 目 9年 度予算額 10年度予定額

○原子力立地の推進

○放射性廃棄物対策 の

強化

818.3

25.4

820.3

27.4

成に向けて,原 子力発電や核燃料サイクルに

対する国民みなさんのご理解 と信頼 を醸成す

るための広報対策 も必要です し,ま た,原 子

力立地地域が自立的 ・持続的な発展を図って

い くための支援 も必要であ り,こ れらに要求

額の積み増 しを行 ってお ります。

一方
,立地対策費そのものは,厳 しい財政事

情 もあ り,昨年 とほぼ同額になってお ります。

もう一つが,「放射 性廃棄物対策の強化」で

すが,こ れは避けては通れない重要課題であ

り,厳 しい財政事情にもかかわらず増額 とな

っているところです。

省エネ ・新エネ分野における

国際協力の推進

アジア諸国におけるエネルギー消費量は,

急増が続いています。その うち最 も脅威なの

が中国です。経済成長率は毎年およそ10%,

エネルギー消費量に至 っては,90年 度は日本

よ りも若干少 ない程度でしたが,10年 後には

倍増する勢いで急伸 しています。アジア全体

のエネルギー安全保障を考えます と,将 来,

日本のエネルギー需給に対しても,大 きな影

響 をもた らす可能性があ ります。

アジア地域のエネルギー消費に伴 うCO2

排出は当然急増 しており,地球規模 でのCO2

排出の削減 を進めるには,経 済発展の著 しい

アジア太平洋諸国 との一致協力 した取 り組み

が不可欠です。
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そのため,こ れらの地域における省エネの

推進 ・新エネの導入を促進す るためのフィー

ジビ リティ調査及びモデル事業 を国際協力の

一つの柱 として立ててお ります。

また,COP3に おいて京都議定書に規定

された温室効果ガス排出量削減のための国際

的な共同実施 を念頭においた基礎調査の抜本

的強化 を行 うことにしています。

予算要求は表4の とお りです。

表4省 エネ ・新エネ分野における国際協力推

進に関する主要予算の概要

単位:憶 円

項 目 9年度予算額 10年度予定額

○省エネ分野 における 54.7 68.7

国際協力の推進
・うち,共 同 実施 の 2.0 21.7

ための基礎 調査 の
抜本的強化

○新エネ分野における 1.7 5.4

国際協力の推進

以上がわが国の平成10年 度における地球環

境問題への対応です。今後は,こ れらの予算

措置等により,着 実に新エネ ・省エネ ・原子

力を推進 し,地 球温暖化防止のために最大限

の努力をして参 る所存です。

とお りに な っ て い ます 。

単位:億 円

項 目 9年度予算額 10年度予定額

○石油 ・天然ガスの自

主開発及び産油国協
力の推進

1,081.4 1,108.5

その一つが 「石油 ・天然ガスの自主開発の

推進」であります。これは,中 央アジアを中

心 として鉱区開放の動 きが進んでお ります

が,わ が国のエネルギー供給体制 をさらに安

定化 させ るため,石 油 ・天然ガスの自主開発

を積極的に進めることとし,石 油公団の探鉱

投融資などの増額を予定 してお ります。

次が,「産油国 との人的交流,共 同技術研究

等の推進」であります。わが国の石油輸入は,

中東地域への高い依存がなお続 くと見込 まれ

るため,平 時 よ り産油国 との友好 関係 の維

持 ・強化が,わ が国への安定的な石油供給の

確保に欠かせぬ との観点から,産 油国協力 を

引き続き進めたい と考えてお ります。

石油 ・LPガ スの国家備蓄及び

大規模石油災害対策の推進

この項 目に関する予算要求は,表5の とお

りです。

資源 ・エネルギー安全保障の確保

石油 ・天然ガスの 自主開発及び

産油国協力の推進

日本は,現 在,エ ネルギー資源のほとんど

を輸入に依存してお ります。 したがって,消

費面での省エネルギーの推進 とともに,供 給

面での安定確保 に向けた施策が重要であ り,

これらに関する平成10年 度の予算要求は次の

表5石 油 ・LPガ スの国家備蓄及び大規模石油

災害対策の推進 に関す る主要予算の概要

単位:億 円

項 目 9年度予算額 10年度予定額

○石 油 ・LPガ ス国家

備 蓄の維持 ・推進

○大規模石油災害対応

体 制の整備

3,275.7

15.1

3,136.0

22.9

脆 弱なわが国の石油供 給構造 に鑑み,石

油 ・LPガ スの国家備蓄 は,民 間備蓄 も合わ

せ,5,000万k2を 目標 としてお ります。
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石油備蓄を増量するには,タ ンクの増設や

石油の買増 し資金が必要になります。しか し,

財政構造改革の集中改革期間にな ります来年

度は,石 油備蓄の積み増 しをせず,現 水準の

維持 とい うことで,予 算 も合理化 を図 り,百

数十億円の減額になっています。

「大規模石油災害対応体制の整備」に関し

ては,皆 さんまだ記憶 されてるところと思い

ますが,昨 年1月,島 根県隠岐島沖でナホ ト

カ号の船体が折損 し,日 本海沿岸がひどい重

油汚染 に見舞われました。さらに,7月 には

東京湾でも大型タンカーの座礁,原 油流出の

事故があり,幸 に も半分 ぐらいが軽質油でし

たので大事には至 らずすみましたが,タ ンカ

ーからの石油流失事故が 日本近辺で発生 して

います。このような石油汚染事故に備え,必

要な資機材の購入費,災 害発生時に資機材使

用のための技術者派遣費などを増額するもの

であ ります。

海外炭の安定供給確保対策の推進

ご承知 のとお り,国 内石炭政策は平成13年

度 を目途に終了いたします。一方,世 界的に

見 ます と,石炭は,石油,天 然ガス,ウ ランに比

べて賦存量は豊かであ り,今 日なお余裕のあ

る海外炭の安定供給を確保するため,民 間企

業による海外炭開発を支援するとともに,石

炭生産技術や クリーン・コール・テクノロジー

表6海 外炭の安定供給確保対策の推進
に関する主要予算の概要

単位:億 円

項 目 9年度予算額 10年度予定額

○海外炭の安定供給確 38.5 39.2

保の推進
○ ク リー ン ・ コー ル ・ 109.8 111.3

テ ク ノ ロジ ー の開 発

及び技術協力の推進

等を産炭国へ技術移転することを考えてお り

ます。 クリーン・コール・テクノロジーは,石

炭利用を進めつつエネルギー供給の安定化 を

図 りつつ,ま た環境面での対応も図っている

極めて重要 な位置付け となってお ります。

これらに関す る予算は,表6の とお りです。

エネル ギー分野の高コス ト構造是正

電力 ・ガス分野における検討

あらゆる産業活動の基盤であるエネルギー

の安定的かつ効率的な供給は,経 済活動に と

って極めて重要であります。

このため,電 力に関しては,平 成13年(2001

年)ま でに,国 際的に遜色ない水準を目指 し,

わが国の電力 コス トを低減することになって

います。今後の電気事業のあるべ き姿につい

て,電 気事業審議会基本政策部会において検

討がなされ,負 荷率改善対策の強化等の検討

が進められてお ります。

予算要求は,

単位:億 円

項 目 9年度予算額 10年度予定額

○電力負荷率改善対策

の抜本的強化

36.3 64.2

を計上 してお ります。

その中身は,氷 蓄熱式の空調システムの導

入促進でして,小 型の もの4,000台 程度の導入

補助を考えてお り,約30億 円の増額分は殆 ど

そのためのものです。

石油分野における検討

石油分野では,特 石法廃止 を契機 として,
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国内市場における競争の激化,業 態の変化が

進んでいます。 さらに,国 際的にはアジア地

域におけ る需要構造の急激 な変化 が予想 さ

れ,ま すますセキュ リティの確保が必要であ

ります。

このような状況にあ りますが,一 方,市 場

原理の導入により一層の石油流通の効率化な

どを図るため,石 油政策全般の見直 しを石油

審議会にて検討中です。

ここに掲げる構造改善 とは,具 体的には,

ガソリンスタン ド等の事業の多角化などを支

援するための ものです。

予算要求は,

単位:億 円

項 目 9年度予算額 10年度予定額

○石油製品販売業の構

造改善支援の推進

208.5 151.7

となっています。

見かけ上は減額ですが,昨 年,100億 円ほど

の債務保障基金の積み増 しを特別にや ってお

りますので,そ の分を差 し引きます と,実 質

上約40億 円の増額になります。

本 日は,こ れまで,資 源 ・エネルギーに関

す る平成10年 度予算要求の状況について話さ

せていただきました。 このほか,お 話をさせ

ていただいていない分野もありますが,時 間

の関係 もあ り,省 略させていただきます。
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〔寄 稿〕

生物 に よる二酸化炭素 の 固定 と

バ イオマ ス ・エ ネルギー

齋 木 博(蕪 鶉 響 究塾物科学部 部長)

躰灘縁馨韓魯橡韓鷺縁暑繋:輯躰橡涛橡橡橡橡馨韓躰馨韓韓橡橡馨韓樽韓韓斡橡鍵馨

1.は じ め に

産 業 革 命 以 来 の化 石 燃 料 の 燃 焼 に伴 い,大

気 中 に 放 出 して き たCO2濃 度 が こ の200年 間

で280ppmか ら350ppmへ と増 加 して い る。こ の100

年 間 に増 加 した 濃 度 は 約50ppmで あ り,こ の 間

に 地 球 全 体 で上 昇 し た 温 度 は約0.5℃ とい わ

れ て い る。

図1に 示 し た の が ハ ワ イ の マ ウナ ・ロ ア に

お け る大 気 中 のCO2濃 度 の 増 加 を示 した観 測

結果である。図中鋸 の歯の ようにCO2濃 度が

振幅 しているのがわか る。 これは北半球 と南

半球の光合成によるCO、固定の能力の差 を示

してお り,北 半球が夏の時は北半球に多く存

在する陸上の植物が繁茂す ることによりCO2

が固定 され,大 気中の濃度が減少 し,北 半球

が冬の時は植物の枯死によるCO2の 放出によ

り濃度が増加することを示 している。また,

この季節的な変化幅が近年では5ppmか ら7ppm

へ と増加 し,鋸 の歯の切れ込みが より深 くな
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二酸化炭素が植物に摂取 されるため。
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(出 典:日 経 サ イ エ ン ス,1990年)

図1大 気 中 のCO2の 増 加

編者注:本 稿は,昨 年8月29日,当 所が開催 した第149回 「月例研究会」のご講演を,本 誌へ の掲載のため文章化

していただいた ものです。
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っていることが観察される。これは,CO2濃 度

の増加に より植 物の光合成が より活発化 さ

れ,夏 の間に固定 され るCO2の 量が増えてい

ることをも示 している。このように,植 物の

光合成は地球規模におけるCO2の 増減に大 き

な影響力 を持 ってお り,生 物 を用いたCO2固

定はCO2削 減に関す る重要な手段の一つ と考

えられている。

CO2削 減の方法 としては,省 エネや高効率

化によるCO2放 出の削減,政 策や経済的な対

策によりエネルギー消費を抑制 して削減する

方法,排 出 したCO2を 回収 して固定 した り,処

理する方法 などがあるが,こ こでは生物的な

CO、固定について解説 し,他 の方法 と比べ て

その特徴 を明らかにする。

2.生 物 的CO2固 定 と は

生物的なCO、固定は大 きく分けて二つ に分

けられる。一つはCO2を 有機物の形で固定す

る光合成であ り(式1),も う一つは無機物の

塩である炭酸カルシウム,す なわち石灰 とし

て貝やサンゴの形で固定す るものである(式

2)。

CO2+H20→(HCHO)+02(式1)

CO、+Ca(OH)、 →CaCO,+H、0(式2)

生物的なCO2固 定を温暖化防止の観点か ち

考 えた場合,CO2固 定産物の寿命 も考慮 に入

れ る必要があ る。図2は 生物の寿命お よび

CO、固定産物の寿命を時間で示 したものであ

り,横 軸は対数 目盛で とってある。

温暖化防止の観点から考えた場合,直 接的

なCO2固 定の効果が現れるためには,少 な く

とも,化石燃料の寿命である200年 は必要 とな

る。この点から考えれば,木 本植物である樹

木 を育てる植林が数百年のオーダーでCO2を

固定 でき,ま た,石 灰化 も地殻変動のスケー

ル とな る数億 年のオー ダー で固定 で きるの

で,こ の二つが意味 を持つことになる。それ

以外の草本類による固定(海 草 を含む)や 微

生物による固定は直接的な固定 としての意味

はほ とん どない と考えてよい。 しかし,こ れ

らの場合は,固 定産物 を有効利用することな

どにより,後 に述べ るようにメタンガスや亜

酸化窒素(N、0)の ような他の温室効果ガス

の削減につながる場合 もあ り,間 接的な温暖

化防止の効果がある場合 もある。

一方
,海 洋に溶けているCO、を石灰化 によ

り固定 した場合 は,ア ルカリ度の減少によ り

溶けているCO2が 溶けきれな くなり,

Ca2++2HCO,一 →CaCO、+H、0+CO、 ↑

により,大 気 中に再びでて くるという説 もあ

り,石 灰化それ自体が大気 中のCO、 を直接固

定できるとは現在考えちれてはいない。

生物的なCO2固 定を政策的な手段 として考

炭酸カルシウムー「
直接固定の効果なしぐ一+一 一レ 直接固定の効果あり

i

草木植物1

海藻類l
l木 本植物

1021031041051061071081091010101110i210i3iOl4iOislOl6iOi7

(3時 間)(1日)(3月)(3年)(3万 年)(3億 年)

図2生 物の寿命とCO2固 定の効果[単 位:秒]
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えるためにはCO2固 定量に対するコス トを明

らかにして,そ の優劣 を判断する必要がある。

ここではCO2を 含む温室効果ガス全体の削減

量をCO2換 算の炭素量で表 し,植 林,微 細藻

類,植 物プランクトンを通 して海洋に吸収さ

せた場合の3つ について,コ ス トとその成立

について概説する。

2.1植 林 によるCO2固 定

樹木によるCO2固 定量は,言 い換 えれば,森

林の炭素保持量に相当する。森林は地上部の

木材だけではなく,地 下部の土壌 もまた有機

表1各 種森林による炭素貯蔵量

森 林 タ イ プ
現 存 量(ト ンC/ha)

事例数
平均(標準偏差) 量小 ～最大

熱
帯

●

亜
熱
帯

天然林

人工林

熱 帯降 雨 林

熱 帯季 節 林

マ ン グ ロー ブ林

Leucaenaleucocephala

Shorearobusta

Tectonagrandis

149.5(69.8)

110.8(59.2)

65.9(59.9)

23.3(17.4)

96.2(81.7)

133.2(110。6)

36.1～533.8

15.7～199.8

12.4～158.6

4.5～52.0

8.9～288.8

27.5～334.5

119

22

8

9

12

6

暖
温
帯

広葉樹

針葉樹

モ リシマア カシア林

ツバキ林

コジイ林

カシ林

クロマツ林

マツ林b

アカマツ林

マツ林a

スギ林

ヒノキ林

41.3(14.4)

84.8(17.2)

85.9(58。7)

156.6(68.6)

22.4(10.1)

53.4(51.1)

58,3(42.4)

75.3(17.7)

84.8(53.8)

108.2(46.5)

19.5～68.9

61.6～99.9

23.0～211.5

106.9～310.5

11.0～36.6

3.4～164.9

20.7～184.5

5L5～98.0

7.0～276。5

31.1～179.6

22

4

16

14

6

8

22

5

48

28

冷
温
帯

広葉樹

針葉樹

カエデ林

サ クラ林

カンパ林

モチ ノキ林

ポプ ラ林

ユ リノキ林

ナ ラ林

ブナ林

ハ ンノキ林

マツ林c

マツ林d

セ コイア林

60.3(29.1)

39.6(33.4)
66.9(52,3)

62,1(37.6)

68.3(62.3)
86.4(28.8)

93.5(56.3)

109.3(45.0)
118.8(84.5)

68.4(37.9)

91.4(61.2)
1,443.9(518,3)

8.2～87.3

12,9～87.5

12.2～272.8

20.5～113.9

1.5～240.8

63.9～118.8

22.9～242.8

21.6～197.9

16.1～272.7

13.9～130.8

26。1～224.1

621.0～1,844.6

6

4

26

6

14

3

43

25

9

7

9

5

亜
寒
帯

針葉樹 オウシュウアカマツ林

カラマツ林

トウヒ林

モ ミ林

ベ イマツ林

ツガ林

60.4(38.0)

72.8(27.2)
99.3(69.5)

171.2(170,6)
199.6(196.9)

243.7(138.2)

14.0～154.1

42,4～102.3

8.4～336。6

41.2～911.0

27.0～859.1

16.9～472.5

18

5

59

36

33

12

本 表 の 値 は す べ て 植 物 体 全 体(地 上 部+地 下 部)の 現 存 量 で あ る 。

a.Pinusechiata,Pinustaeda;b.Pinusradiata,Pinuspisaster;c.Pinusnigra;

d.Pinusstrobus,Pinusmuricata,Pinuspumila,他
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物 として炭素 をためることができる。一般に

森林は年々成長 して大きくなってい くが,十

分に成長 した森林ではもうそれ以上成長 しな

い状態,吸 収するCO2と 放 出す るCO、の量が

釣 り合 う状態が くると考 えられている。 この

状態は極相林 と呼ばれ,森 林の炭素貯蔵量に

は限界がある。森林による炭素貯蔵量は,森

林が若いか成熟しているか という点の他に,

樹種や気候にも影響される。

表1に 示 したのが現存する森林のタイプ別

炭素貯蔵量である。ここに示 したのは若い森

林から,成 熟した森林 まですべての森林を含

んでいる。特に天然林においては過去に伐採

が行われたか どうかにより,そ の貯蔵量に大

きな変化がある。森林の種類はおおざっぱに

は気候帯によって類別されるが,樹 の種類に

よっても,炭 素貯蔵量は大 きく異なる。平均

値 で比べてみてもセコイア林の1,400tか らク

ロマツ林の22tま で大 きな幅で存在する。一般

的な場合では,表 より成熟 した森林(範 囲の

最大値)で は200tか ら300tの炭素が貯蔵でき

る。

表2植 林 に関 わ る コス トー過 去 の植林 プ ロジェ ク ト

国 名 開始年 主要造林樹種 造林面積 コス ト(円/㌶) 備 考

ブルキナファソ !980 ユ ー カ リ,Gmerina 3,500ha 425,704 5年 目まで

コー トジボアー ル 1987 Terminalia,Tarrietia他 1,200ha 271,125 の造成,イ

ア
ガーナ

ケニヤ

1985

1984

58,000ha

44,000ha

141,529 ンフラ,運

営経費

フ マラウイ 1980 Gmerina,ユ ー カ リ 28,000ha 106,426

ニ ジ ェー ル 1986 ユ ー カ リ 81,797 1年 目費用
リ ナイジェ リア 1985 松 66,543 3年間

カ
ユ ー カ リ 172,446 25年 間

ルワンダ ユ980 ユ ー カ リ,松 8,000ha 212,852 5年間

スーダン 1987 ユ ー カ リ 596ha 71,036 寄せ植え

169ha 37,714 水路沿い

バングラデッシュ 1980 マ ングローブ 40,000ha 85,141 5年間

ブルネイ 1983 1,000ha 416,978

ミャ ン マー 1980 Tectonagrandis 14,000ha 53,213 5年間

ブータン 1985 94,721 1年 目

ア 中国 1985 広葉杉,馬 尾松 130,000～200,000 人件費

1984 88,822～111,028

イン ド 1984 ポプラ 198,724 10年 間

1985 ユ ー カ リ 62,310 初年度造林
ジ 1986 82,363 5年 間

マレー シア 1985 アカシア 他 402,059 15年
、

不パー ル 1980 Alnus,Prunus,Ectula 11,000ha 191,567 5年間
パキスタン 1984 ポプラ 373,452 10年

ア フィ リピン 1980 松,Leucaena 32,000ha 489,559 5年間

1982 フタバガ ギ科 2,090ha 1,021,338 9年

タイ 1980 ユ ー カ リ,松 11,000ha 48,317 5年間

1985 ユ ー カ リ 617,172 5年民有林

1986 アカシア 他 844ha 348,973 単年度

中 ブラジル 1978 ユ ー カ リ 40,000ha 79,600 5年間

南 チ リ 1983 ラジアー タ松 33,232

米 コロン ビア 1985 1,500～3,000 140,096

(出典:FAOの 植 林 に関 す る レポー ト1985～1987,国 際協 力 事 業 団報 告 書1982～1989,

㈹ 海外 林 業 コ ンサ ル タ ン ツ協会 の報 告 書1985,1988か ら抜 粋 した)
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樹木によるCO2固 定のコス トは植林のコス

トと考えて良い。植林 にかかるコス トはその

土地の状態,気 候 ・風土,国 柄 などにより千

差万別ではあるが,過 去に行われた植林のプ

ロジェクトか らそのコス トを見積 もることが

できる。表2に 示 したのが過去に国連主導で

行 われた発展途上国の植林プロジェク トの概

要である。植林の内容は定植後の施肥など最

大で5年 間程度の管理を含んでいる。

樹種 としてはポプラ,ユ ーカリなど比較的

成長の早い ものが選定されてお り,植 林のコ

ス トもhaあ た り,3万 円か ら100万 円 まで

種々報告 されてお り,こ れらの平均では約30

万円となる。 しかし,こ れらの中には植林の

ための造成や灌概施設の整備 などを含む もの

もあり,直接的な経費は安 く見積 もった場合,

発展途上国では10万 円前後,1,000$程 度 とな

る。一方,商 業造林 におけるパルプ生産のた

めの植林 コス トがやはり10～15万 円といわれ

ているので,発 展途上国におけ る植林のため

のコス トは10万 円程度 と見積 もることができ

る。植林の大部分が人件費であることか ら,

先進国では植林の経費が高 くなる。わが国の

場合,杉 林でhaあ たり200万 円 といわれてい

るが,欧 州の例ではポル トガルの23万 円,ギ

リシャの28万 円が報告されてお り,お おむね

発展途上国の2～3倍 となる。

植林による炭素貯蔵 のコス トは,植 林の コ

ス トを森林の炭素貯蔵量で割ればよい。この

場合,森 林の炭素貯蔵量は森林 を伐採 したあ

との畑や草原 との差 を比べ るこ ととな るの

で,haあ た り150t前後と見積 もられる。従 っ

て,植 林における炭素 固定の経済1生は炭素1

tあ た り,発 展途上 国700円 程度,先 進国 で

2,000円 程度 となる。

2.2藻 類 を用いる方法

微細藻類 を用いたCO2固 定は既 に述べたよ

うに直接的な固定 とはなり得ない。 しか し,

固定産物 を有効利用 した り,固 定産物 を海底

に導入す るような方法を採れば,大 気中の温

室効果ガスの削減には貢献する。

(1)微 細藻類によるCO2固 定 と

固定産物の家畜飼料への利用

微細藻類,こ こでは主 としてクロレラを念

頭に置いているが,CO2を クロレラの形で固

定 し,そ のクロレラを家畜飼料 として有効利

用する(図3)。 この結果,本 来家畜飼料 とし

て使われていた大豆や トウモロコシの代替を

することにより,大 豆や トウモロコシを生産

する際に発生 していた温室効果ガスを出さな

くなる分だけ温室効果ガスの削減になる。畑

㊥}@

●,Ω.

↓
飼料『 大豆

欝 太陽

㊥

㊥

繋》瞬
一 一や

図3ク ロレラの生産と温室効果ガスの削減
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に由来する温室効果ガスは,投 入エネルギー

に相当するCO,,土 壊 中の有機物の分解 に由

来す るメタンガス,投 入した窒素肥料の分解

物である亜酸化窒素(N20)が あり,詳細な見

積 もりによれば,表3に 示 したように,1tcの

穀物 を生産す るとき,畑 に由来す る温室効果

ガスはメタンや亜酸化窒素に由来す るもの

が,炭 素換算で6.3t,投 入エネルギーに由来す

るものが0.2tCと なり,計6.5tCと なる。これに

対 して,ク ロレラの生産のための投入エネル

ギーは1.1tCと なるので,ク ロレラ1tCの 生

産は温室効果ガスを約5.4tCの 削減 となる。

この方法では畑を必要 としない農業 となる

ため,耕 地をつ くるために森林を開拓 しない

で済むという効果 もある。1tCの 穀物を生産

す るための耕地は約7haと 見積 もられ るの

で,年 間1tCの 微生物による飼料生産は約

100tCの 炭素の貯蔵庫 を守ることになる。

今 までに排出ガスを利用 してクロレラを生

産す るためのコス トの見積 もりを行 ったもの

はないが,最 も経済的にクロレラ生産 をハワ

イで行 った場合のコス トを計算 した例では表

4に 示 したように,約27万 円/tCと なってい

る。輸入飼料 である大豆 ・トウモロ コシの

12～15万 円(1990年)と 較べて少 し高いが,

栄養価が高いので引き合 うとされている。塚

畜飼料 としてCO、 固定産物 を利用す る場合

は,生 産物が商売の対象 となるので固定のた

めの コス トは考えな くとも良いことになる。

(2)植 物 プランク トンの増殖によりCO2を

海洋に吸収させ る場合

海洋は地球の全面積の7割 を占めるが,そ

の生産性は地上の半分に も満たない。海洋に

おける光合成による有機物の増大は,大 気中

のCO、の固定につなが る。このためには,海 洋

中の光合成 を増やす必要がある。

海洋の生産性 を高めるためには,陸 上 と同

じように窒素,燐 などの栄養素が必要 となる。

海洋は通常は貧栄養の状態であるが,海 底の

栄養塩類 を巻き上げ海面近 くまで持って くる

湧昇流が存在す るところがある。このような

表3飼 料ltc生 産当りの温室効果ガス放出量

飼料の種類
投入エネルギー

(燃料,電 気等)

耕 地等に由来す

る温室効果ガス

総放出量

(CO、換算)
代替効果

飼料穀物 0.2 6.3 6.5 一

微細藻類SCP 1.1 0 1.1 5.4

*;メ タ ンお よび亜 酸 化 窒 素 の 温室 効 果 ガ ス の63倍,180倍 と見積 っ た。(単 位;ト.C)

表4安 価 な クロ レ ラの 生産例

10㌶ シス テ ム100㌶ シス テ ム

クロレラの生産物

価格

$3.25/kg乾 物$0.82/kg乾 物

(約100万 円 強/tc)(約27万 円/tc)

日本の米の価格 92万 円強/tc

(出典:JRBenemanneta1.TIBTECH5,pp47-53,1987)
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場所 は通常は栄養塩が豊富にあるため,植 物

の生産性は高い。

しか し,中 には微量元素で必須元素である

鉄分が周囲か ら供給 されないため,有 り余る

栄養塩類があるにも関わらず,生 産性がきわ

めて低い海域が存在する。このような場所 に

不足 している鉄分 を供給す ることにより,植

物プランク トンの増殖を飛躍的に増大 させ る

ことができる(図4)。

世界の海洋の中にはこのような場所が3カ

所知 られている。すなわち,南 極海 と太平洋

赤道域 と太平洋北東部北極域である。 この中

では南極海が最 も大 きく,そ の効果 も期待 で

きる。一つの試算によれば,こ のような海域

に鉄1gを 撒けば1万 倍の炭素が固定 される

ことが期待で き,南 極海全体では17億tc/年

にも相 当する。ここで生産された植物プラン

ク トン総てが海洋中に留まっているわけでは

ないが,湧 昇流があるところでは,そ の逆の

海底に向か う流れ もあり,こ れにより固定 さ

れたプランクトンのかな りの量が海底に引き

込 まれることが期待されている。3つ の海域

総ての潜在的な炭素 固定能 力は最大で28億

tCと 見積 もられてお り,そ のコス トは,鉄 散

布の コス トとな り,1tCあ た り60～2,000円

と計算されている。この方法は最 も安価なコ

ス トで海洋 にCO2を 導入す る方法ではあ る

が,巨 大な炭素の流れを大気か ら海洋に引き

起こすこととな り,環 境影響などの不測の事

態に対する懸念が心配 されている。

2.3他 の方法 との比較

ここでは生物的なCO2固 定に対 して,物 理

化学的な方法 と呼ばれるCO,の 回収 と海洋処

分及び政策的な手段である炭素税による課税

を比較する。

團

誌遍
一

●㊥●
仁(=)植 物プ ランク トン

㊥
擁

ゆ
海

◎

海底(1000m以 上の深 さ)

▼

2～5%

▼
プランク トンの死骸

▼

図4プ ラ ン ク トンの増 殖 と

海 洋 にお け るCO2の 吸収

(1)CO2の 回収 と海洋処分の経済性

燃焼後のCO2を 回収 し,こ れを水深3,000m

よ り深い深海底や地下2,000mの 地 中に投棄

すれば,大気中に戻って くるまで1,000年 オー

ダーでの貯留ができる,す なわちCO2を 処理

できると考 えられている。

この方法は排ガス中のCO2を 回収する部分

と,回 収 したCO、 を投棄する部分 とに分けて

考 えることができる。CO2を 回収す る方法は

化学吸収法 と物理吸着法 とが知 られている

が,こ こでは幾分安価 であると言われている

化学吸収法により回収する方法の経済性を考

慮する。また,投 棄す る場所 としては排ガス

田のような地中に投棄す る場合 と海底3,000

mの 場合 とが考 えられるが,日 本の場合,地 中

処分の方が経済的には安価 と考えられている
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が,十 分 な排ガス田等の処分場を持たないの

で,こ こでは3,000mの 海底に投棄す る方法を

モデルケースとしたい。

微粉炭燃焼火力発電所か ら排 出されるCO,

を化学吸収法により回収 した場合,こ れに要

するエネルギー を発電所内のエネルギーでま

かなえば,発 電効率は41%か ら31%ま で落ち,

約100kmの パ イプラインを施設 して3,000mの

海底にCO2を 導入すれば,こ れに要す るコス

トは炭素1tCあ た り約2万4,000円 と試算さ

れている。

(2)炭 素税課税によるCO2削 減効果

一つの試算(シ ミュレー ション)に よれば,

日本国内のCO,排 出量 を1988年 レベルに押さ

えるために,1990年 から炭素1tあ た りの燃焼

に関 して4,000円 の課徴金 を導入 し,こ れ を

2005年 まで毎年同額つつ引き上げる必要があ

るとされている。この場合,原 油価格 は課徴

金 を導入しない場合 と比較 して約2。8倍まで

上昇する。このような課徴金の導入は経済の

構造 を歪め,GNPの 減少を引き起 こす。課

徴金による税収を所得税減税のような形で還

元 して も,年率0.3%程 度のGNPの 減少が見

込 まれる。 このような,課 徴金 を導入す るこ

とにより減少したGNPは1990年 か ら2005年

までの累積 として,約230兆 円となり,こ れに

より減少 した炭素の排出量は累積 で9億4千

万tCに 相当し,炭 素1tCあ た りの削減に伴 う

GNPの 損失は約24万 円に相当する。 このG

NPの 損失を炭素固定のための社会経済的な

コス トとする。

(3)各 種CO2削 減方法の比較

今 まで述べてきた各種CO2処 分技術の経済

性 を比較す ると表5の ようなものとなる。経

済性の観点からだけ見れば,微 細藻類による

CO2の 固定 とその利用が,固 定の コス トがか

からないので最 も安価な もの とな り,次 に鉄

散布による海洋によるCO2の 吸収 となり,植

林による固定はさらにその次 となる。CO2の

回収 ・海洋処分や,課 徴金によるCO2の 放出削

減はいずれの場合 も生物的な固定 と較べて高

価なものにつ き,植 林 と較べても海洋処分で

10倍,課 徴金の導入は100倍 のコス トがかかる

ことを示 している。

しか し,総 合的な観点か ら見た場合,微 細

藻類によるCO2固 定は未だ実用化されておら

ず,鉄 散布による海洋によるCO、吸収 は環境

影響が危惧 されているので,生 物的な固定の

中では,植 林が最 も現実的な手段 であ り,実

行可能な手段 である。

一方,CO2の 回収 ・処分は大量のCO2が 一挙

に処理できる唯一の方法 と考 えられてお り,

本格的にCO2問 題に対処するときは重要な選

択肢 となると考えられている。また,課 徴金

はそのものでCO2の 削減 をめざす ことは難 し

表5各 種CO2処 分技術の経済性の比較

処 分 技術

植林

鉄散布 による海洋の

CO2吸 収

微細藻類 によ るCO2

固定 とその利用

海洋処分

(地中処分)

課徴金

原油 の卸売価格

(参考)

コス ト/1㌧ 当 りの

炭素 を処分

700円 ～1,000円(発 展 途 上 国)

1,500円 ～2,000円(先 進 国)

100～2,000円

コス トはただ,固 定産物が販

売で きるので。但 し,販 売で

きなければ,約30万 円

2万4,000円

(1万8,000円)

24万 円

3万2,000円

(1バ レル,25$と して)
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いが,植 林や回収 ・処分のための財源 として

重要な手段 となると考えられている。

2。4共 同実施 と多目的プロジェク ト

生物的なCO,固 定法の中では,す でに述べ

てきたように,植 林が現在最 も現実的な方法

である。植林 を行 う場合,先 進国ではその単

価が高 くなるため,発 展途上国で行 う場合が

でて くる。 この場合,先 進国が植林の資金を

提供 し,途 上国が植林の場所 を提供す ること

になる。 これは,「共同実施」と呼ばれ,温 暖

化防止のための一つの手段 として成立するよ

うになってきている。

このような,共 同実施 と呼ばれる生物的な

CO2固 定のプロジェクトのい くつかが実施さ

れて きている。発展途上国では,実 際の問題

としてCO2を 固定す るためだけの植林 とい う

ものは考 えられない。農業植林や(果 樹や薪

を取る)工 業植林(パ ルプや建材をつ くる)

が行 われるのが通例である。 このような発展

途上国におけるプロジェクトに相乗 りするこ

とによるCO2固 定の効果 をねらっていく方法

では,コ ス トの一部 を負担するだけでよいか

ら,CO,を 固定する植林のためのコス トは通

常の植林の約1/10,1～0.1$と 試算されて

いる。

例えば,1989年 にガテマラの農業植林計画

に参加 した米国電力会社AES社 は,少 なく

とも2億tの 炭素が固定され ると見積 もられ

ている農業植林計画に200万$の 出資を行 う。

これはCO2固 定の コス トとして炭素1tCあ た

り0.1$を 意味している。米国ではこのような

観点か ら,CO2固 定のコス トとしては5$以

下のプ ロジェクトに注 目す るようになってい

る。

3.植 林 とバ イ オ マ ス

植林によるCO2固 定は,森 林が極相林 とな

るともうそれ以上CO2を 吸収 しな くなるの

で,CO2固 定に関して限界が存在す る。もし,

森林に蓄 えられた有機炭素 をバイオマス ・エ

ネルギー として利用することができれば,そ

こででて くるCO2は 再び森林 として貯蔵する

ことができるので,ト ータル としてCO2の で

てこないエネルギー として利用す ることが可

能である。この場合,再 生可能エネルギー と

して半永久的にエネルギーを生産 し続けるこ

とができる。 このような観点か ら植林 をバイ

オマス ・エネルギー生産の場 として結びつけ

て考 える方向がでてきている。

3.1バ イ オ マ ス ・エ ネ ル ギ ー の 利 用

バ イ オマ ス ・エ ネ ル ギ ー は,森 林 バ イ オ マ

ス に 始 ま り各 種 残 渣 物,メ タ ン発 酵 ・ア ル コ

ー ル発 酵 等
,い わ ゆ る生 物 の 体 に 由 来 す る も

の は 総 て含 まれ る。 しか し,こ こで はバ イ オ

マ ス ・エ ネ ル ギー の9割 以 上 とい わ れ て い る

森 林 バ イ オ マ ス に 限 っ て 話 を進 め て い く。

(1)バ イオマス ・エネルギーの利用状況

多 くの発展途上国では,い わゆる薪や炭の

ようなバイオマス ・エネルギーに依存 してい

るが,こ のようなエネルギーは石油や天然ガ

スのような化石燃料 とは異なり大部分が実際

には取引されない非商用エネルギー として利

用 されている。従って,そ の実体は統計に現

れない推計の領域である。1987年 のバイオマ

ス利用量は国連の推計では567MTOE(ミ リ

オントンオイル相当)で あるが,世 界エネル

ギー会議(1989年)の ホール らの見積 もりに
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よれば1,275MTOEと2倍 以上の開 きがあ

る。 ホールらの推計の方法は発展途上国にお

ける人口にバ イオマス使用量 を一定の仮定の

下に乗 じて,統 計に現れないバイオマス使用

量 を推計 したものであ り,現 状では最 も精度

の高い推定値 と考 えられている。図5に 示 し

たように発展途上国においては全エネルギー

の35%を,主 に薪 などのバイオマス ・エネル

ギーに頼 っている。先進国では化石燃料や原

子力等 を多用 しているため,バ イオマス ・エ

ネルギーの割合はわずか3%と なっている

が,世 界全体 では14%と なっている。

(2)こ れからのバイオマス ・エネルギー利用

ブラジルにおけるアル コール生産によるガ

ソリンの代替が,大 規模に行われてきた唯一

のバイオマス利用であるが,今 後は薪木によ

る石炭の代替が進むことが予想されている。

その中の一つ として,森 林バイオマスを利

用 した薪発電が考 えられている。薪発電は も

ともとアメリカにおける森林製材業のおが く

ずや,製 材の残渣 を処分す る過程 で始 まって

いる。現在 まではその多くが非商用エネルギ

ー として工場 内の内部動力 として利用 されて

きたが,最 近では売電を目的 としたものがで

るようになってきている。アメリカ,ス ウェ

ーデン,フ ィリピン,ブ ラジル等で実用化 さ

れてきているが,ブ ラジルにおける木材燃焼

発電 コス トは天然林 を利用 した例 で7.3セ ン

ト/kWhと やや高いが将来的には4.3セ ン ト/

kWh程 度になると見積 もられている。

木材燃焼発電は,一 般的には全木をチップ

に加工 し,こ れを流動床燃焼 し,蒸 気ター ビ

ンで発電する方式 となっている。木材は石炭

と較べて,発 熱量が小 さいので発電効率はそ

れほど高 くな く30%程 度 とされている。石炭

エネルギー

の消費割合

合 計

人 口

一人当たり

のエネルギ
ー使用量

世 界

399EJ(9,067Mtoe)

50億 人

79.8GJ(1.81toe)

先進国

原子力5%

水力6%

天然ガス
7%

バ イ オマ ス3%

265EJ(5,947Mtoe)

世 界 の65%

12億 人 世界の24%

218GJ(4.96toe)

途上国

原子力1%

水力6%
ノく

天然ガス バイオマス

17%35%
石炭28%

石油

23%

137EJ(3,120Mtoe)

世 界 の34%

12億 人 世 界の76%

36GJ(0.82toe)

[出典:ホ ール ら,1989]

図5バ イオマ ス ・エネ ル ギーの全 エネ ル ギー 消 費に 占め る割合
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と同様ガス化 して二段階で発電す る複合発電

も実証段階であるが,こ の場合の発電効率 も

40数%と いわれている。

木材 を利用 した発電の場合,燃 料である木

材 をどのように供給す るかが大 きな問題であ

る。ハ イブ リッ ド・ポプラ等の成長の早い樹

種 を利用 して六年間に一 回植林 して伐採する

サイクルを,ア メリカの電力研究所(EPR

I)が 提案 している。図6の ような土地 を六

等分 し,そ の中央に発電所を置き,伐 採 した

木材は発電所に集めることにより,集 荷 をシ

ステム的に行 うものである。半径10kmの 場合,

植物の生産性をhaあ た り年7.5t(乾 重)と して

発電効率34%で100MWの 発電が5セ ン ト/kWh

程度で可能 としている。このような,集 約的

な栽培 をする場合は通常の農作物を管理する

ようなきめ細やかな栽培や,耕 地のような生

産性の高い土地が必要 となる。

3.2バ イ オ マ ス ・エ ネ ル ギ ー の 見 通 し

(1)植 林 によるバイオマス ・エネルギー供給

可能量

IPCCの 将来のエネルギー供給のシナ リ

オの一つ として,ま た米国EPA(米 環境保

護局)の 将来のエネルギー供給の一手段 とし

て,バ イオマス ・エネルギーが注目を浴びて

お り,将来的には全世界のエネルギーの1/3

程度 をバイオマス ・エネルギーでまかなうシ

ナ リオまで登場 して きている。その根拠 とな

っているのが植林可能面積 と,現 状における

森林保有面積である。

植林によるバ イオマス ・エネルギーの供給

可能量の評価 として,代 表的な事例 を表6に

示 した。いずれの推定値 も大きな供給可能量

一
20km

図6薪 発電の概念図

を示 しているが,か な り大 きな幅(15～208

EJ〈10'Sジ ュール〉)が あり,こ れは推定方法

が成熟していないことに由来 している。推定

方法の問題点としては,エ ネルギー植林に利

用可能な土地面積を,様 々な目的(土地保全,

劣化地回復,CO2固 定,地 域の燃材供給 など)

のために推定 された値 を流用 していること,

楽観的な土地競合シナ リオに基づいているこ

とがあげられる。

エネルギー植林の可能面積 を推定するため

には,繰 り返 し伐採す ることに耐え得るよう

な生産性のある土地であることがまず重要で

あ り,そ のような土地は食料生産 と強 く競合

することが想定される。このような条件下で

のエネルギー植林はかなりの制約 を受けるこ

とが予想 される。

② 土地利用競合を考慮 したバイオマス ・エ

ネルギー供給可能量

土地利用形態をある程度考慮に入れ,先 進
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表6植 林によるバイオマス ・エネルギー供給可能量の見積 りに関する従来の文献整理ならびに

その問題点

文献名 算出方法 具体的方法 植林面積など 算出方法の問題点

1.Johansson トップダ ウンと ・先進国は余剰耕地を,途 上国 ・2050年 までに先進国で108 ・楽観的な食料供給シナ リ

(1993) ボ トムア ップ は劣化地を利用するとした。生産 Mha,途 上国 で321Mhaの オに基づ いている。

性 は10～15t/ha/yrと して い る。 合 計429Mhaで128EJ/yrを ・他の 目的のため に算出 し

生産。 た植林可能面積を流用して

い る。

2.Dessus トップ ダウンと ・世 界を22地 域 に分け,現 存す ・2020年 において,木 材か ・2020年 と比較的見積 の年

(1992) ボ トムア ップ る森林からの木材に加えて,サ らは,先 進 国 と途上国 とも 次が速く現在の土地利用が

トウキビなどの作物 を考慮。木 に4.2EJ/yr,他 の作物か ら 大きく変化しないと想定し

材は生産性 を5ラ ンクに分け, は世 界 合 計 で6.3EJ/yrの て い る。

また,輸 送可能性を考慮。作物 総計14.7EJ/yrを 見込 んで

は,人 口密度を用いて利用可能 い る。

面積 を推定 している。

3.HalI トップ ダウン ・生産性 を途上国5t/ha/yr ,先 ・世界の耕 地,永 年牧草地, ・ラフな推計である。

(1991) 進国10t/ha/yrと す ると,先 進国 森林の合計の10%(890Mha)

では39EJ/yr,途 上国では38EJ/

yr供 給可能 と見積。

4.Alcamo シ ミュ レー シ ョ ン,
・IMAGEモ デル(地 球全体 の ・シナ リオに よリバイオマ ・楽観的な食料供給シナリ

(1994) ボ トムアップ 土地のグリッド単位計算を含む ス ・エネル ギー導入量を設 オに基づ いてい る。

地球環境 土地利用,土地被覆,エ 定。最大で2100年 に208EJ/

ネルギーを統合 した大規模モデ yrを 想定。

ル)を 使 っ た シ ミュ レー シ ョ ン。

算出方法のうち,ト ップダウンは地球規模で積算された基準面積に特定の基準を掛け合わせて算出するもの。ボトムアップは物

理的 ・技術的観点から積み上げたもの。

国での余剰耕地(生 産過剰等の理由により休

閑 している耕地),お よび発展途上国の潜在耕

地(現 在は森林 として存在 しているが,耕 地

としての生産性 を持っている土地)に 基づい

てバイオマス ・エネルギーの供給可能量を見

積 もると,表7に 示 したように2010～2020年

において約95Mhaの 耕地か ら33.5EJ/年 程度

のエネルギー供給が見込まれ る。ただしこの

見積 もりでは,食 糧供給の南北格差は依然放

置したままである。

次に,世 界合計の全耕地(こ の場合は,既

耕地 と余剰耕地,潜 在耕地 を含めるもの とす

る)の 内,食 料供給に用いて余 る土地 を全部

エネルギー植林するとして,2100年 頃を想定

してエネルギー供給を見積 もってみる。全耕

地面積は様々な見積 もりがあるが,最 も楽観

的な値では3,900Mhaを 耕地面積 と仮定 して

(現在の耕地面積 は1,440Mha)食 料生産 を

行った場合,こ の耕地による2100年 の穀物生

産量が16.9Gt(109ト ン)/年 であり,世 界の人

口による食料の需要が9.2Gt/年 であれば,こ

の差 に相 当す る7.7Gt/年 を生産す る余剰耕

地 は1,767Mhaと なる。これか らでて くるエ

ネルギーは353EJ/年 という巨大 なもの とな

る。 しかし,こ の見積 もりは最 も甘い仮定に

立っているもので,実 際には2100年 頃には食

料需給は逼迫 し,現 在保全 している熱帯雨林

をも耕地に変換 しなければならないことが予

想 され,バ イオマス ・エネルギーの生産に充

てられる肥沃な土地は殆 ど無 くなることが予

想、される。

すなわち,2010～20年 頃は食料需給がそれ

ほど逼迫する可能性はないので,若 干の余剰

耕地や潜在耕地を利用 したバイオマス ・エネ

第20巻 第4号(1998)
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表72010～2020年 の植 林 に よるバ イオマ ス ・エ ネル ギー供 給見 通 し

現在耕地面積
現在余剰耕地
面積

将来余剰耕地
面積

2010～2020年

の エ ネル ギー

植 林 面 積

植林に よるバ

イオマス・エネ

ルギー生産 量

単位 Mha Mha Mha Mha EJ/yr

世界合計 1,440 一 >136 95 33.5

先進国

アメ リカ合衆 国 162 25 74 8～16 2.4～4.8

カナ ダ 46 6 >0 3 0.9

日本 4.7 一 0 0 0

オー ス トラ リァ

/ニ ュ ー ジー ラ ン ド 48 『 >0 >0 >0

欧州共同体 130 30 62 30 9

東欧 55 } 0 0 0

旧ソ連 232 一 0 0 0

途上国

ラ テ ンア メ リカ 184 50 20

・カ リブ 海諸 国

サ ブサハラアフ リカ 211 0 0

近 東 ・北 ア フ リカ 62 0 0

南ア ジア 186 0 0

東 アジア(中 国を除 く) 77 0 0

中国 97 0 0

先進国は余剰耕地 を,途 上 国は潜在耕地 を利用するとしている。伝統的薪炭利用は除外 していることに注意。バイ

オマ ス発熱量 は20GJ/tdbと した。バ イオマス生産性は南米 では20tdb/ha/yr,他 の地域 では15tdb/ha/yrと した。

カナ ダについては,ア メ リカ合衆国 を参考 に,現 在余剰耕地の1/2が エネルギー植林に利用 できるとした。オー

ス トラ リア とニュー ジーラン ドについては見積 もっていないが,あ る程度のエネルギー植林 が見込 まれ る。東欧 と

旧ソ連については穀物生産能力が存在 しないためエネル ギー植林 は存在 しないとした。

ルギーの生産が可能であるが,2100年 頃には

人口の増加 とそれに伴 う食料生産の必要性か

ら,余剰耕地を使ったバイオマス・エネルギー

の生産 は先細 りとなることが予想される。

4.お わ りに

生物的なCO2固 定の方法は植林 とバ イオマ

ス ・エネルギー利用 とに焦点が絞 られて きて

いるが,植林に しろ,バ イオマス発電にしろ技

術的な問題 はほとんど解決 してお り,む しろ

政策的な問題へ と推移 しているように見受け

られる。なお,本校は著者が既に発表 してきた

「地球温暖化 とバイオテクノロジー」『資源 と

素材』1994年14号,「 植林による持続可能なエ

ネルギー生産」『緑の文明学会報』1996年2号

の内容を大幅に改題 して著 したものである。
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〔調査研究報告〕

地球温暖化問題 と

その対応 についての概要

吉 江 照 一(㈲ エネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 部長)
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1.は じ め に

地球 温暖化問題 は,化 石 燃料使用 に伴 う

CO2な どの温室効果ガスが大量に大気中に放

出され,こ れにより長期的に地球規模で気温

が上昇 し,そ の結果,海 面の上昇や気候 の変

動等様々な悪影響が顕在化 して くることが懸

念される問題である。大気中の温室効果ガス

の濃度は,近 年,人 類の活動が質的量的に変

化 したことに伴い,急 速に増大 し始めている。

地球温暖化を防止するための温室効果ガス

の排出削減は,特 定の国だけが実施 しても効

果はな く,国 際的取組みが不可欠であ り,こ

れまでに多くの国際会議が開かれ議論されて

きた。1997年12月 には,わ が国が議長国とな

り,気 候変動枠組み条約に関す る第3回 の締

約国会議(COP3)が 京都で開催 され,2000

年以降の先進国の温室効果ガス削減 目標が設

定 された。

本稿 では,こ れまでの地球温暖化問題に対

す る内外の動向やCOP3で の取 り決め,CO2

排出削減に関する技術的対応策等について概

略する。

2.温 室効果ガスについて

地球温暖化を一言でいえば,CO2等 の大気

中の赤外線 を吸収す るガスの増加により,地

表から宇宙空間へ出てい く熱放射が妨げられ

るために起 きる気温の上昇である。この大気

中の赤外線 を吸収す るガスを温室効果ガスと

いう。

現実の地表面の大気温度は,約15℃ である

が,温室効果ガスがないとすると,マイナス18

℃になると言われ る。従って,地球上の生態系

に とっては,温 室効果ガス自体は必要なもの

であるが,問 題は温室効果ガスが過剰に存在

すると気温が上昇 し,各 地域における気候の

バランスや生態系のバランスを崩 し,それに伴

う海面上昇,農 作物への悪影響,マ ラ リアの発

生の増大などを引 き起こす ということである。

温室効果ガスには,CO2,メ タン,亜 酸化窒

素(N20),オ ゾン,各 種フロン,水 蒸気等が

ある。現在の地球の温室効果の90%以 上は,

水蒸気によって引き起こされているといわれ

るが1),水 蒸気が地球温暖化問題で問題にさ

れないのは,人 為的排出量より,自 然生成量

の方がはるかに大 きく,人 工的制御が利かな

いためである。表1は,各 種温室効果ガスの

温暖化能力(地 球温暖化指数)と 寿命時間 を

示 した ものである2)。温暖化能力 とは,あ る温

室効果ガス1kgを 大気 中に放散 した ときに,

同じ条件のCO2の 温暖化効果に対する比であ
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表1地 球 温 暖 化 指 数

温室効果ガス 寿命(年)
地球温暖イヒ指数

20年 100年 500年

CO2 50～200 1 1 1

CH4 12.2±3 56 21 6.5

N20 120 280 310 170

HFC134a 14.6 3,400 1,300 420

HFC-23 264 9,100 11,700 9,800

PFC-14 50,000 4,400 6,500 10,000

PFC-116 10,000 6,200 9,200 14,000

SF6 3,200 16,300 23,900 34,900

出所:IPCC報 告 書1995

る。当然ながら気体の赤外線吸収量が大 きい

ほど,また寿命時間が長いほど大 きい値になる。

地球温暖化などの地球規模の気候変動は,

エネルギーの大量消費など人間活動の拡大に

よる温室効果ガスの上昇 によるものだけでは

な く,自然変動による,例 えば,地 球軌道の長

周期変動 太陽活動の変化,火 山活動などの

影響 もあり,人 間活動がどの程度寄与 してい

るかは,不 透明な部分が多い。また,化石燃料

の燃焼などから生 じるエアロゾル(大 気中に

浮遊する微粒子)の 増加 は,地 球 を冷却する

方向に作用するといわれている。 しか しなが

ら,近 年の温暖化の傾向は,人 間活動による

ことが大 きい というのが,一 般的認識である。

表2は,CO2,エ アロゾル,太 陽活動の過去

100年 における地球温暖化(約0.6℃ 上昇)へ

の寄与を推算した例である3)。これによれば,

温室効果ガスのプラス効果 とエアロゾルのマ

イナス効果 を総合す ると,人 間活動による温

暖化への寄与は,約7割 を占めることになる。

図1は,気 候変動に関す る政府間パネル

(IPCC)の 第2次 報告書に示された,産業革命

前から現在 までの人間活動による地球温暖化

への,温室効果ガス別の寄与である。CO2が64%

と最 も大 き く寄 与 して い るが,メ タ ン,フ ロ ン

類 な どの ガ ス の影 響 も大 きい こ とが 分 か る。

こ のIPCC報 告 書 は,地 球 温 暖 化 に対 して,

表2地 球 温暖 化へ の要 因(1986～1996年)

温 室効 果 ガ ス

(CO2,CH4,N20,CFCs等)

184%(1.1℃)

エ ア ロ ゾル 一112%(-0
.70C)

太陽活動 28%(0。2℃)

トー タル 100%(0.6℃)

(注)CO2濃 度 が2倍 に な っ た と き,3℃ の気 温

上 昇 を仮 定

出所:T.Wigley;W.E.C.SymposiumonGlobal

Warming,Tokyo,1997

出所:IPCC報 告書1995

図1地 球 温暖 化へ の温 室効 果 ガス別 寄与
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以下のような警告を行 っている。最近の地球

の温暖化傾向は,化 石燃料の燃焼等の人間活

動によって生 じたCO、の上昇によるもの と断

定 し,何 らかの対策をとらないと,2100年 に

は,平 均気温が約2℃,海 面は約50cm現 在 よ

り上昇するとしている。また,CO、 を産業革命

以前の約2倍 の550ppmに安定化 させ,温暖化 を

食い止めるには,2100年 までのCO2の 累積排

出量 を現在想定 されているべ一スに比べて,

34%削 減する必要があるとしている。

3.地 球温暖化問題に対する国際的動向

CO、の増加が地球 を温暖化す るという指摘

は,既 に,1896年 にスウェーデンの化学者ア

レニウスが行った といわれるが,地 球温暖化

問題が,国 際的関心を強 く引 くようになって

きたのは1980年 代後半からである。 これは,

一つは冷戦が終わ り東西間の緊張が無 くなっ

て(1989年 ベル リンの壁崩壊),国 際政治にお

ける関心が地球環境問題に向け られるように

なったこと,一 つは,1987～1988年 のアメリ

カにおける異常気象による干ばつ ともあいま

っての,1988年6月 の米上院公聴会における

ハンセン証言である。これは,米 航空宇宙局

(NASA)の ゴッダー ド宇宙研究所のハンセ

ン所長が,コ ンピュータ ・シミュレーション

の予測値 をもとに近年の温暖化は,99%温 室

効果ガスによるもの と発言 し,大 きな社会的

影響 を与えたことである4)。

表3は,地 球温暖化問題に関する国際的動

きをまとめたものである。1988年 の トロン ト

会議では,世 界的なレベルで初めて,科 学者,

官僚,政 治家が集合 して地球温暖化 を議論 し,

「先進国のCO2排 出量を2000年 までに20%削

減すべ きである」 とい う提言が採択されてい

る。同年,世 界気象機構(WMO)と 国連環境計

画(UNEP)に よりIPPCが 設置されている。

IPPCは,気 候変動に関す る最新の科学的知

見をとりまとめて評価 し,各 国政府にア ドバ

イスとカウンセルを提供す ることを目的 とし

た政府間機構 であ り,こ れまでに2度 報告書

を作成 し,人 間活動拡大に伴 う地球温暖化へ

の警告 を行 っている。

1992年 には,地 球温暖化防止対策を国際協

力で進め るため,国 連で気候変動枠組み条約

が採択され,同 年開催 されたリオ環境サ ミッ

トでは,155ケ 国がこれに調印している。この

条約の中では,2000年 のCO2排 出量を1990年

レベルに抑制することを目指 しているが(法

的拘束力 を持 ったものではない),各 国 ともこ

れを達成す るには,非常に厳 しい現状である。

一方,2000年 以降の地球温暖化対策に関 し

ては,こ れまでに,95年 のベル リンでのCOP

1,96年 のジュネーブでのCOP2,97年 の京

都 でのCOP3と3回 の締約国会議が開催 さ

れて きた。COP3の 概要については,次 章で

述べ ることにする。

4.COP3の 概 要

1997年12月 京都で開催 されたCOP3に は,

161ケ 国が参加 し,2000年 以降の先進国の温室

効果ガス削減 目標 を盛 り込んだ議定書を正式

に採択 した。削減に向けた途上国の取 り組みに

関しては,残 念ながら議定書ではうたわれなか

ったが,先進国を軸に世界各国が地球温暖化防

止に本格的に取 り組む重要な一歩 といえる。

COP3の 初期段階においては,2010年 に向

かっての温暖化ガス削減 目標 として,1990年

の排出レベルに対 し,日 本政府は5%,米 国

は0%,EUは 一律15%削 減 を提案す る等,
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表3地 球温暖化問題に関する国際的動きとわが国の対応

年 国際会議ほか 内 容 日本の対応

1979 ・第1回 世界気候会議 地球温暖化に対する危険性を指摘
す る。

1985 ・フ ィ ラ ッハ会 議 温暖化 の影響に関 しての初めての

「二酸化炭素 およびその他 科学的な国際会議。

温室効果ガスの,気 候変化

とその影響 における役割 の

アセスメン トに関す る国際

会議」

1988 ・ハ ン セ ン議 会証 言

・トロ ン ト会 議 先進諸国に対 し,炭 酸ガス排出量

「変 わ りつつある大気一地 を2005年 まで に現 状 の レベ ル よ り

球安全保障に とっての意味 20%削 減 し,最 終的には50%以 上

に関する国際会議」 削減す るように とい う具体的提言

を行 う。

1988 ・気候変動 に関する政府間パ 1990年 中頃 までに科学的知見,影

ネ ル 「IPCC」 の 設 置 響,対 策につ いて検 討 を行 うこと

を決定。各国か ら温暖化 に関す る

専 門家が集 まって,国 際社会の次

元 で温暖化 のシナ リオ 「科学的ア

セスメン ト」 を作成す るこ とを決

め る 。

1989 ・ノル ドウ ェイ ク会 議 CO2な どの温室効 果ガスの排 出の 地球環境保全に関する関係閣
「大気汚染 ・気候変動につ 安定化の必要性について合意。 僚会議の設置。

いての閣僚 会議」

1990 ・IPCC第1次 評価報告書 温室効果ガスの大気中濃度 を現状 地球環境保全に関する関係閣
レベルに安定化す るには,た だ ち 僚会議で 「地球温暖化防止行
に排出量 を現状 よ り60%削 減す る 動計画」策定。CO2の 排 出抑制

必要があ ると勧告。 目標やそのための対応策が示

され た 。
・ヒ ュ ー ス ト ン ・サ ミ ッ ト

「地球再 生計画」 をヒュー ス

トン ・サ ミ ッ トで 提 唱。

1992 ・気候変動枠組み条約採択

・国際環境開発会議 「環境 と 気候変動枠組 み条約に 日本 を含む

開発 に関す る国連会議」(リ 155力 国 が署 名 。

オ環 境 サ ミッ ト)

1993 環境基本法制定。

1994 ・気候変動枠組み条約発効

・締約 国会議の設置

1995 ・第1回 締約国会議(COP1) ベ ル リン マ ンデ ー トの採 択: 協同実施活動 ジャパン ・プ ロ
COP3ま で に2000年 以 降 の新 し グラム を決定。

い公約 策定 とパ イロッ ト段階の活
・IPCC第2次 評価報告書採択 動 を設定すること。

1996 ・第2回 締約国会議(COP2) IPCC第2次 評価報告書の評価。
ベ ル リン マ ンデ ー トの検 討 。

1997 ・第3回 締約国会議(COP3) 先進国の温室効果ガス削減 目標 を COP3の 議 長 国 と して の ま

定めた 「京都議定書」を採択。 とめ 役 。

出所:文 献4等 より作成
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参加各国間で大 きく意見が分かれていた。合

意に至 るまでの交渉は紛糾を極めたが,以 下

の骨子で漸 く合意が成立した。

①削減対象 とする温室効果ガスは,CO,,メ タ

ン,亜 酸化窒素 と3種 の代替フロン系ガス

(ハイ ドロフルオロカーボン(HFC),パ ー

フルオロカーボン(PFC),六 フッ化硫黄

(SF6)の6種 類 とする。

②先進国全体で,1990年 比で5.2%(CO、 換算)

の削減 を達成 し,各 国ごとに削減 目標 を設

定す る。削減の基準年はCO、,メ タン,亜 酸

化窒素 に関しては,1990年 とし,代 替フロ

ン類については,1995年 とする。主な国別

内訳としては,EU8%,米 国7%,日 本

6%で ある。

③ 目標達成は,2008年 から2012年 までの5年

間の平均 とする。

④温室効果ガス吸収源 としての森林 の役割

は,1990年 以降の植林,伐 採に限 り考慮する。

⑤先進国間での排出権取引および共同実施 を

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
総
丑

地球再生計画

湾げ

拶拶.
.ザ諺

認め 目標達成のための柔軟性を高め る。排

出権取引の具体的な実施規程は,COP4以

降の締約国会議で決定する。

なお,COP4は,1998年11月,ア ルゼ ンチン

で開催 されることとなった。

5.地 球温暖化問題に対するわが国の対応

5.1地 球再生計画の提言

わが国の地球温暖化問題へ の対応 として

は,1990年 の地球環境保全に関する関係閣僚

会議での申し合わせ に基づ き,対外的には「地

球再生計画」 をヒュース トン ・サ ミットで提

唱 している。「地球再生計画」とは,産 業革命

以来200年 の間に変化 した地球 を,

・世界的な省エネルギーの推進

・クリーンエネルギーの大幅な導入

・革新的なエネルギー環境技術の開発

等により,今後100年 かけて温室効果ガスを削

減 し緑の地球 を再生す ることを目標 とした,

総合的かつ長期的な行動計画である(図2)。

地球的規模の気候変動

●地球的規模の気温上昇(現在レベルより約3℃ 上昇)

●海面上昇(現在レベルより約65cm上 昇)

世界的な省エネルギーの推進

技術移転

緑の地球への 再生

ク リー ンエネルギー の大幅 導入

革新的な環境技術の開発

技術開発

蜘駕
鯨ミ

:,c・ ・吸囎 の拡大

次世代を担 う革新的エネ
ルギー関連技術の開発

且99020502100

出所:通 産資料調査会 省エネルギー総覧1997

年

図2地 球 再 生 計 画 の概 念 図
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この 「地球再生計画」に関しては,1997年

3月,産 業構造審議会地球環境部会の中間報

告書で,「気候変動問題についての我が国の対

応について(新 地球再生計画構想を中心 とし

て)」という骨子で,2000年 ～2100年 に向けて

のCO2対 策技術に対する具体的検討に資する

ため,全 世界を対象 として以下のシナ リオに

ついての試算を行っている。

①CO,の 抑制のない自然体ケース

この場合は,一 次エネルギーにおける石

炭の割合が著 しく増加 し,2100年 にはCO2

レベルは,700～1000ppmと 予想 され温暖化が

進む という結果 となる。

② 政策制度面の支援がな く2100年 にCO2濃

度 を550ppmに制約するケース

この場合は,技 術開発が進まないため,

対策技術の コス トは下がらず,エ ネルギー

供給 コス トが大幅に上昇 し,エ ネルギー需

要が 自然体 ケースに比べ,4割 強減退す る。

③ 技術開発・移転を政策的に促進する前提で

2100年 にCO2濃 度を550ppmに制約す るケース

この 「新地球再生計画」 と呼ばれるシナ

リオに対す る試算結果 を図3に 示す。これ

によれば,目 標をクリアするためのCO2の

排出量削減の分担 としては,将 来的には,

省エネルギー3割,ク リーンエネルギー3

割,革 新的エネルギー2割,CO2の 回収分離

約1割 という分担になる。

5.2国 内の行動計画

国内の行動計画 としては,前 述の地球環境

保全に関する関係閣僚会議での決定に基づ く

「地球温暖化防止行動計画」があ り,こ れは,

「一人当た りCO2排 出量について2000年 以降

概ね1990年 レベ ルでの安定化 を図ること」,

「CO,排 出総量が2000年 以降概ね1990年 レベ

ルで安定化するように努めること」等を目標

としている。対策 としては,非 化石エネルギ
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出所:産 業構造審議会地球環境部会 資料

図3「 新地球再生計画」に対する試算結果
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一源の活用
,炭 素の含有の少ない燃料への転

換,エ ネルギー効率 の改善,CO2の 吸収源 とな

る森林の保全 などを規定 している。

CO2排 出抑制に係わる省エネ,新 エネの強

化 を目的 とした最近の取 り組み としては,

・総合 エネル ギー対策推進会議 にお ける

「2000年に向けた総合的な省エネルee'・一一

対策」の決定(1997年4月)

・「新エネルギー利用等の促進に関す る特

別措置法」の施行(1997年6月)

・「新エネルギーの利用等の促進 に関する

基本方針」の閣議決定(1997年9月)

がある。

前者の 「省エネ対策」は,産 業,民 生,運

輸の全ての部 門にわたる66項 目の具体的強化

施策か ら構成されてお り,今 後,本 対策に基

づ き,具 体的な対策の実施 ・検討を進めると

ともに,毎 年実施状況をフォローアップす る

ことになっている。産業分野における対策は,

事業者による一層の省エネルギー促進,行 政

による省エネルギー設備の導入支援等が,民

生分野での対策は,省 エネルギー型住宅の普

及促進,住 宅以外の建築物の省エネルギー化

の推進等が,ま た,運 輸分野での対策 として

は,交 通機関単体のエネルギー消費効率の向

上や 自動車交通円滑化,渋 滞緩和等の交通対

策が うたわれている。

後者の 「新エネ法」は,新 エネルギーの導

入 を総合的に推進するために,政 府,エ ネル

ギー使用者,エ ネルギー供給事業者,機 械器

具の製造 ・輸入事業者,地 方公共団体等の講

ずべ き基本的措置を定めたものである。

なお,対 象 となる新エネルギーは,太 陽光

発電,風 力発電,太 陽熱利用,温 度差エネル

ギー利用,天 然ガスコー ジェネレー ション,

燃料電池,廃 棄物発電,ク リーンエネルギー

自動車(電 気 自動車,天 然ガス自動車,メ タ

ノール自動車)等 である。
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6.わ が 国 のCO2排 出 動 向

わ が 国 の 温 室 効 果 ガ ス 排 出 の96%はCO2で

あ り,そ の9割 強 が エ ネ ル ギ ー 起 源 で あ る。

図4は,わ が 国 のCO2の 排 出動 向 で あ る。

CO2の 排 出量 は,年 間 約3.3億 トン で あ り,こ

れ は世 界 の 約5%(世 界 で4番 目)に 当 た る。

エ ネ ル ギ ー 関 連 のCO2排 出 量 は,1990年 で2.9

億 トン,95年 で3.1億 トン,何 ら対 策 を と らな

い場 合 の2010年 の 見 通 しは3.5億 トン とな り,

1990年 レベ ル に対 し て約20%の 増 大 と な る。

こ の よ うな状 況 を背 景 に,総 合 エ ネ ル ギ ー

調 李 会 基 本 政 策 小 委 員 会 は,1996年5月 ～12

月 に か け て,今 後 の エ ネ ル ギー 政 策 の あ り方

に 関 す る広 範 な検 討 を進 め,同 年12月 に 中 間

報 告 書 の 取 り ま とめ を行 っ た 。

そ の 中 で,2000年 ～2030年 の エ ネ ル ギー 見

通 し とわ が 国 のCO2排 出 量 見 直 し を探 る 目的

で の シ ミュ レー シ ョン が実 施 さ れ て い る。 シ

ミュ レー シ ョ ンの シナ リオ と結 果 を表4お よ

び 図5に 示 す 。 これ に よ る と,現 行 程 度 の 省

エネ,新 エネ施策でこのまま推移 した場合に

は,CO2排 出量は大幅に増大す ると見込 まれ

る一方,CO2排 出総量 を1990年 レベルに抑制

す るためには,省 エネ,新 エネ,原 子力 をそ

れぞれ最大限に推進 して,2030年 に初めて実

現可能 というものである。従って,最 近のエ

ネルギー消費の大幅な増大傾向や新エネルギ

ー導入の停滞 ,原 子力発電所の立地の困難さ

をみると,前 述の「地球温暖化防止行動計画」

の 目標 を上回るCOP3の6%温 室効果 ガス

削減の達成は,非 常に厳 しいもの と言える。

7.温 暖化問題に対する技術的対策の概要

地球温暖化 に対する技術的対策には,大 き

く分けて,「緩和策(mitigation)」 と「適応策

(adaptation)」 がある。前者は,積 極的にCO2

などの温室効果ガスの大気への放 出を抑制す

る対策であ り,後 者は,将 来温暖化 した場合

にその影響 を少な くさせる対策である。例 え

ば,後 者の対策 としては,海 面上昇に備えて

の堤防の構築,気 温の変化に応じての農作物

表4CO2排 出量 シ ミュ レー シ ョンの 「シナ リオ」 と試算結 果

基 本 的 想 定 試 算 結 果

・一定 の経済成長率達成 ・エ ネ ル ギー 消 費 の 伸 び は 年1 .0%程

シナ リオ1 (2011～2025年 度 平 均2.2%) 度
・現行程度の省エネ ・新エネ施策 ・CO

2排 出量 は1990年 度 の 約50%も の

・原子力 は20基程度増加の後,横 ば い 大幅増加

に転 ず る。 ・石油依存度 も48%の 高水準

・一定 の経済成長率達成 ・エ ネ ル ギ ー 消 費 の 伸 び は 年0 .7%程

シナ リオ2 (2011～2025年 度 平 均2.2%) 度
・省 エ ネ(5 ,000万k£ 相 当)・ 新 エ ネ ・CO

2排 出量 は1990年 レベ ル に抑 制 可

(8,000万k£ 相 当)施 策 の最 大 限強化 能
・原子力 は更に50基 程度増加 ・石油依存度 は41%ま で低下

(この結果,設 備容量1億kWを 達成)

横 ばいに転ず る。

出所:総 合エネルギー調査会 基本政策小委貝会 中間報告(平 成8年12月)
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の転換や品種改良などが挙げられる。

技術的緩和策に関しては,わ が国では主に

発電システムを中心に研究,開 発が進め られ

てきている5)・6)。本稿では,こ れらを参考にこ

れまでに検討されている技術的緩和策の概要

を述べ ることにす る。

大気中のCO2上 昇による温暖化を防 ぐ技術

的緩和策 としては,①CO、 発生 を抑制す る方

法 と②発生 したCO、を回収,③ 処理する方法

がある。

(1)CO2発 生を抑制する技術

CO2発 生を抑制するためには,省 エネルギ

ー技術の導入や化石燃料の効率的な利用 シス

テムの導入などによ り化石燃料消費量の削減

を図る方法 と,CO2発 生 を伴わない再生可能

エネルギー等の化石燃料以外のエネルギーを

使用する方法がある。

CO2発 生 を抑制する対策技術 としての例 を

以下に挙げる。

① 化石燃料の効率的利用 システム

・コンバイン ド・サ イクルによる高効率発

電 ニガスタービンや蒸気ター ビンなど2

個以上のサイクルを組み合わせ ることに

より,効 率 を向上 させ る発電方式。天然

ガス複合発電,加 圧流動床ボイラ複合発

電,石 炭ガス化複合発電などがある。既

存の発電所の送電端効率は,40%程 度で

あるが,こ れらのシステムでは約50%の

レベルにも上昇させ ることができる。

・コー ジェネレーション:発 電の際にでる

高温排熱を暖房,給 湯などに有効に用い

る電熱 併給 システ ムで総 合効 率 は,

70瓦80%と 高い。

・燃料電池発電:天 然ガス等の燃料 を改質

して得 られた水素 と大気 中の酸素 を電気

化学的に反応させて発電させるシステム

で,発 電効率は40～60%,排 熱を回収すれ

ば熱効率80%に す ることも期待できる。

② 再生可能エネルギー ・未利用エネルギー

の利用

・太陽光発電:半 導体の光電効果 を用い,

炭素換算億 トン
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太陽光エネルギー を電気エネルギーへ変

換。

・地熱,風 力,波 力などの発電への利用。

・廃棄物発電:ご み焼却に伴い発生す る高

温燃焼ガスを利用してボイラで蒸気 を発

生させ,蒸 気タービンにより発電。

総合エネルギー調査会の 「長期エネルギー

需給見通 し」によれば,わ が国での新エネル

ギーは1992年 度においては,黒液(パ ルプ液),

太陽熱,ご み発電が主で全一次エネルギーの

1%に 過 ぎなかったが,2010年 には3%を 目

標 としている。

③ 安全性確保に充分配慮 した原子力利用

現在稼働 中の原子力発電がなくなると発電

部門におけるCO2の 排出量は2割 アップする

といわれてお り,原 子力はわが国のCO2削 減

に大 きく寄与 してい る。電力供給 の安定や

CO2削 減において,他 に現実的で有効 な方法

がなければ,安 全性 を充分配慮 した原子力開

発利用の推進は,今 後 とも必要であろう。

(2)発 生 したCO2の 回収

化石燃料の燃焼に よるCO2の 回収 には,大

気に拡散 したCO2を 回収す る方法 と,燃 焼装

置等の発生源において回収する方法がある。

大気中からのCO2の 回収は,森 林などによる

光合成等の生態系 を利用す る方法 しか目下の

ところ有力な方法はないが,固 定燃焼装置か

らの回収方法 としては,以 下の3つ の技術的

方法が検討され,実 証試験 も行 われている。

① 空気燃焼による燃焼排ガスか らのCO2分

離 ・回収

燃焼排ガスか らCO2と 窒素 を分離 しCO2

を回収する方法で,以 下の技術が検討 され

ている。

・物理吸収 法:メ タノール,ポ リエチ レ

ン ・グリコール系統の吸収液に高圧下で

CO2を 溶解。

・化学吸収法:モ ノエタノール・ア ミン等ア

ミン系の吸収液に化学反応でCO2を 吸収。

・物理吸着法:ゼ オライ トなど固体吸着剤

によるCO2の 吸着,分 離。

・膜分離法:気 体の透過係数の差 を利用 し

て,高分子膜を通すことによりCO2を 分離

・深冷分離法 二原料ガスを圧縮液化 し,低

温でCO2を 蒸留分離。

② 酸素燃焼による燃焼排ガスか らのCO、直

接回収

化石燃料 を,空 気の代わ りに酸素 で燃焼

させ,排 ガス中に窒素がない状態でCO,を

直接 回収す る方法。

③ 燃焼前の燃料改質によるCO、分離 ・回収

ガス化 した化石燃料 を,水 蒸気改質反応

でCO2とH2に 転換 し,CO2を 分離回収 し,残

りのH2を 燃焼させ る方法で,CO2を 分離回

収する技術は① と同じである。

わが国における固定燃焼装置か らのCO、発

生の主たるものは,火 力発電所か らの発生で

ある。現時点では,発 電所にこのCO2分 離 回

収技術 を採用すると,発 電コス トの上昇 と燃

料消費量の増大に伴 う総合効率の低下が大 き

いことが指摘 されてお り,経 済性の面からも

早急な導入は困難な状況にあると言える。

(3)CO2の 処理

回収 したCO2の 処理 としては,以 下の方法

が検討 されている。

① 海洋処理

・CO
2を気体のまま500m程 度の浅海に,小さ

な気泡で放出し,海水に溶解 させ る方法。
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・液化 したCO 2を1,000～2,000m程 度の大

洋の中層水へ放流 し,海 水に吸収 させ る

方法。

・液化 または,固 化(ク ラスレー ト化)し た

CO、を3,000m以 深の深海に貯留する方法。

いずれの方法 も,CO、 の大量処理 に伴 う海

洋生態系への影響評価を充分に行い,そ の安

全性 を確認す る必要がある。

② 地 中処理

・原油増進回収(EOR)へ の利用:原 油層

にCO2を 高圧で注入することで,原 油 を

効率良 く回収す るとともに,原 油層に

CO2を 貯留す る方法。

・天然ガス田や油田にCO 2を貯留する方法。

・地下帯水層にCO 、を貯留する方法。

③CO、 の有効利用

・回収 したCO 2を利用 したアル コール,炭

化水素類などの有用物質の合成。

以上,CO2の 技術的緩和策には現段階で適

用可能なものから将来の技術開発 を待たねば

ならないものまで様々な方法が検討されてい

る。現段階では,単 一の対策による短期間で

の解決方法はなく,適 用可能な各対策 を平行

して進めてい く必要があろう。

8.お わ り に

COP3で 先進国の温室効果 ガス削減 の数

値 目標が設定され,わ が国に対 しては6%削

減 という厳 しい値が課せ られた。

地球温暖化問題への対応策 としてこれまで

様々な方法が検討 され提案 されているが,現

在 の と こ ろ地 球 温 暖化 問 題 を短 期 間 で解 決 す

る方 法 は な い。 問題 の 重 要 性,緊 急 性 を考 え

れ ば,省 エ ネ ル ギ ー 機 器 の導 入 な ど,現 在 の

技 術 レベ ル で実 行 可 能 な対 策 か ら取 組 む こ と

が 必 要 で あ ろ う。

主 た る温 室 効 果 ガ ス で あ るCO2の 発 生 は,

化 石 燃 料 の 利 用 段 階 だ け で な く,燃 料 の 採 掘,

処 理,輸 送,プ ラ ン トの 製 造 等 で も当 然 発 生

す る もの で あ る。 地 球 全 体 と して のCO2の 発

生 を抑 制 して い くに は,個 々 の 地 域 ご との 対

策 だ け で な く,グ ロー バ ル か つ ラ イ フ サ イ ク

ル の観 点 か ら効 率 的 な 対 策 を行 う 必 要 が あ

る。 こ の た め に は,先 進 国 と発 展 途 上 国 との

共 同 に よ るCO2抑 制 策 の実 施 が 望 まれ る。

地 球 温 暖 化 対 策 の 多 くが,省 資 源 や 自然 環

境 の保 全 に 繋 が る こ とを考 え る と,経 済 的 に

も リー ズ ナ ブ ル な 政 策 措 置 と技 術 開発 の 早 期

実 現 が 求 め ら れ る。
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〔調査研 究報告〕

火力発電ボイラから

沸騰水型原子炉の熱水力解析へ

楠 野 貞 夫((財)エ ネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 副主席研究員)
』

1.は じ め に

当 研 究 所 で は,平 成4年 度 か ら平 成9年 度

上 半 期 ま で,BWR(沸 騰 水 型 原 子 炉)の 熱 水

力解 析 コー ドの 開 発 に 関 す る研 究 を,電 力 会

社,大 学,メ ー カ,ソ フ ト会 社 と共 同 で 進 め

て き た。 そ の最 新 の成 果 は,平 成9年9月 末

に 東 京 工 業 大 学 で 開 か れ た 「第4回 サ ブ チ ャ

ン ネ ル 解 析 に 関 す る 国 際 セ ミナ ー 」(ISSCA-

4:TheFourthInternationalSeminaron

SubchannelAnalysis)の 論 文 集 に 報 告 し た。

な お,本 研 究 の 開 始 され た年 で あ る平 成4

年(1992年)に は 第1回 セ ミナ ー(ISSCA'92)

を 当研 究 所 主催 で 開 催 した 。 第2回 は1993年

に 米 国 で,第3回 は1995年 に ス ウ ェー デ ン で

開 催 され て い る。

こ こで は,本 研 究 の概 略 を述 べ る こ とに し

た い 。 その 準 備 と して,火 力 発 電 と ボ イ ラ の

方 面 か ら入 っ て,熱 水 力 に 関 す る予 備 知 識 を

概 説 して お く こ とに す る。

2.ボ イラ技術 と熱水力の発展

(1)産 業 革 命

火力発電,特 に汽力発電は,燃 料である石

油,石 炭,あ るいはLNG(液 化天然ガス)の

燃焼熱によって水から蒸気 を発生す る 「ボイ

ラ設備」 と,熱 を機械エネルギー(仕 事)に

変換する蒸気ター ビン設備 とが中心である。

火力発電を論 じるには,ボ イラ技術の基礎

となる水蒸気を利用する技術にさかのぼ る必

要がある。

蒸気力の利用例 としては,す でに西暦1世 紀

にアレキサ ン ドリアのヘ ロンが祭壇の扉 を開

く装置 を作 ったことが知 られている。1)しか

し,近 代的な蒸気機関は18世 紀の産業革命に

至 って発明された。当時,次 第に深 くなる石

炭坑道か らの湧水の汲み上げポンプの駆動力

に500頭 もの馬では限界に達 してお り,蒸気力

ポンプはこれに代わるもの として登場 した。

18世紀初頭には,ニ ュー コメンの蒸気機関が

実用化 され,イ ギリスだけではな くヨーロッ

パ大陸にも普及したが,そ の仕事効率は低 く,

大量の燃料を消費した。 これは,蒸 気 を冷却

したときの真空に及ぼす大気圧の力 を利用す

る 「大気圧機関」であった。

18世 紀中頃,グ ラスゴー大学のブラックは

潜熱を発見 した2)。その弟子であったJ.ワ ッ

トは潜熱が比熱 よりも約1000倍 も大 きいこと

を知って,そ れまでの蒸気機関の500パ ーセン

ト以上 もの熱効率改善のある蒸気機関 を発明

した。 この振動式回転機i関の特許が1782年 に

成立 し1800年 に消滅するまでに,ほ ぼ500台 の
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ワ ッ トの 蒸 気 機 関 が 市 場 に 出 た。1807年 に は,

ワ ッ トの 蒸 気 機 関 を利 用 した フ ル トンの 蒸 気

船 が ハ ドソ ン 河 を航 行 し,1829年 に は ス チー

ブ ン ソ ンの 蒸 気 機 関 車 が マ ンチ ェ ス ター ～ リ

バ プ ー ル 間 を走 っ て い る。

② 熱水力現象の基礎づけ

ブラックと同時代の頃,ラ イデンフロス ト

は高温の媒体に接する液滴の振る舞いを観察

し,膜 沸騰の概念 を組み立てた2)。

19世紀,特 にイギ リスの産業革命の最後の

段階(ヴ ィク トリア朝時代)は,主 として蒸

気力によって牽引されたものである。 したが

って,こ の世紀は水 ・蒸気系の熱流体力(熱

水力)学 の研究が大幅に進歩した世紀でもあ

る。熱力学一般および蒸気の表面凝縮に関す

るジュールの業績,ケ ルビン卿(元 の名前 ト

ムソン)に よる気泡核形成の理論,ク ラウジ

ュウスによる飽和曲線の特性確立,レ イ リー

卿による気液界面の不安定性の考察 また気泡

成長 と収縮の基礎理論,20世 紀に入っては,

ヌッセル トによる膜凝縮の解析,抜 山四郎氏

(東北大学元教授)に よる沸騰過程特性の解

明(プ ール沸騰曲線)2)等々がある。

(3)蒸 気機関 とボイラ

火力発電は,こ のような熱水力の成果を

基礎にして発達 したものである。なお,熱 水

力 とは直接関係ないが,電 気 といえばエジソ

ンによる発電システムが世界最初であろう。

エジソンは企業家で もあ り,パ ールス トリー

ト発電所及びニュー ヨー クのエジソン電気照

明会社(現 在 コンソリデーティッド・エジソ

ン社)の 配電網 として形 をなした電灯 システ

ムを設立した3)。この発電所は1882年9月 に商

業運転 を開始 した。ただ1つ の発電機がバブコ

ック ・ウィルコックス ・ボイラか ら蒸気を供

給 されるポー ターアレン機関に直結 されて運

転された。

わが国最初の火力発電所は,明 治20年(1887

年)に 建設された東京電灯の往復蒸気機関に

よるものである。この時期のボイラは煙筒式

丸形であった。初期の火力発電は往復蒸気機

関 を用いるものであったが,明 治34年 以降は

水管式ボイラとタービン発電機が用いられる

ようにな り,ボ イラおよびタービン共に改良

されつつ現在に至 っている4)。

(4)水 管ボイラ

ボイラの主要部は,水 および蒸気を入れる

鋼鉄製容器(ボ イラ本体)と 燃焼装置から成

り立っている。汽力発電に用いられる水管ボ

イラでは,火 炉の周囲に水管 を配 した構造に

なっている。ボイラの給水は,こ の水管内を

上昇 しながら加熱 され,蒸 気 となる。さらに,

蒸気 は過熱器に入 り必要な温度 まで昇温 さ

れ,過 熱蒸気 となる。

なお,過 熱器を抜けた燃焼ガスは,再 熱器

(ター ビンか ら戻 された蒸気 を再度過熱域ま

で昇温する),節 炭器(ボ イラのガス流路の最

下流で,火 炉水管に入る前の給水に残留熱を

与える),及 び空気予熱器(ボ イラの外で燃焼

用空気 を予熱す る)で 徹底的に熱を回収 され

た後,集 塵機を経て空中に放出される。 もち

ろん,こ の とき大量の炭酸ガスと窒素酸化物

も放出される。

燃焼熱を有効に利用す るために,水 管の配

位は垂直,水 平,斜 め,あ るいはスパイラル

などが組み合わされた構造になっている。

水管ボイラでは,水 管内で沸騰 して発生す

第20巻 第4号(1998)
一59一



温

度

　

　

獣

蒸
気
重
量
率

T

流
動
様
式

1
-

l
l
I
rL

:

典

熱
伝
達
様
式

寓

注

出

謎草

▲

'

卜 一一 一__一 ノ ー一一'
1

1

.一 一一一一一一轡 璽壁 一一_」/
一

,''
' 流体温度

▲

ノーZノ'ノノ,ノ■'■

',∴ ㌦ ¶-uu,▼ ▼

}二3《gD〔 フ砥 彦・ 'o㌦.・ ・' 6山 ■ 虚 ●

■■-〃-■ ノ■
一

←C-一 ウ←D→ ← 一一一G-一 一_→, ←-H-一 →←A 尋B→ ←E→ ←-F-一 一→

液
体
単
相
流

気
1罫

ユ
〃し

ス
ラ
グ
流

言嚢

諮

流 ま噴
滴た霧
分は流
散
流

液体

欠
乏
域

気
体
単
相
流

液体強制
対流熱伝達

0

表
面
沸
騰

核 沸 騰

27

液膜を通 しての
強制対流熱伝達

1580

過熱蒸気

強制対流
熱伝達

図中のA,B,C,… は図2に 対応 している。T,。tは飽和 温度 。

:「新原動機論」 日本工業新聞(昭 和55年11月)

図1管 内 沸 騰 熱 伝 達 様 式 と流 動 様 式4)

る気泡 を伝熱面 より除去させ ないと,蒸 気は

熱の不良導体であるため過熱して腐食や破裂

の危険がある4)。垂直蒸発管中では,図1に 示

すように,最 初は水の液体単相流であるもの

107
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贈

熱
負
荷

104

103
10iOOI,000

△t℃=(ttV-tb)=(伝熱面)一(液体)

温度 温度

横軸は伝熱面 の表 面温度 と水の飽和温度 との差の対数。

縦軸は単位伝熱面積 あた りに単位時 間に伝 わ った熱量

(熱負荷)の 対数

出典:「 新 原動機論」 日本工業新 聞(昭 和55年11月)

図2沸 騰 中 の 水 の 熱 伝 達 例4)

一

F

D 限界熱流束
パ ー ン ア ウ ト

圃 C

非
沸
騰
領

一 域
E

核 遷 膜
沸 移 沸
騰 沸 騰

曹B

・∠

領
域

1

騰
領
域

置

領
域

書

が管外からの加熱により沸騰 し,相 変化のあ

る沸騰熱伝達状態となる。

熱伝達率は,液 膜の消失す る付近で急激に

減少 し,そ のため蒸発管の温度は急上昇 し,

図2に 示すように,管 材料の耐熱温度 を越す

こととなって,水 管の過熱膨出破裂などの事

故を生ずることとなる4)。

3.原 子 力 と火 力 の 違 い

水の位置(ポ テンシャル)エ ネルギー をタ

ービン発電機を介 して電気に変換する水力発

電は別 として,火 力発電 も原子力発電 も化石

または原子燃料の潜在(ポ テンシャル)エ ネ

ルギー を解放 して水に伝達 して蒸気を発生利

用する点では,全 く同等 と言える。両者の違

いは燃料であ り,前 者が化石燃料の燃焼(化

学反応一原子 ・分子 レベル)で あるのに対 し

て,後 者は原子核燃料の「燃焼」(核 反応一原
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子 核 レベ ル)と い う点 で あ る。

原 子 ・分 子 レベ ル か ら原 子核 レベ ル へ と対 象

が よ り微 視 的 に な る につ れ て,物 質 の 反 応 エ ネ

ル ギー は け た違 い に 巨大 化 す る。例 えば,石 炭,

石 油 の 主 成 分 の 一 つ で あ る炭 素 の発 熱 量 は1

kg当 た り8.1Mca1(メ ガ 〈106>カ ロ リー)5)で

あ り,ま たLNGで は 同 じ く13Mcal6)で あ る。

これ に対 して,天 然 ウ ラ ン 中 の 原 子 核1個

が 核 分 裂 す る と き の 放 出 エ ネ ル ギ ー は ほ ぼ

表1燃 料の発熱量と炭酸ガス排出量

燃料 タイプ

発熱量 または最大

保有 エネル ギー
(Mcal/kg)

CO、 排 出係 数

(0.1kg-C/Mcal)

炭素 8.10*1 1.235*4

コー クス 7.20*2 1.230*5

LNG 13.00*2 0.5639*5

天然ウラン 2×107*3 0

水力(高 さ1m) 2.34cal/kg/m*6 0

太 陽光

(1日 当 り)
2.73Mcal/㎡/d*7 0

*1火 力原子力発電必携

*2EDMC'97エ ネルギー経済統計要 覧

*3ウ ラン原子核1個 が核 分裂す るときの放 出エネルギ

ー を200MeVと し,す べ ての天然 ウランが核 分裂す

るもの と仮定 して計算 した

*4炭 素の発熱量 の逆数か ら求め た

*5「 気候変動 に関す る国際連合枠 組条約 」に基づ く日

本国報告書,1994年,日 本 国政 府

*61kgの 物質が高 さ1mに あ る時の位 置エネル ギー

*7理 科年 表。東京の全天 日射量の 日積算量 の月別 平均

値 の年 平均 を11。44MJ/m2と した

200MeV(メ ガ電子ボル ト)で あるか ら,も

しも天然 ウラン1kgが すべ て核 分裂す るな

らばその発熱量はほぼ2×107(2千 万)Mca1

という膨大なものになる。代表的な燃料の発

熱量 を表1で 比較 した。参考のために,炭 酸

ガス排出量 も示 した。

原子力発電の場合 も,基 本的には火力発電 と

同様 な設備構成であるが,こ こに述べ たよう

に,化 石燃料に比べて,原 子燃料の単位質量当

たりの発熱量(燃 料のエネルギー密度)が けた

違いに大きいこと,さ らに燃料が放射性物質で

あること,核 分裂連鎖反応により生 じる中性子

の制御等のために,燃 料輸送 ・管理 ・備蓄など

に関して特徴的な差が生 じて くる。また,ボ イ

ラ設備 と燃焼方法等にも特徴が出て くる。

もっとも,燃 料の放射i生に関しては,石 炭

などにも多くの放射 【生物質が含まれているこ

とは周知の事実であり,リ スクの比較がなさ

れている7)。

4.原 子 力 発 電,と くに軽 水 炉

日本の現在の発電は,主 として火力,原 子

力,水 力によって構成されてお り,1995年 の

発電電力量の構成比はそれぞれほぼ6,3,1の

割合 となっている。このように,日 本の原子

力発電は送電を開始 した1965年 から30年 あま

り経過 した現在,重 要な電力供給源の一つと

して不可欠な地位 を占めている6)。

1938年12月 にハーンとシュ トラースマンに

よる核分裂の発見か ら丁度4年 後には,フ ェル

ミらによって世界最初の原子炉 「シカゴパイ

ル」が臨界に達 した。しか し,真 の世界最初

の原子力発電に成功 したのは,ア メ リカの実

験用増殖炉EBR-1で あって,1951年 から1964

年 まで運転された8)。電気出力は最大200kW

であ り,冷却材は常温で液体のナ トリウムーカ

リウム合金NaKで あった。

現在,世 界の原子力発電の大部分(85%)

は軽水炉であ り,PWR(加 圧水型原子炉)と

BWRの2種 類がある9)。原子力開発初期の頃

には,多 くのタイプの原子炉概念が考案され

ている。その中には,燃 料のウランを水溶液

や溶融塩の形で循環させ るものもあった。し
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か し,結 局,燃 料の除熱 と中性子の減速 とを

軽水により兼ねて行 う軽水炉が主流になった

歴史的事実は興味深い。なぜ ならば,軽 水を

中心 とす るボイラ技術は,火 力発電 と共通部

分が多いからである。

しか し,PWRとBWRで は開発の初めか

らその目的が異なっていた。PWRは 潜水艦

の動力源が 目的であ り,1955年1月 にノーチ

ラス号 として実現した。最初のPWR実 証炉

はシッピングポー ト(6万kW電 気出力)で

1957年12月 に運開した。PWRで は,一 次系の

水は約150気 圧 まで加圧 されて沸騰が抑えら

れてお り,蒸 気発生器 を介 して発電する間接

サイクル型である。

一方
,BWRの 研究開発はアルゴンヌ国立

研究所によって始められ,ゼ ネラルエレク ト

リック社が共同開発で進め,当 初から発電を

目的としていた。最初の商用BWRド レスデ

ン1号 炉(2万kW電 気出力)は1960年 に運開

した。水の圧力は約70気 圧であり,沸 騰によ

り発生 した蒸気で直接ター ビンを動かす直接

サイクル型である。ただし,正 確にい うと,

ドレスデン1号 炉は間接サイクルも併用 した

二重サイクルであった。

先に述べた火力 との燃料の違いを考慮す る

と,以 下のような特徴が出て くる。

(a)燃 料はペレット形状に焼 き固められたセ

ラ ミックスで,被 覆管中に封入 され(燃 料

棒),燃 料集合体 としてまとまった単位で取

り扱われる。図3はBWR燃 料集合体10)の

約呵 階

ルドンハげ上りつ
、

＼

＼＼＼＼＼

栓

＼

端部上
＼ ＼ ＼ ＼

プレナム

スプ リング

燃料被覆管

一 燃料ペレッ ト

下部端栓

上部 タイ プレー ト

エ クスパ ンン ソン

スプ リング

チ ャンネルポ ックス

スペー サ

//

//

下部 タイ プ レー ト/
//

(資源エネル ギー庁,原 子力発電施設安全 性実 証解析 シ リー ズ,原 子力発電所

の しくみ,〈 「確か な設備 」で 「安全運転」 を〉 第2章 一3より作 成)

図3燃 料 棒 と 燃 料 集 合 体10)
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一例 を示 したものである
。集合体 の全長は

4m程 度あ り,燃 料棒の間隔を正確に保つ

ためにほぼ7個 のスペーサを使用する。

(b)燃 料の供給は,一 定期間毎に複数の燃料

集合体 をまとめて取 り替えるバ ッチ交換方

式であ り,燃 料交換なしで1年 以上の連続

運転が可能である。

(c)中 性子の減速や制御のために,燃 料集合

体 の中には水や クラスター制御棒の通る管

が入 る場合がある。

(d)BWRの 場合 には,燃 料集合体の外側 を

チャンネルボックスで取 り囲み,隣 り合 う

チャンネルボックスの間に十字形制御棒が

入る構造である。

5.燃 料集合体の構造 と冷却材の流れ

(1)燃 料棒の配列

軽水炉では,水 管ボイラとは反対に,水 が

6、

○○⑭○○⑭○○
900⑭ ○○⑭○σ

○○○○○○○○ ( ○○○○○○○○
⑭○○○○○○⑭ ⑭○○○○○○⑭
○○○○●○○○ ○○○●○○○○
○○○●○○○○ ○○○○●○○○
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チャンネルボックス ○ 燃料棒

● ウオーターロツド

8×8の4つ の燃料集合体が 中央部 に十字形制御棒 を配

置 して基本 モジュール を構成す る。 各燃料 集合体 を取 り

囲む缶が チャンネルボ ックスである。ウォー ター ロッ ド

は 中性子束,し たが って 出力分布 を平担化す るため に使

用 され る。

図4BWRの4燃 料 集 合 体 モ ジュー ル8>

燃料棒 の周囲を流れて熱を受け取る。多数の

燃料棒 は燃料集合体 として束ねられ,垂 直に

炉心に装荷 され る。BWR燃 料集合体の水平

断面形状は,例 えば図4の ように燃料棒を正

方格子状に規則的に配置したものである。同

図では,制 御棒 を囲む4燃 料集合体の配置 を

示 している。図5は その鳥磁図である。BWR

特有のチャンネルボックスは,燃 料棒冷却の

ための流路 と制御棒,炉 内計装等 を冷却する

ための流路を分けるとともに,制 御棒 をガイ

ドし,燃 料棒 を保護する機能 を持つ。さらに,

燃料集合体取扱い時に,そ れに剛性 をもたせ

るとともに燃料棒の保護 ともなっている。

この ように,BWRで は,PWRと は異な

り,燃 料集合体はチャンネルボックスで相互

に隔てられてお り,そ の全長にわたって流動

に関わる諸物理量のや りとりはない。その代

わり,各 集合体間の熱流挙動 は,各 燃料集合

体の出入口が上部,下 部プレナム部分に直結

しているので,こ の部分における境界条件を

介 して流体力学的に相互作用する。

図4で は,燃 料棒の配列が8×8で,中 央に

2本の ウォー ター ロッ ドが配置 された例 を示

している。このほかにも,9×9や10×10の 配

列がある。ウォーター ロッ ドについて も円筒

形以外にも,四角いチャンネルボックス形状,

十字形状などもあり,各 燃料メーカのノウハ

ウの詰まった製品として電力会社に納入され

ている。

燃料集合体は炉心に装荷されると,定 検期

間を除いても,数 年間は安全かつ効率的に燃

焼するように設計 される。従って,一 っの燃

料集合体中の燃料棒の出力分担割合は,燃 焼

初期 と末期 とでは異なることがある。各燃料

棒 を出来る限 り安全かつ効率的に燃焼させ る

第20巻 第4号(1998)
一63一



管に置き換える。これは,燃 料棒の外径 と配

列 ピッチで決 まるものである。図7は このよ

うな水管における流動様式を示 している2)。

燃料ペレット中に蓄積 された核分裂の熱が

熱伝導により被覆管表面にまで伝わ り,さ ら

に管表面から冷却材へ と熱が伝達 されること

により,図7の ような流動様式が形成 される。

(a)液 体単相流

冷却材が燃料集合体下部に液体単相流(水)

の状態 で入 った直後 は,熱 伝達 面 の温 度

(Tw)は 飽和温度(Tsat)よ りも低いので対

流熱伝達がおきる。 また,燃 料棒 の上下端は

一般に燃料表面熱流束 も最 も小 さい領域であ

る。

(b)気 泡流一サブクール沸騰

冷却材がさらに上方に移動するに従い温度

も上昇する。冷却材温度が飽和温度よ りも低

いが,管 表面温度が飽和温度 を超えると,サ

ブクール沸騰(表 面沸騰)と ともに気液二相

に相分離が起こ り気泡流 となる。 しかし,冷

却材温度 が飽和温度よりも低い間は,気 泡が

管表面か ら離脱 して もす ぐにつぶれて しま

う。

(c)気 泡流一飽和沸騰

冷却材温度が飽和温度 に達すると,飽 和沸

騰(バ ルク沸騰)が 起こり,気 泡はつぶれず

に沸騰する。沸騰が開始す ると,冷 却材のバ

ルク温度は一定 となる。この領域では,被 覆

管の表面温度は最大発熱量の場所で最高 とな

る。このことは,冷却材が沸騰 しないPWRと

は異なるところである。

(d)気 泡流一核沸騰

さらに,冷却材温度が飽和温度 を越えると,

まだ気泡流の状態であるが,熱 伝達様式は,

核沸騰領域に入る。この熱伝達様式は極めて

効率が良 く,管 表面の微小 な気泡発生点にお

いて多 くの小気泡が形成 され,単 位熱流束当

た りの温度上昇は非常に小 さい。

(e)ス ラグ/チ ャー ン流から環状流へ

冷却材が上に行 くに従 い気泡が合体 しなが

らスラグ流,チ ャー ン流(ま たはチャー ン ・

ター ビュレン ト流:ス ラグ流 と環状噴霧流 と

の遷移状態),さ らに環状流の様式が次々 と形

成 されてい く。BWRで は,燃 料上部の方は環

状流の状態で運転されてお り,特 に重要な流

動様式である。環状流では,燃 料棒表面に液

膜が張 り付いて流れる(液 相)と 同時に,流

路 中央部には蒸気相(気 相)と 飛散 した液滴

とがより大 きな速度で流れている。この液滴

径が比較的小さい場合 を,特 に環状噴霧流 と

言い,BWRで は典型的なものである。

(f)強 制対流蒸発

燃料集合体 内の強制対流下における熱伝達

様式の多様 なモー ドを理解するために,図8

に沸騰曲線を示す12)。縦軸は壁面熱流束q",

横軸は壁面過熱度(Tw-Tsat)で ある。同図

の上部は強制対流沸騰曲線である。下部には

比較のためにプール(解 放 された空間におけ

る自然対流下の)沸 騰曲線 も示 したが,こ れ

は図2と 同 じものである。BWRの ような蒸

気重量率の大 きい環状流条件下では,蒸 気流

速 と界面での乱流 レベルが大きく,か つ液膜

が薄 くな り過 ぎて,気 泡核が形成されずに,

熱伝達が加熱面上の薄い液膜を通 して直接行

われる(強 制対流蒸発)12)。これは,図8の ④

から⑤の区間に対応 してお り,気 ・液界面に

おける蒸発 と単相での対流熱伝達に類似 した

流れが特徴である。 ここでは,熱 伝達係数が

非常に高い結果,熱 流束が増大するにつれて

壁面温度 が低下す る。
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ノ戦⑤DNB

トポ ス トドライ アウ ト

リウ ェッテ

イング点

一露紅 貸
藩 ポ.,

②

§ ① 孫 騰対麟 健

婁 一一V-・
単相強制対流

LOG(Tw-TSAT)

図8典 型的 な対 流沸 騰 曲線 とプー ル 沸騰 曲線12)

(9)沸 騰遷移点

図8の ⑤ は,BT(沸 騰遷移)あ るいは ドラ

イアウ ト点,す なわち,強 制対流蒸発熱伝達

と遷移沸騰 との切替点である。液単相強制対

流①か らこの点 までの熱伝達 モー ドをプ レ

BT熱 伝達モー ドという。また,こ の ドライア

ウ ト点から強制対流蒸気単相 までの熱伝達モ

ー ドをポス トBT熱 伝達 モー ドという。

BT現 象は二相流条件 に関係す るもので,

主 として加熱面上の液膜の ドライアウ トに起

因す る。液膜が一旦消失す ると,加 熱面は蒸

気及び液滴の衝突だけで冷却 される。特に蒸

気速度がかなり大 きく,高 い蒸気重量率の条

件下では,こ の熱伝達モー ドはかな り優れて

いる。それにも係わらず,液 膜が消失すると

加熱表面の温度が急上昇する。通例 この表面

温度 は振動するが,そ れは ドライアウ トの先

端が振動するか らである。ただし,BWRの 場

合には温度上昇は通例 どちらか と言えば緩や

かで,振 動 も激 しいものではない。

(h)遷 移 沸 騰

領域⑤か ら⑥ までは,TB(遷 移沸騰)領 域

である。ここは極めて不安定な領域で,加 熱

面が流動中の液体 によって間欠的に物理的に

濡れる(リ ウェッティング)こ とが特徴であ

る。BWRで は実用上の重要性はほとんどな

い。

(i)リ ウェッティング点

⑥ は リウェ ッティング点 と呼ばれている

が,膜 沸騰から核沸騰への切 り替え点であり,

またある条件下では強制対流蒸気単相 または

噴霧流か ら強制対流蒸発への切 り替え点であ

る。通例,熱 伝達率はBT点 とリウェッティ

ング点 とで著 しく変化す る。
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(j)良 く発達 したポス トドライアウ ト熱伝達

領域⑥から⑦は,BTが 発生す る蒸気重量

率及び質量流東条件 に対応 して,PWRの 場

合 とBWRの 場合 とに区別 される。

BWRの ような高蒸気重量率/低 質量流東

条件に対 しては,図9に 示す ように,壁 温度

上昇は緩やかで,液 膜 ドライアウ ト点よりも

下流側の熱伝達状況は しばしば噴霧流(液 不

足の膜沸騰一文字通 りには蒸気膜は明らかに

存在 しないが)と 呼ばれる。PWRと の混乱 を

避け るために,⑥ から⑦で起 きる高蒸気重量

率/低 質量流東条件下の熱伝達現象 を記述す

るために,良 く発達 したPDO(ポ ス トドライ

アウ ト)熱伝達 という言葉 を使っている。

これに対 して,PWRで は,こ の領域を対流

膜沸騰 といい,図9に 示す ように,低 蒸気重

量率/高 質量流東条件のため,か な り厳 しい

壁面温度上昇がDNB(核 沸騰からの離脱)点

で発生す る。この点よりも下流(燃 料上部)

側 で,加 熱面を蒸気が環状に覆 うような逆環

状流が形成されて,⑥ ～⑦では膜沸騰が起 き

ている。

7.ス ペ ー サ

燃料集合体内の熱流動現象の中でもう一つ

忘れてはならない ものは,ス ペーサに係わる

現象である。スペーサは燃料棒間隔を機械的

に固定するために不可欠ではあるが,余 計な

中性子吸収材になること,ま た流動障害物 と

なる恐れ もある。従って,ス ペーサの設計は

燃料集合体設計の重要な位置を占めている。

スペーサの断面形状は,格 子(グ リッ ド)状

あるいは,円 環 を水平につなげた(サ ーキュ

ラー)形 状などがある。スペーサが流れを乱

すことを逆用 して,熱 的余裕のある設計が行

われている。

Tw

一
LIQUID

DROPしETS

。1。 ・。… 【。

fl。も ∵elle

Tw

吟

高蒸気流量率 低蒸気流量率

BT/PDO熱 伝達DNB/膜 沸騰

(噴霧流,ボ イド率>80%)(逆 環状流,ボ イド率く50%)

図9ポ ス ト沸騰 遷移 熱伝 達様 式12)
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一般に
,こ れまで述べたような熱伝達機構

や流体力学現象に関与す る物理現象は相当複

雑 であ り,現 在のところ実験的に決められた

相関式によって表現することがよく行われて

いる。このような実験は,集 合体を構成する

部 品毎に行われ る他に,燃 料集合体全体 を模

擬 した総合試験 もある。

8.サ ブ チ ャ ン ネ ル解 析 コー ド

(1)サ ブチャンネル解析 とは

炉心設計においては,原 子炉の通常運転時

及び運転時の異常な過渡変化時において,燃

料の許容設計限界 を越えることがないこと,

また燃料設計においては,燃 料集合体は,原

子炉内における使用期間中に生 じ得 る種々の

因子を考慮 しても,そ の健全性を失 うことが

ないことが要求される13)。

このような要求に熱水力学的な方面から応

えるために,い くつかのコー ドを使用する。

その中でも,個 々の燃料集合体 内の詳細な解

析 をするために,「サブチャンネル解析手法」

が用いられる。すなわち,一 個の燃料集合体

の燃料棒 ・流体間の熱水力学的な特性 を求め

るために,イ ンチャンネル領域をい くつかの

小領域(サ ブチャンネル)に 分割 し,隣 接す

るサブチャンネル間において,質 量,エ ネル

ギー,運 動量の保存則を境界条件のもとで解

くことである。

サブチャンネルを定義するには,2つ のや り

方がある。一つは流路中心サブチャンネルで

あり,他 は燃料棒 中心サブチャンネルである

(図10参 照14))。ここでは,伝 統的によく行わ

れている前者の方法を採用する。チャンネル

ボックス ・コーナー及びチャンネルボックス

に面する部分 を含めたサブチャンネルの取 り

方の例 を図11に 示 した。 また,軸 方向につい

ても有限の メッシュサイズを用いる。

解 くべ き基礎式は,基 本的に流体力学 と熱

力学 とを組み合わせ たもので,前 記手続きで

定義された有限の3次 元立体(コ ン トロールボ

リューム)に 対 して適用する。BWRで は,液

相 と気相の二相体系であるが,こ れ まで開発

されたコー ドには,気 ・液を均質化 したもの,

①

①

流路中心

サプチャンネル

○ 燃料_
サ フチ ャンネ ル

① ◎ ○
図10サ ブ チ ャ ンネルの定 義 に関 す るオ

プ シ ョン14)

矢印は隣接サブチャンネル問の物理量交換を示す

図11イ ンチ ャ ンネ ル 断面 の 流路 中心 サ ブ

チャ ンネ ルへ の分割 方法 の例

気液二相のもの,液 相を液膜 と液滴の2流体に

さらに分離 して三流体場の取 り扱いをす るも

のなどがある。
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(2)NASCAコ ー ド

当研究所は,冒 頭で述べた研究の成果 とし

て,サ ブ チ ャ ンネ ル解 析 コー ドNASCA

(NuclearReactorAdvancedSub-Channel

Analysis)を 関係機関 と共同開発 した15)。

NASCA開 発の目的は,BWR燃 料集合体

内の熱流動現象,す なわち液体単相か ら沸騰

遷移,ポ ス ト沸騰遷(沸 騰遷移後)に 至るま

での一連の事象推移 を時間的にシミュレー シ

ョンし,燃 料内温度分布変化を算出し,燃 料

の健全性評価に役立てることである。開発の

中心は,ポ ス ト沸騰遷の伝熱 ・流動挙動評価

機能である。 さらに,サ ブチャンネル間の流

体移動モデル,ス ペーサモデルの高度化及び

リウェッティングモデルの開発 を行 い,コ ー

ドに組み込んで解析手法を高度化することで

ある。

NASCAで は,二 流体 スキームの三流体場

に関する9方程式 を同時に解 く。すなわち,未

知数は液膜体積率,蒸 気体積率,圧 力,液 膜

速度,蒸 気速度,液 滴速度,液 膜温度,蒸 気

温度,液 滴温度の9個 である。燃料集合体内の

熱流動現象は,出 来 る限 り素過程 を物理(機

構論的)モ デルに基づいて方程式に反映す る

ように した。 また,こ れらの方程式を閉じる

ための構成方程式(物 質方程式)に ついても

最新のものを整備 した。コー ドの数値計算技

術以外 に,特 に物理モデル構築 のために注力

した現象は,

(a)サ ブチャンネル間の流体移動

(b)液 膜 ・液滴挙動

(c)ス ペーサ効果

(d)沸 騰遷移,ポ ス ト沸騰遷移,リ ウェッ

ティング

(e)隣 接す る燃料棒の発熱量が異なる(ウ

オータロッ ドなど)

である。

採用 した物理モデルはまだ完全なものでは

ないが,実 施 した検証計算の範囲では,ほ ぼ

妥当な結果が出ている。例 えば,4×4燃 料

集合体 ポス ト沸騰遷移現象におけるリウェッ

ティング実験データの検証 においては,燃 料

棒壁面温度の時間変化 を再現す ることができ

た。

9.お わ り に

BWRに おいても,速 い過渡事象が発生 し,

それによって ドライアウ トが引き起こされる

可能性はゼロではない。これに対処す る安全

系は整備 され,設 計条件 も満たされている。

現在の熱的制限値は,燃 料棒の健全性 を保

持するために,定 常運転及び異常運転時の過

渡事象において,燃 料棒 は沸騰遷移条件 より

も下に保たねばならない。 しかし,最 近の多

くの実験データによれば,も しも ドライアウ

ト時間が短い(数 千分の一秒程度)な らば,

燃料被覆管はた とえ非常に高温(1300K)条 件

下で も正常であることが示 されている16)。さ

らに,前 節の図9で 示 したように,BWR条 件

下では蒸気 と液滴の混合流が熱伝達に良 く寄

与するので,被 覆管温度は沸騰遷移後でも著

しくは上昇 しない。

従 って,現 行の熱的基準を変更し,過 渡事

象に対 して短時間の ドライアウ トは許容 しよ

うとい う動 きもあるし,事 実そのような新 し

い基準で運転 しているプラン トが海外にはあ

る。 これは,「 ポス ト・ドライアウ ト基準」あ

るいは,「 時間 ・温度 基準」 と言われている。

これは,BWR設 計に多大な 自由度をもたら

し,よ り単純な設計 も可能 となる。
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ただし,こ れを実現す るためには,従 来の

ような多 くの実験式 を組 み込んだ コー ドで

は,保 守的な評価 しかできず,自 由度の高い

設計に挑戦す るには不十分である。ほんのわ

ずかの設計変更だけで,実 規模の燃料集合体

試験を実施す ることは極めて不経済である。

今後,NASCAは 極めて多くの検証データ

と突き合わせ る 「検証期間」 を経て,燃 料設

計等に役立てられる予定である。 そのために

は,で き る限 り多 くの実 験 デ ー タ,特 に実 規

模 を模擬 したものの公開が望 まれる。
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〔海外出張報告〕

WE-NET関 連技術調査に欧州を訪れて

大 野 哲 雄((財)エ ネルギー総合工学研究所WE-NETセンター 主管研究員)

凋7囎 一 鼎 願v■ 《劇7騨 」■へ襯創 解一 」■～卿膨〉■へ欝鼎 」■》騨ち」■へ覇7,」■へ4轍「、」■へ楊r」■【調一

1.は じ め に

「水素利用国際 クリーンエネルギー システ

ム技術研究開発,通 称WE-NET(World

EnergyNetwork)プ ロジェク ト」は,通 産

省 ・工業技術院のニュー ・サンシャイン ・プ

ログラムの一環 として企画 ・立案 されたプロ

ジェクトで,水 素 を二次エネルギー媒体 とし

て再生可能エネルギーの国際的利用 を実現す

ることを目的 としている。 このプ ロジェクト

は,世 界各地に豊富に存在する水力などの再

生可能エネルギー を利用 して発電 し,こ の電

気により水を電気分解 して製造 した水素を,

液体水素やメタノールのような効率的に輸送

可能な媒体 に変換 して輸送 し,エ ネルギー消

費地域での需要に供する,世 界的規模のネッ

トワークの導入を目指 している。具体的な研

究用開発項 目として,固 体高分子膜水電解に

よる水素製造法,水 素燃焼 タービン発電等の

中核的な要素技術の開発およびシステム設計

を総合的に推進 している。

WE-NETプ ロジェクトの研究開発体制

は,図1に 示す ように,九 つのサブタスクに

より構成 されている。当研究所は,新 エネル

ギー ・産業技術総合開発機構(NEDO)の

委託 を受けて,こ のうちサブタスク1,サ ブ

タスク3の 一部(安 全),サ ブタスク9を 推進

醐7、 」■へ甜 冠」■へ」螂い」■㌔醐彫Lewrfi」 ■w㌔ 」■へ襯 鼎L」 ■～鯛7蝉 、」」膠VMrew、 」膠》騨ts

している。

サブタスク1は,広 範なテーマを抱えるW

E-NETプ ロジェクトを効率的かつ一体的

に運営す るための調整機能,お よび開発計画

の検討 ・立案等を実施する部門であり,当 研

究所は,そ のためにWE-NETセ ンター を

設立 して研究開発の推進にあたっている。

このプロジェク トは本年で発足5年 目を迎

え,第II期 計画案の検討 ・作成の時期にきて

いる。このため,当 所は,国 内外の水素関連

技術の最新開発動向の把握に努めてお り,本

サプタスク2

国際協力
一

一

一

一

サプタスク3

全体 システム概念設計

サブタスク4
1水素製造技術

工業
技術院

一 NEDO サプタスク5

水素輸送 ・貯蔵技術

サ ブタスク6

低温材料 の開発
一

サプタスク1

全体調整

サプタスク7

水素利用技術
一

一

一

サブタスク8

水素燃焼 ター ビンの開発

サブタスク9

革新 的 ・先導的技術

図1WE-NETプ ロジェ ク ト研 究開 発体制
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年度は,欧 州地域,特 に再生可能エネルギー

利用の盛んな北欧地域における水素関連技術

の開発動向の調査 と,水 電解 による水素製造

技術の現状にっいて調査 を実施 した。以下は

この調査の報告である。

2.調 査日程および訪問先

水 素 製 造 技 術 に 関 して は,現 在 世 界 最 大 の

水 電 解 水 素 製 造 能 力 を もつ エ ジ プ ト,ア ス ワ

ン のKIMA(EgyptianChemicalIndus-

tries)社 を訪 問 し た。 また,欧 州 地 域 の 水 素

関 連 技術 開 発 状 況 の 調 査 と して は,ノ ル ウ ェ

ー で 開 か れ た水 素 エ ネ ル ギ ー 技 術 に 関 す る 国

際 会 議HYPOTHESISII(HydogenPower,

TheoreticalandEngineeringSymposium

II)に 参 加 す る と と もに,同 会 議 期 間 中 に ア

ル カ リ水 電 解 設 備 の メー カ ー で あ る ノ ル ス

ク ・ハ イ ドロ ・エ レ ク トロ ラ イ ザ ー(NHE)

社 と情 報 交 換 を行 っ た。 この ほか,ド イ ツ の

フ ラ ウ ン フ ォー フ ァー 研 究 所 お よ び フ ィ ン ラ

ン ドの ヘ ル シ ン キ工 科 大 学 を訪 問 した 。

今 回 の 調 査 日程 お よ び 訪 問 先 を表1に 示

す 。

表1調 査日程および訪問先

日 程 訪 問 先

8月13日 KIMA社

(エ ジプ ト,ア ス ワ ン)

8月15日 ブ ラウ ン ・フ ォー フ ァー研 究 所

(ド イ ツ,フ ライ ブル グ市)

8月17日

～22日

HYPOTHESISII国 際会 議

(ノ ル ウ ェー,グ リム ス ター)

8月20日 ノル ス ク ・ハ イ ドロ ・

エ レ ク トロ ラ イザー 社

8月25日 ヘ ル シ ン キ工 科 大 学

(フ ィン ラ ン ド,ヘ ル シ ン キ)

3.水 電解 による水素製造技術の調査

水電解技術の特徴は,分 離操作がな く,可

動部が少な く,か つ無公害,保 守が容易など,

工業プ ラン トとして優れ た特性 を有 してお

り,今 世紀初頭か ら工業化されていた。その

後,水素 を必要 とする化学工業の発展に伴い,

水電解プラン トの数,規 模 も増大 してきたが,

増大す る水素の需要に対 して,発 電による安

価 な電力が得難 くなってきたことか ら,近年,

水素は殆 ど化石燃料から製造 されるようにな

ってきた。

しか し,最 近,水 電解技術が新 たな視点か

ら再び注目を浴びるようになった。それは,

1973年 の石油危機 を契機 として 「水素エネル

ギー」の概念が生まれたことによる。つまり,

水電解技術が,従 来の化学工業用の原料水素

を供給す る手段 としてだけでな く,エ ネルギ

ー媒体 としての水素 を水か ら製造する手段 ,

あるいは電力か ら水素へのエネルギー変換手

段 として見直されたのである。

世界の水素製造量は,副 生水素を含み,表

2(1)に示すように総量が5,000億Nm3/年 で,

その大半は化石燃料,と りわけ天然ガスを原

料 とした蒸気改質法によりつ くれている。水

の電気分解 による水素製造は,全 体の4%,

200億Nm3/年 となっている。日本における水

素製造量は,現 在約170億Nm3/年 であり,そ

表2世 界の水素製造量

水 素 源 億Nm3/年 %

天然 ガ ス

石 油

石 炭

水電解

2,400

1,500

900

200

48

30

18

4

合 計 5,000 100
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の うちソーダ電解副生水素が約10億Nm3/年

を占めている。

3.1世 界最大の水電解設備 を有するKlMA

社 を訪問

現在の水電解プラン トは,多 くが安価な電

力が得 られ る水力発電所の近 くに立地 してい

る。表3(2)に大規模水電解プラン トの例 を掲

げる。今回訪問したKIMA社 のプラン トも

例外ではなく,ア スワン ・ダムの安価 な水力

発電電力を利用してお り,世 界最大の規模 を

有 している。

場所(国 名) 装置企業 水素製造能力
(Nm3/h)

電解電力
(MW)

アス ワ ン.(エ ジプ ト) ブ ラ ウ ン ・ボ ベ リー 33,000 182

ナ ンガ ル(イ ン ド) デ ノー ラ 30,000 165

リュ ー カ ン(ノ ル ウェー) ノル ス ク・ハ イ ドロ 27,900 153

グロムフィヨル ド(ノ ル ウェー) ノル ス ク・ハ イ ドロ 27,100 149

トレ イル(カ ナ ダ) トラ イル 15,200 84

(1)KIMA社 の概要

KIMA社 は,窒 素肥料等を製造する化学

会社であり,水 電解で得 た水素 と窒素か ら高

圧法によりアンモニアをつ くり,そ れより窒

素肥料を製造 している。

KIMA社 の水電解設備 は,1973年 に更新

のものが中心で,水 電解セル,制 御装置盤な

どはかなり古色蒼然 としていたが,日 常の保

守点検,定 期点検により,大 きな トラブルも

な く運転 されていた。水素ガスの漏洩検知機

が全 く設置されていないのには驚か され た

が,上 部が開口した風通 しのよい建屋に水電

解設備が格納されてお

表3大 規模水電解プラントの例 り,い わゆる静的な安

全設備により安全運転

がなされているのは注

目に値する。設備デー

タを表4に,受 電設備,

水電解設備 を図2,図

3に 示す。

表4KIMA社 のア ル カ リ水電 解 設備 デー タ

項 目 内 容

水素製造能力 36,000m3/hr,1ユ ニット900m3/hr×40グループ

製品純度 99.8%

運転条件 80℃常圧

エネルギー効率 71%*

稼働率 年間330日

セル面積 2.8m・

セル電圧/電 流 2.1V/セ ル セル 全体 で7.7kA

工場建屋 高 さ20m× 幅26m× 長 さ360m

電源 132kVの4回 線

電力消費 180MWe

水素貯蔵 タン ク 水封 式15,000m3

設備 メー カ デンマークのブラウン・ボベ リ・一社(BBC社)製**

*電 力 消 費180MWeと 水 素製 造 容 量36,000m3/hrか

ら逆 算

**現 在BBC社 は水 電解 分 野 か ら撤 退 して お り,リ

ペ ア 部 品 は ノル ス ク ・ハ イ ドロ ・エ レ ク トロラ イ

ザ ー 社等 か ら購 入 して い る。

(2)コ ス ト関連

使用電力の価格は世界最低 レベルにあ り,

従って,水 素の製造コス トも表5の とお り,

非常に安価である。

表5エ ジプ トに おけ る水素 製造 コス ト

製造方法 製 造 コ ス ト

水電解法 0.4E£/m3(=12円/㎡)

天然 ガスの

蒸気改質法
0.17E£/m3(=5.1円/m3)

(注)・ 電 力 コス トは4.7ピ ア ス トル/kiVh=1.4円/

kiVh(KIMA社 向 け特 別 価 格)

・E£ は エ ジ プ トポ ン ド,1E£=30円 で

計 算
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図2ア ス ワ ン ・ダムか らの水 力 発電 電気 の受 電設備

図3
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(3)エ ジ プ ト雑 感

こ こ で,ア ス ワ ン訪 問 前 に通 過 した カ イ ロ

の 印 象 を述 べ て み る 。

カ イ ロ の 人 口 は,周 辺 地 域 を含 め て 東 京 圏

と同 程 度 の1,200万 人 。空 港 か ら カ イ ロ 市 内 ま

で の 交 通 は一 般 に タ ク シー の 利 用 で,い わ ゆ

るvム ジ ン バ ス の よ う な公 共 の 交 通 機 関 は 見

あ た らな い 。エ ジプ トで リム ジ ン とい うの は,

程 度 の よい タ ク シー の こ とで,一 般 の タ ク シ

ー は エ ア コ ン もな く,か な り古 い ル ノー が 多

い 。ま た,タ ク シー 乗 り場 は 決 ま って お らず,

近づいてきた何人ものタクシー運転手 を相手

に行 き先地までの料金の個人交渉 となる。

市内の交通事情は混雑が激しく,か つ運転

は荒々しい。道路は排気ガスの臭いが充満し

てお り,ド ライバーの健康が気にかかる。ま

た,横 断歩道は見あたらず,歩 行者は車の間

を敏捷に走 り抜け道路を横断している。カイ

ロの人々の逞 しさに新たな驚きを感ずるとと

もに,こ のような発展途上国の実状 を目の当

りにすると,経 済発展のあるべ き姿について

再考 させられるとともに,WE-NET構 想
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の実現に要す る海外諸国との協力は,相 手国

事情への十分な配慮 と相互利益の観点に立脚

す ることが必要であると痛感 した。

3.2ノ ル ス ク ・ハ イ ドロ ・エ レク トロ ラ イザ

ー(NHE)社 との 情 報 交 換

NHE社 は,ド イ ツ の ル ル ギ社,カ ナ ダ の

エ レ ク トラ イザ ー社 と並 ぶ,代 表 的 な 商 用 ア

ル カ リ水 電 解 設備 の 供 給 会 社 で あ る。 ま た,

ブ ラ ウ ン ・ボベ リー 社(BBC)が 水 電 解 分

野 か ら撤 退 す るに 際 して,そ の 所 有 す る水 電

解 技 術 をす べ て受 け 継 い で お り,BBC製 プ

ラ ン トの メ ン テ ナ ン ス業 務 もす べ て 引 き受 け

て い る。 親 会 社 の ノル ス ク ・ハ イ ドロ社 は,

41%政 府 出 資,49%各 国 資 本 参 加 の 総 合 エ ネ

ル ギー 企 業 で,化 学 肥 料,石 油 ・ガ ス,軽 金

属 石 油 化 学 に 進 出 して い る。NHE社 の最

新 ア ル カ リ水 電 解 設 備 デ ー タ は 表6の と お

り。 ま た,本 ア ル カ リ水 電解 設 備1パ ッケー

ジ の例 を図4に 示 す 。

な お,よ り高効 率 を 目指 し た,高 圧 型 ア ル

カ リ水 電解 設 備 の 開 発 は,設 備 コス トが 高 く

な り採 算 が とれ な い ため,開 発 は 中 断 して い

る。

ノル ウ ェー で の 水 力 発 電 コ ス トは,平 均4 .8

円/kWh,企 業 向 け は3.2円/kWh,ま た,発

電 はべ 一 スが 水 力 で,ピ ー ク時 は一 部 買 電 に

よ っ て い る。

水 素 製 造 コ ス トは,NHEの 試 算 に よ る と,

電 気 料 金 を9.4円/kWhと し た と き,54円/N

m・で,天 然 ガ ス か ら水 素 をつ くれ ば この2/3

ぐら い で 可 能 と して い た 。 な お,コ ス ト評 価

時 の 設 備 償 却 年 数 は15年,設 備 は7～8年 で

セ ル 表 面 の再 処 理 を行 う と した もの で あ る。

表6NHE社 のアルカリ水電解設備の概要

項 目 区 分 内 容

型 式 バ イ ポー ラ型

セ ル数

(セル/パ ッケー ジ)

低電流型 31～230

高電流型 24～230

セル配置 一
放射状 に自由に

配置できる。

最大24パ ッケー ジ

水素製造能力

(Nm3/h)

低電流型 377(230セ ルの とき)

高電流型 485(同 上)

製 品純度

(%)
一 水 素99.9±0.1

酸 素99.5±0.3

運転条件 『 80℃,常 圧

エネル ギー効率

(%)

低電流型 86.5

高電流型 82.4

図4ノ ル ス ク・ハ イ ドロ ・エ レク トロラ イザー社

の最 新 アル カ リ水 電解 設備

4.HYPOTHESISII会 議 の概 要

国 際 水 素 エ ネ ル ギ ー 協 会(lnternational

AssociationforHydrogenEnergy:IAHE)

は,1976年 以 降,世 界 水 素 エ ネ ル ギー 会 議(W

HEC)を 偶 数 年 に 開 催 して い る。 今 回 参 加

したHYPOTHESHSIIの 会 議 は,水 素 エ ネ

ル ギー 技 術 に 関 す る国 際 会 議 で,こ のWHE

Cを 補 完 す る 意 味 で,奇 数 年 に 交 互 に 開催 さ
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れ,本 年 は,そ の 第2回 目 で あ り,ノ ル ウ ェ

ー の グ リム ス ター で 開催 され た
。 グ リム ス タ

ー は ノル ウ ェ ー の 南 端 に位 置 す る町
,ク リス

じ

チ ャ ンサ ン か ら,海 岸 沿 い に オ ス ロ方 向 に40
つ

kmほ ど行 ったところにあ り,若 い頃のイプセ

ンが過 ごした町である。会議の参加者は表7

に示す とお りである。

表7会 議参加者内訳

国 名 人数 国 名 人数

ノ ル ウ ェ ー

ド イ ツ

日 本

米 国

イ タ リ ア

66

26

9

8

8

フ ラ ン ス

ロ シ ア

ウ ク ラ イ ナ

そ の 他

6

6

6

42

合 計177名

会議は,「 エネルギー価格競争下における,

エネルギーキャ リアー としての,ク リー ンな

水素燃料利用への挑戦」 と題す るオープニン

グセッション と,下 記の技術プログラムに分

けて開催された。

・輸送

・水素製造

・水素吸蔵合金

・安全

・水素 システム

・液体水素

・燃料電池

上記以外に,

11件

19件

23件

5件

15件

8件

9件

ポスターセッションが約30件 あ

り,水 素製造および水素吸蔵合金関連の基礎

技術に関するテーマが主であった。

WE-NETに ついては,サ ブタスク2「国

際協力」の関連で,エ ンジニア リング振興協

会の岡野一清理事が,基 調講演 としてWE-

NETの 最近の研究状況について報告され,

また,サ ブタスク3「全体 システム概念設計」

関連の研究内容 をイギリスのインペ リアル ・

カレッジのハー ト氏が報告 した。ポスターセ

ッションでは,三 菱重工がサブタスク8で 「水

素燃焼 タービンのシステム検討」の結果 を発

表した。

会議の内容 は,技 術報告が中心であった。

水素製造では化石燃料か らの水素製造技術の

レビューおよび水素製造関連の基礎技術が主

であり,水 素吸蔵合金,燃 料電池 とも研究室

レベルの基礎研究報告が多かった。水素関連

の技術開発プロジェク トにい くつか興味深い

報告があったので,以 下に紹介する。

(1)水 素燃料飛行機開発(3)

ダイムラーベンツ・エアロスペース・エアバ

ス(DASA)社 による報告である。水素燃料飛

行機は,液 体水素(LH2)を 燃料 とし,オ プシ

ョンとして液化天然ガス(LNG)も 考 えられ

ている。極低温液体燃料飛行機(Cryoplane)

の名称の もと,ド イツとuシ アによる1990年

以来の共同実施のプロジェク トである。以下

に開発のインセンティブの概要 を示す。

①低 コス トの航空用燃料ケロシンが,将 来は

入手難 となる

彼 らは,2010～2020年 頃には,主 として

地政学的理由によ り価格が高騰すると予想

している。

②地球環境の保全

環境対策が,代 替航空燃料 を探求す る最

大の動機 となる。い うまでもなく,水 素飛

行機は炭酸ガス(CO2)放 出はゼ ロである。

③ なぜ水素か?

他の代替燃料 と比べて,水 素のユニーク

な利点を挙げている。
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・再生可能エネルギーか らの電気分解 ,あ

るいはバイオマスのガス化によ り,容 易

に,か つ世界中の どこでも製造できる。

・水素は燃焼に際 して,排 出は水のみであ

り,環 境への影響はない。

・水素は,他 の燃料に比較 して重量当たり

のエネルギーが最大であ り,航 空機燃料

に適 している。ただし,水 素の運搬 ・貯

蔵は,重 量および容積の観点から液体水

素 となるが,な おケロシンの4倍 の容積

を必要 とするため,飛 行機の形状 を変更

する必要がある。

④水素エンジンの窒素酸化物(NOx)放 出に

ついて

水素 と空気の化学量論比燃焼 における燃

焼温度は,ケ ロシンの場合 と比較 して100℃

程高 くなっている。そのため,水 素エンジ

ンはNOxの 放 出量は増 えるの ではないか

という議論がある。この反論 として,

・水素はケロシンよりも希薄燃焼の安定性

に優れてお り,実 際の運転ではより低温

運転が可能である。

・水素は燃焼が早 く,NOxを 形成する時間

が少ない。

・水素はガス状で噴射するため,混合が良く,

燃焼の際のホットスポッ トを避け易い。

・ケロシンと異な り一酸化炭素,炭 化水素

等がないため,NOx低 減のみの観点か ら

燃焼 を最適化すればよい。

等々の特徴があ り,低NOxを 実現できるとし

ている。プラッ ト&ホ イットニー ・カナダ社

は,予 混合 を用 いるこ とに よ り,将 来の低

NOxケ ロシン ・エ ンジンのさらに1/10に 低

減可能 といっている。

水素飛行機開発の現状 は,ロ シアでは実験

機 ツ ボ レ フ ー155を 用 い て,1988年 に3基 の エ

ン ジ ン の う ち1基 をLNGあ る い はLH、 エ

ン ジ ン に した デ モ飛 行 を行 っ て お り,現 在 は,

1998年 に 貨 物 輸 送 機 ツ ボ レ フ ー156の デ モ 飛

行 に 向 け 計 画 を推 進 して い る。 ロ シア は 主 と

してLNGを 対 象 と した 開 発 を行 っ て い るの

に対 し,西 欧 諸 国 で は 液 体 水 素 燃料 飛 行 機 に

当初 か ら着 目 し て い る。 両 者 は 技術 的 に は 類

似 し て お り,共 同 開 発 と して,エ アバ スA310

をベ ー ス と し た極 低 温 液 体 燃料 飛 行 機 プ ロ ジ

ェ ク トが 推 進 さ れ て い る(図5)。 ま た,現 在,

ドイ ツ,ロ シ ア,カ ナ ダ の共 同 に よ りエ ア ラ

イナ ー ・ ドル ニ エDo328を べ 一 ス と し た 液 体

水 素 飛 行 機(図6)を 用 い て,2000年 に 初 飛

行,2002年 に デ モ 飛 行 を す る計 画 もあ る。

誹 鱈膨 鋤灘

図5エ アバ スA310を べ 一 ス と した水 素飛行 機

i麟

諜
'で ・・恥

'＼
蔓 ＼

図6ド ルニ エDo328を べ 一 ス と した水素 飛行 機
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(2)欧 州共同の水素燃料電池 自動車開発プロ

ジェク ト

プロジェクト名称を 「FEVER」 と呼ぶ,欧

州共同の燃料電池自動車開発には,フ ランス

のルノー社(構 造設計,デ モ車組立)を リー

ダー とし,イ タ リアのデ ・ノーラ社(固 体高

分子型燃料電池),ス エーデンのボルボ社(制

御,安 全検討等),フ ランスのエア・リキッド

社(水 素 タンク,燃 料交換設備等)等7社 が

参加 している。1994年 に開始 し,1997年 まで

に以下 を仕様 とす る燃料電池自動車の開発を

目指 している。

・走行距離:500km

・最高速度:120km/h

・定格出力:30kW

・車両重量:2 ,200kg

・液体水素搭載量:8kg

・燃料電池:10kW燃 料電池を3ス タック

FEVERの 燃料電池自動車は,走 行距離 を現

行のガソリン自動車並 とす ることを狙 ったゼ

ロ ・エ ミッション ・ビー クルである。会場に

は,車 体の写真およびモデルが展示 されてい

たが(図7),ル ノーのエステー トバンに組み

込んだ燃料電池システムはコンパ ク ト化が十

分でな く,後 部座席 と荷室を全部 占領 してい

る。本プロジェクトの1993年 の開始時点では,

固体高分子型燃料電池の出力当た り重量は25

kg/kWで あったが,1995年 には10kg/kWに なっ

た。最新は4kg/kWま で低減可能 を見込んでい

る。 このように,固 体高分子型燃料電池のコ

ンパ ク ト化が長 足の進歩 を遂げた ことによ

り,出 力当た り重量が,カ ナダのバラー ド車

の2倍 程度 までに漕 ぎ着けることができた。

図7FEVERが 開発した燃料電池自動車

5.ブ ラ ウ ン ・フ ォ ー フ ァー 研 究所 訪 問

ブ ラ ウ ン ・フ ォ ー フ ァー 研 究 所 は,ド イ ツ

国 内37カ 所 に47研 究 所 を有 す る非 営 利 の 研 究

機 関 で あ る。職 員 は 全 体 で8,000名,そ の うち

1/3が 科 学 者 とエ ン ジニ ア。今 回訪 問 し た太

陽 エ ネ ル ギー シ ス テ ム 研 究 所(lnstitutefor

SolarEnergySystems:ISE)は,そ の 一

部 門 で100人 の ス タ ッ フが お り,ポ リシー と し

て,大 学 の 基礎 研 究 と企 業 研 究 の 中 間 に位 置

す る,実 用 化 研 究 に重 点 をお い た研 究 を行 っ

て い る。

研 究 予 算 の 内訳 は20%が 自己 資 金,20%が

企 業 か ら,残 りが 政 府 か ら の拠 出 金 とな っ て

い る。ISEの 研 究 部 門 は,熱 お よ び光 シス

テ ム,太 陽 電 池 シ ス テ ム,化 学 エ ネ ル ギー 変

換 お よ び貯 蔵,太 陽 電 池 セ ル 技術,材 料 の5

部 門が あ る。 トピ ッ ク ス は以 下 の とお り。

・太 陽熱 エ ネ ル ギー の 利 用 とい う テー マ で ,

太 陽 エ ネ ル ギー の 集 熱,蓄 熱,採 光,光 発

電,電 解 水 素 製 造,水 素 触 媒 燃 焼,燃 料 電

池,ヒ ー トポ ン プ ・シ ス テ ム な どを 設 置 し

た 自給 自足 型 ソー ラー ハ ウ ス 研 究 を実 施 し

て い た 。 ソー ラー ハ ウ ス(図8)は1992年

に完 成 し,実 際 に 居 住 す る状 態 で3年 間 デ
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一タを収集 し,中 央 ヨー ロッパの気候条件

下での自給自足型ソーラハ ウスの可能 性を

システマチ ックに検証 した。

・固体高分子型燃料電池,水 素の触媒燃焼,

炭化水素の リフォー ミングを実験室規模で

研究中。

・太陽光発電セルに関 しては,表 面加工など

による低反射高効率型 を各種,精 力的に開

発中。

6.ヘ ルシンキエ科大学訪問

(1)フ ィ ン ラ ン ドの エ ネ ル ギ ー事 情

電 力構 成 は,水 力20%,原 子 力30%,各 種

バ イ オ マ ス20%を 含 む 火 力 が50%と な って い

る。 ま た,1次 エ ネ ル ギー の25%が 各 種 バ イ

オマ ス で,200万 トンの ア ンモ ニ ア をバ イ オ マ

ス起 源 の 水 素 か ら製 造 して い る。 水 素 製 造 の

コス トと して は,バ イ オ マ ス は石 炭 よ り安 い

がLNGよ りは 高 い との こ と。 ガ ソ リン は75

%が 税 金 で,そ の 内30～40%が 環 境 税 。 電 力

料 金 は エ ン ドユ ー ザ ー で12円/kWh程 度 。 な お,

フ ィ ン ラ ン ドで は バ イ オ マ ス の ガ ス 化 技 術 は

既 に実 用 化 して お り,ス ウ ェー デ ンの 会 社 と

共同で,世 界最初のバイオマスの加圧型ガス

化のデモプラン トを建設 していた。

フィンラン ドの総発電電力量 は 日本 の6

～7%程 度であるが,そ のうち再生可能エネ

ルギーの割合は40%を 占めてお り,原 子力の

30%を 加 えれば,70%が 再 生可能 エネルギ

ー ・べ一スない しはCO 2放出なしの発電を既

に実現 していることになる。

北欧3国 は,お しなべて発電に占める再生

可能エネルギ・一割合が高い。1994年 データに

よると,ノ ルウェーは,総 発電電力は 日本の

約12%で あるが,ほ ぼ100%が 水力発電。スウ

ェーデンは,総 発電電力は日本の約15%で あ

るが,水 力が42%,原 子力が51%と なってい

る。

(2)フ ィ ンラ ン ドの 新 エ ネ ル ギ ー 開 発 プ ロジ

ェ ク トNEMO2

フ ィ ン ラ ン ドで は,国 の エ ネ ル ギー 研 究体 制

が1988年 に再 編 さ れ,通 商 産 業 省 は 多数 の エ

ネ ル ギー研 究 開 発 プ ロ グ ラ ム を 設定 した。その

一 つ で あ るNEMO(NewEnergyMethods

andOption)プ ロ グ ラ ム の 目的 は,国 の エ ネ

一囎 ・,惣㌦

図8自 給 自足型 ソー ラー ハ ウス(ド イツ,フ ラ イブル グ市)
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ルギー供給システムに対する新エネルギー シ

ステムのポテンシャル を評価すること,お よ

び関連産業技術の振興である。NEMO2は

1993年 度 ～1998年 度の6年 間のプログラムで

あり,新 エネルギー分野技術の商業利用の促

進を目指す もので,主 として太陽光発電,風

力発電,お よびそれらのエネルギー貯蔵なら

びに水素技術の3分 野に重点を置いている。

予算規模は,1994年 度が ピークで約4.8億 円,

その後は減少傾向になっていた。

NEMO2プ ログラムにおける水素技術開

発(4)では,水 素 を用いた新方式のエネルギー

貯蔵 システムの研究を行っている。すなわち,

太陽電池,水 電解設備,水 素 タンク,燃 料電

池設備 を組み合わせた,既 存の電力ネ ットワ

ー クから孤立 した地点での,自 立型エネルギ

ー システムの成立性 を実証的に研究 してい

る。 システム構成を図9に 示す。本設備は,

安全上の配慮から,担 当しているヘルシンキ

工科大学の構内には設置せず,隣 接す る学外

の敷地に設けて研究 を行 っている。 コス ト評

価の結果では,本 システムは,太 陽電池一蓄

電池,お よび太陽電池一ディーゼル発電機の

組み合わせ よりも有利 と報告 している。

4
太陽光発電
パネル

論[」 齢
水素 貯蔵 タ ンク

◎2

7.あ とが き

今 回の調査の結果,最 新のアルカ リ水電解

法のエネルギー効率は86.5%止 まりであり,

またWE-NETプ ロジェク トで開発中の固

体高分子型の水電解技術が,設 備のコンパ ク

ト化によるコス ト低減可能性 も含め,次 世代

型の水電解製造技術 として適切で,か つエネ

ルギー効率の目標値90%も 妥当であることが

確認できた。

さらに,北 欧地域では,い わゆるバイオマ

ス水素製造およびエネルギー利用が既に実用

化域 にあ り,水 素技術の国際会議でバイオマ

ス水素製造技術の議論が少ないのも得心がい

った。

水素 自動車開発では,フ ランスのルノー社

を中心 とした企業が精力的に研究開発をつづ

け,ド イツ,米 国に急追 しているのが印象的

であった。

引 用 文 献

(1)B.Gaudernack,InstituteforEnergyTech-

nology,Norway

「HydrogenProductionfromFossilFuels」

HYPOTHESISII発 表 論 文 よ り

(2)竹 中 啓 恭,大 阪 工 業 技 術 研 究 所,「 燃 料 協 会

誌 」70巻6号,P.487(1991)

(3)Dr.HeinzG.Klug,Daimler-BenzAero-

spaceAirbusGmbH,Hamburg,Germany

「CRYOPLANE,HydrogenFuelledAir-

craft」

(4)NEMOREPORT28,1996「Advanced

EnergySystemsandTechnologiesResearch

inFinland」NEMO2annualreport1994-

1995

図9自 立型 エ ネル ギー シス テム
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し

霧奥　蘇発開源電

舜

「国境の長いトンネルを抜けると雪国であった_」 の一節で有名な川端康成の名作「雪

国」の舞台となった越後湯沢。現在では,ス キー場のメッカとして毎年多くの人々が

訪れています。

今回は,そ の越後湯沢にある日本最大の揚水式発電所,「奥清津第二発電所」(電 源

開発(株))をlAE女 性研究員取材チーム(坂 ロ,元 吉)が 訪問しました。
L

'蘭 一

一噂
.こ 絶

畿厨麹整地

/

奥清津蘇 ノ

》

/

奥清津第二発電所

〆

＼・

b)一 》"/.＼ ズ,

、き
カッサ欝整池 _或/

＼

発電所地点全景

☆国内最大の揚水式発電所☆

奥清津発電所は,国 内最大規模の揚水式発電所です。ここでは上池(カ ッサ調整池)と

下池 ⊂ 居調整池)の2つ の調整池を持ち,そ の間の有効落差470mを 利用して,2つ の発

電所で最大160万 剛の発電を行っています。昭和57年 にできた第一発電所は,4台 の発電機

で100万 剛,平 成8年 に完成したばかりの第二発電所は2台 で60万 剛の発電をしています。

つくられた電気は東京電力(株)の 新新潟幹線により東京方面に送られており,発 電所の

運転は埼玉県川越市にある 「東地域制御所」から遠隔操作で行っているそうです。

一82一
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、

第二発電所 訪問記 罐
lAE女 性研究員取材 チー一ム

● 揚 水 式 発 電 一 上 下2つ の 池 を 使 う 水 力 発 電

奥清津発電所では,昼 と夜に上下2つ の池を使って発電する 「揚水式発電」を行ってい

ます。まず,私 たちの生活の中で最も多くの電力を使う昼間には,上 の池から下の池へ水

を落とし,水 車を回転させて電気をつくります。一方私たちが眠っている夜は,昼 間に比

べ電気を使う量が少なくなるため,火 力 ・原子力発電所で起こした電力を利用して下の池

にたまった水を上の池にくみ上げ,翌 日の昼間の発電に備えています。

揚水発電は夜間の電気を昼間のために水という形で貯蔵 しています。夜間に電気を使い,

昼間電気をつくることにより,1日 の電力消費量が平均化され,発 電設備全体の利用効率,

投資効率を上げることに大いに貢献するそうです。

■揚水発電のしくみ

●発電運転(尽 間)

家庭 ・工場

上の池から下の池に水を落と

し,そ の勢いで発電機を回 し

て電気をつくります。

火力 ・原子力発電所

下の池にたまった水を,上 の

池にもどし貯水しておきます。

第20巻 第4号(1998)
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● 昼 間 の ピ ー ク 時 需 要

電気の使われ万は,年 間では夏,一 日のうちでは昼間が電力消費量のピークとなるなど

季節や時間によって大きく変化しています。また,電 気はためておくことができないため,

品質の良い電気を安定的に安く供給するためには,そ れぞれの発電所の万式や特長を生か

して,最 適な万法で電気をつくる必要があります。

発電所の利用形態には大きく分けてべ一ス電源,ピ ーク電源,ミ ドル電源の3つ があり,

揚水式発電所は,こ の電源のベストミックスの中で,ピ ーク電源として重要な役割を担っ

ています。

■1日 の電力の使われ方(年 間ピーク発生日)

(9電 力会社合成値〉(百 万kW)
7
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■月別最大電力の推移(発 電端1日 最大)

(9電 力 会 社 合 成 値 〉

(百万鵯
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■1日 の時間帯別の

電源の組み合せ

ノ[

.卜岬[

〈/ス イ共銘力

o

●ピーク供給カ
ー日のうち需要の高い昼間の限ら

れた時間帯のみ発電する発電所

揚水式発電所など

●ミドル供給力

べ一ス電源とピーク電源の中間的

な特性を持つ発電所

LNG火 力発電所など

●ベース供給カ
ー日中ほとんど同じ出力で運転す

るのに適した発電所

原子力発電所,石 炭火力発電所

匠賑離 騨=「翻
ないんですか?

醸___-4

農爾
A揚 水式発電所は水を2つ の

繋 難欝嚢
789101tt2123月
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☆地域解放型発電所☆

平成8年8月 から一般開放された 「奥清津第二発電所」は,そ れ自体が 「OKKYミ ュ

ージアム」という見学施設になっており
,12月 ～3月 の閉館時を除いて平成9年11月 末ま

でに約48,000人 が見学に訪れました。三国の山々に囲まれ,美 しい湯沢の自然に調和した

この発電所は,本 物の水車軸や発電電動機などが動いている様子を,透 明のアクリル板を

通して見ることができます。

入口の2Fは マルチメディアを駆使した展示ルーム,1Fは 発電所組立室,BlFに は

発電電動機や配電盤,B2Fに は水車軸 ・入ロ弁が配置されています。地階に潜るにつれ,

ゴゴゴゴゴという重低音が体に響き,回 転する機械の力強さを実感しました。

屋外には水路建設のために鉄管や資材を搬入したトンネルがそのまま保存された 「水の

路」や 「のびのび広場」などの施設があり,岩 を積み上げて作った 「ロックフィルダム」

の様子も眺望できます。

園圏四■国
2F展 示ルーム

1F発 電所組立室

BIF発 電電動機、配電盤

・B2F水 車軸、入ロ弁

野 、

聾
画

3と撫

を o

↑2F展 示ルームに

ある楽 しいゲーム

の数々

爵鵤

や

MFtcz〆

臨 場盛を感ぴる2人

第20巻 第4号(1998)
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☆可変速揚水発電 システム☆

奥清津第二発電所の特長の1つ に,「可変速揚水発電システム」があります。これまでの

揚水発電所のポンプ水車や発電電動機は一定の速度で運転されており,発 電出力調整は入

ロ流量を変化させることにより,発 電運転時にのみ可能でした。

これに対 して 「可変速揚水発電システム」は,発 電運転 ・揚水運転ともに回転速度を変

化させることができることから,発 電運転時の出力調整に加え,従 来一定であった揚水運

転時のポンプ入力調整も行えるという大きなメリットがあり,電 力系統の安定度向上に寄

与することができるようになったとのことです。

私たちの知らないところで新しい技術がつくられ,ピ ーク時電力が供給されることによ

り,現 代の便利な電気機器に囲まれた個人生活やオフィス業務,ま た電力を大量に消費す

る産業活動などが支えられているのがわかりました。

■従来システム ■可変速システム

ゆ

交流INVCONV調
充励磁装置

電動機

■揚水運転時入力調整

最大入力

可変速運転による

入力調整可能範囲

最低揚程 ぐコ ポンプ揚程 ⇒ 最高揚程

il-一 素朴な質問2_一 一 一fi

製餓 欝鞭

◎懇 騨麟
臨」一 置
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奥清津電カ所 劔持さんを囲んで

取材を終えて

水の上げ下ろしという簡単な仕組みながら160万 剛という大型発電所2基 分にも相当す

るといわれる電気を発生し,ま た同時に貯蔵もする壮大な施設を見て,自 然の力の大きさ

と,そ の力をうまく引き出す人間の知恵の素晴らしさを改めて感 じ入る思いがしました。

最後になりましたが,丁 寧に説明をして下さった奥清津電カ所の飯島課長,鋼 持さんを

はじめ奥清津電カ所の皆様に心からお礼を申し上げます。

■NFORMAT■ON

■交通の ご案内

●車利用の場合/関 越自動車湯沢ICより国道17号 線で東京方面に20分 。
田代スキー場入口より約1分。

●公共交通機関(バ ス)利 用の場合/」R越 後湯沢駅より越後交通バス
浅貝行きを利用、所要時間40分 。田代スキー場下車、徒歩約12分 。

■開館期間=4～11月(10:00～17:00)

●毎週月曜日休館(但 し屋外施設はオープン)
月曜日が祭日の場合は火曜日休館

■料金:無 料

※なお施設内には飲食施般はありません。
※敷地内での事故、盗難等につきましては当施設では一切責任をおい

ませんので、ご了承ください。

麹脇
お 問 い合 わせ:0257-89-2728

0257-89-2707

http:1/www.kdc.co.jp/okky!

魂 ム

㎜酔

範 勲

繍 籔.鯨

演
託

,

2

露

審

』
署

慨

灘塗

躍

熾鍛
瓢

醗

へ a

輿濤潔瀦電所近郊マツプ謡

▲○

覆.

磁 曾

でIV〃窪⊃
電 源 聞 発 柚 式 会 社

凹関東支社 奥清津電カ所/新 潟県南魚沼郡湯沢町大字三国字土場山TELO257-89-2707(代 表)
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研 究所の うご き

(平成9年9月1日 ～12月31日)

◇ 第3回 賛助会員会議

日 時:11月14日(金)15:00～18:00

場 所:経 団連会 館(9階)901号 室

議事 次 第:

1

9
乙

9
0

平成8年 度事業報告および収支決算

平成9年 度事業計画および収支予算

講演 「地球環境問題の最近の動向一地球温

暖化防止京都会議に向けて一」

(通商産業省 大臣官房審議官 《地球環

境問題担当〉 石海行雄氏)

◇ 月例研究会

第151回 月例研 究会

日 時:10月31日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館6階 中 ホー ル

議 題:

1.日 本 にお け る地 層処 分 コンセ プ トの評価 研

究につ いて

(プロ ジェ ク ト試験 研 究部 部 長補佐 兼

主 管研 究 員 蛭沢 重信)

2.高 レベ ル放 射性 廃棄 物 処分 に向け ての取 組

み につ いて

一原 子力委 員会 高 レベ ル放 射性 廃棄 物処 分

懇談 会 中 間報告(H9年7月)を 中心 と し

て一

(科学 技 術庁 原 子 力局 廃 棄 物 政 策 課 長

有本 建 男氏)

第152回 月例研 究 会

日 時:11月28日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会館6階601会 議室

議 題 二

1.新 エ ネル ギー政 策 の展 開 につ いて

一 「新 エ ネ ル ギー 法」お よび 同 「基本 方針
」

の解 説 を中心 として一

(通商産 業 省 資源 エ ネ ル ギー庁 新 エ ネ

ル ギー対 策課 技術 班長 和 久 田肇 氏)

2.代 表 的新 エ ネル ギー 技術 の概 要 につ いて

(プ ロジェ ク ト試 験研 究部 部 長 兼副 主席

研 究 員 高倉 毅)

第153回 月例研 究会

日 時:12月19日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館6階601会 議室

議i題:

1.環 境 ・エネ ル ギー 産業 と日本経 済

(一橋 大学 商学部 教 授 栗 原史 郎 氏)

2.今 後 の省 エ ネル ギー推 進動 向

((財)省 エ ネル ギー セ ンター 技術 部 長

大槻 満 氏)

◇ 主なで きごと

10月1日(火)

2日(水)

3日(木)

7日(火)

17日(金)

21日(火)

22日(水)

23日(木)

28日(火)

31日(金)

11月4日(火)

6日(木)

10日(月)

・第1回 石炭灰有効利用拡大技術調

査委員会
・第1回 地球環境対策技術としての

グローバルエネルギーシステムの

評価に関する調査研究(II)委 員会
・第2回 石油活用型スーパーごみ発

電導入に向けた課題に対するアク

ションプログラムに関する調査委

員会
・第3回 高温ガス炉プラント研究会

・第2回 石炭水添ガス化高度化調査

委員会
・第1回 負荷集中制御専門委員会

・第1回 分散型電源動向分析調査委

員会
・第2回WE-NET革 新的 ・先導的

技術に関する調査 ・研究委員会
・第1回 夜間電力需要動向分析調査

委員会
・第2回 エネルギー環境予測検討委

貝会
・第2回 高速増殖炉利用システム開

発調査検討委員会
・第1回 先端技術調査分析検討会

・第2回WE-NET総 合評価 と開

発計画のための調査 ・研究委員会
・第1回 産業構造変化の電力需要へ

の影響分析調査委員会
・第2回 原子炉総合数値解析システ

ム実用化検討委員会
・第3回 高速増殖炉利用システム開

発調査検討委員会
・第1回 地層処分研究委員会

・第1回 地層処分背景情報委員会
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11月12日(水)・ 第4回 高温 ガ ス炉 プ ラン ト研 究会

13日(木)・ 第2回 地 下水 流動 に 関す るデ ー タ

の収集 ・整備 に関 す る検 討 委貝 会

19日(水)・ 第2回 実用 発 電用 原子 炉廃 炉技 術

調 査委 員会

・第2回IPCC第 三次 評価 報告 書

に関す る国内委 員会

25日(火)・ 第2回 地球 環境 対 策技術 としての

グ ロー バ ルエ ネル ギー システ ムの

評価 に関す る調 査研 究(II)委 貝会

26日(水)・ 第2回 火 力 発 電 設 備 か らのCO、

排 出量調 査 委員会

12月2日(火)・ 第2回WE-NET全 体 シス テム概

念 設計一 安全 政 策 ・評価 技術 委員

会

3日(水)・ 第2回 先 端 技術 調査分 析検 討会

4日(木)・ 第2回 負荷 集 中制 御専 門委 貝会
～5日(金)

8日(火)・ 第2回 地球 環 境対 策技 術調 査研 究

委 員会

12日(金)

15日(月)

17日(水)

19日(金)

25日(木)

◇ 人事異動

・第2回 分散型電源動向分析調査委

員会
・第3回 低品位炭改質技術に関する

調査委員会
・第2回 夜間電力需要動向分析調査

委員会
・第2回 廃棄物ガス化溶融発電技術

評価委員会
・第1回 地層処分背景情報委員会

・第2回 産業構造変化の電力需要へ

の影響分析調査委員会

010月20日 付

(採用)

竹 端 賢二 郎 プ ロジ ェ ク ト試験研 究部 付

研 究参 事

(平成10年10月19日 迄)
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編集後記

社会面,特 に経済面 を中心 として不安 で暗

い話が続いた平成9年 の中で,サ ッカー 日本

代表のワー ル ドカップ出場決定 と京都 で開催

された地球温暖化防止会議 は,日 本 と世界の

将来に大 きな希望 を与えて くれた点で特筆す

べ き明か るい話題であった と思 う。 しか も両

話題 とも今後 の進む道においては,こ れ まで

以上の難関が横 たわっている と想定され るに

も拘わ らず,各 人あ るいは各国がその持 ち味

を生か しながら全体 として難関に立ち向か う

挑戦者的な姿勢が共通 して伺 えるところに興

味をそそ られる。

さて,本 号 はその地球温暖化問題およびそ

れに関係深いエネルギー 問題 を考 える上 で関

係す るテーマを選択的に取 り上げた。

巻頭言は,関 西電力(株)の 鷲見禎彦副社長

にエネルギー ・セキュ リティー とい うテーマ

で寄稿いただいた。短かい中に氏の思い と含

蓄 ある文章 を味わっていただけ たもの と考 え

る。

座談会は,増 大す る廃棄物 の処分 を電力エ

ネルギー源 として利用する廃棄物発電の現状

と将来につ き,特 に通産省 が平成10年 度 よ り

開発 を予定 している次世代 型高効率廃棄物発

電技術開発の関係者の中か ら平 岡正勝 京大名

誉教授,通 産省 エネ庁開発振興室細川政 弘室

長,NEDO/水 素 ・アル コー ル ・バイオマ ス

室新井晴美室長,東 京都 清掃局永島公明副参

事 に出席いただいた。

外部か らの寄稿は,こ のような社会状況下で

策 定 され るこ とに なった平成10年 度 エネ ル

ギー関係予算 の基本的な考 え方 を通産省エネ

庁長官官房総務課の高倉秀和計画需給班長に

紹介 いただいた。 また,地 球温暖化対策の一

つ として注 目されてい るバ イオマス技術の開

発状況 を電中研我孫子研究所の齋木博部長に

解 説いただいた。 いずれ も,昨 年の当所 月例

研 究会 で講演願 ったものであるが,そ の後の

状 況につ き一部加筆修 正いただ き掲載 したも

のである。

所 内か らは,吉 江照一部長が基礎 的事項 を

含めて地球温暖化 問題の解 説を,楠 野貞夫副

主席研究貝が我が国の温暖化対策上期待が ま

す ます高 まる原子力発電におけ る沸騰水型原

子炉の熱水力解析状況の紹介 を,大 野哲雄主

管研 究員が 自然エネル ギーの地球的活用計画

であ るWE-NETに 関する海外情報 を紹介

した。

本号 の女性訪問記 は,電 源開発(株)の 奥清

津第二発電所の訪問記 であ る。水の落下 とい

う単純 な原理 で160万kWも の大 規模発 電が

得 られる壮大な施 設 と景観 を目の 当た りに し

て 自然の力 とそれを克服 した人間の知 恵の素

晴 らしさに感動 したあ りさまを率直に述べて

いるが,今 後一層重要 とされる自然 と人間の

共生 を考 える上でいささかな りともご参考 に

なれば幸 いであ る。

編集責任者 小川紀一郎 記

一90一 季報エネルギー総合工学



季報 エネルギー総合工学 第20巻 第4号

平成10年1月20日 発行

編集発行

財団法人 エ ネルギー総合工学研究所

〒105-0003東 京都港 区西新橋1-14-2

新橋SYビ ル(6F)

電 話(03)3508-8891

無断転載 を禁 じます。(印 刷)和 光堂印刷株式会社


